
秋田県健康環境センター年報

ANNUAL  REPORT

OF 

AKITA  PREFECTURAL RESEARCH  CENTER  FOR  

PUBLIC  HEALTH  AND  ENVIRONMENT

No. 18   2022

秋田県健康環境センター

第 18号

令和４年度





 

 

は じ め に 
 

 

秋田県健康環境センターは、平成１８年４月に旧衛生科学研究所と旧環境センターを統合し設立され

た試験研究機関であり、県民の皆様の「健康被害の防止」と住み慣れた郷土の「環境の保全」を目的に、

日々試験検査及び調査研究に取り組んでいます。 

 

 具体的には、病原性のある細菌・ウイルス検査や食品中の残留農薬等の食品検査、工場排水等の水質検

査など幅広い分野の検査を実施しておりますが、令和４年度は新型コロナウイルス感染症や食中毒に係

る検査、災害発生時における河川の水質検査など突発的な事象にも速やかに対応したほか、課題解決に

向けて調査研究を進めるとともに、研究や試験検査の内容についてウェブサイトで公開するなど、わかり

やすい情報発信に努めてまいりました。 

 

 さて、令和元年１２月に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の発生が中国で確認されてから、４年

が経過しようとしています。当センターでも令和２年２月に本県で最初のPCR検査を行った後、検査機能

を強化しつつ対応を進めてきたところです。今年５月に感染症法上の５類感染症に移行しましたが、

当センターが取りまとめている県内の「感染症発生情報」が毎週のように報道されるなど、現時点でも

社会的な影響が続いています。 

 こうした中、国では今回の流行への対応等から、新たな感染症に対して備えるべく感染症法等の改正を

行いましたが、その中で地方衛生研究所を法的に位置づけるとともに、体制整備の基本的方針等を明確に

しています。 

 また、国内の河川や地下水で局地的に検出されている高濃度のPFOS、PFOAなどの有機フッ素化合

物については、現在、国において有害性の評価など総合的な対応策の検討が進められています。 

 

 このような状況を踏まえ、当センターとしては試験検査や調査研究などの活動を基本としつつ、最新の

知見や研究成果、国の動向などに目を配りながら、危機管理も含め新たな課題への対応が可能となるよう

職員一同努力を重ねていきたいと考えています。 

 

 この年報は、主に令和 4 年度に当センターが行った試験検査業務の実績や調査研究の成果など活動の

概要について、とりまとめたものです。本報を通じ、より多くの皆様が、当センターについてご理解と

ご関心を深めていただければ幸いです。 

 

令和５年１２月 

秋田県健康環境センター所長  熊 谷 仁 志 
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秋田県健康環境センター年報 第 18号 2022 

1．沿 革 

年 月 事    項 

明治35. 7 衛生試験所を秋田市牛島町に設立。  

明治末期 庁舎を秋田市土手長町に移転。  

昭和28. 1 衛生研究所に改称。  

39. 4 衛生科学研究所に改称。  

39. 6 庁舎を秋田市古川堀反町（現千秋明徳
町）に新築移転。 

 

 
45. 7  

 

公害技術センターを秋田市茨島の工業試験場
内に設立。 

48. 7  庁舎を秋田市八橋に新築移転（八橋庁舎）。 

56. 4  環境技術センターに改称。 

61. 8 
庁舎を秋田市千秋久保田町に新築移転 

（千秋庁舎）。 
 

平成12. 4  

 

 

 

環境センターに改称。 

秋田市山王の県庁第二庁舎に総務班及び監視･
情報班を置く。 

14. 3  八橋分室敷地内にダイオキシン類分析棟を新築。 

18. 4 

 

衛生科学研究所と環境センターを組織統合し、健康環境センターとして発足。 

千秋庁舎に企画管理室及び保健衛生部を、八橋庁舎に環境部を設置。 

21. 4 

 

 

八橋庁舎の環境部を千秋庁舎に移転し、庁舎を統合。保健衛生部の理化学部門と環境部の
化学物質部門を統合した理化学班を環境・理化学部内に設置。組織を企画管理室、保健衛
生部及び環境･理化学部とする。 

22. 4 

 

 

 

保健所の試験検査課を統合。保健衛生部の微生物班を細菌班とウイルス班に再編し、健康
科学班を健康科学・管理班に名称変更。環境・理化学部を理化学部と環境保全部に再編。
理化学部には、理化学班を再編した食品理化学班と環境理化学班を設置。環境保全部には
環境調査班を名称変更した環境保全班を設置。 

24. 4 

 

企画管理室の総務・企画班を総務管理班と企画情報班に再編。保健衛生部の健康科学・管
理班を廃止。理化学部の食品理化学班と環境理化学班を理化学班に再編。 

令和 5. 4 企画管理室を総務企画室に、総務管理班を総務班に、企画情報班を企画班に名称変更。 

2．庁舎の概要 

1）所在地     秋田市千秋久保田町 6番 6号 

2）敷 地       867.75 m2（建物建床面積） 

3）建 物    鉄筋コンクリート造 5 階建  延床面積 4,553.52 m2 

 

  

              所  長         

                              
総務企画室長 

                      

                      

                                 

          保健衛生部長   ※理化学部長   環境保全部長 

                                

総 務 班 企 画 班   細 菌 班 ウイルス班   理 化 学 班   環境保全班 

 副 主 幹 2  主任研究員 3    主任研究員 3  主任研究員 4    上席研究員 1    主任研究員 2 

 専 門 員 1       研 究 員 1  研 究 員 1    主任研究員 6    専 門 員 2 

 技 能 主 任 1        技 師 1  非常勤職員 2    専 門 員 1    研 究 員 4 

 非常勤職員 2        非常勤職員 1        技 師 1    技 師 1 

                   非常勤職員 1    非常勤職員 1 

計 6 計 3   計 6 計 7   計 10   計 10 

※令和 5年度は総務企画室長が兼務 

総職員数 46名（正職員 35名、 専門員 4名、非常勤職員 7名）  

3．組 織 （令和 5年 4月 1日現在） 
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4． 職員名簿                           （令和 5年 4月 1日現在） 

  職 名 氏 名 

  所 長 熊 谷 仁 志 

総務企画室  室 長 田 村 高 志 

 総務班 副 主 幹 （ 兼 ） 班 長 小 松 宏 明 

  副 主 幹 須 田 宏 美 

  専 門 員 下  間  美 香 子 

  技 能 主 任 国 安  力 

 企画班 主任研究員（兼） 班 長 小 林 貴 司 

  主 任 研 究 員 神 田 隆 博 

 主 任 研 究 員 佐 藤 寛 子 

保健衛生部  部 長 斎 藤 博 之 

 細 菌 班 主任研究員（兼）班 長 髙 橋 志 保 

  主 任 研 究 員 今 野 貴 之 

  主 任 研 究 員 佐  藤  由 衣 子 

  研 究 員 伊 藤 佑 歩 

  技 師 関 谷 優 晟 

 ウイルス班 主任研究員（兼） 班 長 秋  野  和 華 子 

  主 任 研 究 員 藤 谷 陽 子 

  主 任 研 究 員 樫 尾 拓 子 

  主 任 研 究 員 柴  田  ち ひ ろ 

  研 究 員 鈴 木 純 恵 

理化学部  （兼）部 長 
本    務 

総務企画室長 田 村 高 志 

 理 化 学 班 上席研究員（兼） 班 長 池 田 聡 彦 

  主 任 研 究 員 珍 田 尚 俊 

  主 任 研 究 員 中 村 淳 子 

  主 任 研 究 員 松  渕  亜 希 子 

  主 任 研 究 員 村 山 力 則 

  主 任 研 究 員 小 川 千 春 

  主 任 研 究 員 古  井  真 理 子 

  専 門 員 藤 田 賢 一 

  技 師 菅  野  さ く ら 

環境保全部  部 長 清 水  匠 

 環境保全班 主任研究員（兼） 班 長 玉 田 将 文 

  主 任 研 究 員 生 魚 利 治 

  専 門 員 和 田 佳 久 

  専 門 員 児 玉  仁 

  研 究 員 若 狹 有 望 

  研 究 員 鈴 木 大 志 

  研 究 員 小 林  渉 

  研 究 員 安  藤  梨 沙 子 

  技 師 船 木 光 新 
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5. 業務内容                           （令和 5年 4月 1日現在） 

総

務

企

画

室 

総 務 班 

・人事、服務 

・予算、決算 

・庁舎管理、庶務一般 

企 画 班 

・センター中長期計画の進行管理 

・研究の企画・評価の調整 

・広報、研修 

・外部研究機関等との連絡調整 

・危機管理 

・検査の精度管理（信頼性確保部門） 

・刊行物の編集・発行・管理 

保

健

衛

生

部 

細 菌 班 

・感染症発生動向調査に係る病原体定点観測調査 

・細菌感染症及び食中毒等に係る病原微生物検査及び調査研究 

・結核菌の分子疫学解析 

・食品衛生監視指導に係る検査 

・生活衛生に係る検査 

・水質汚濁対策に係る検査 

・廃棄物対策に係る検査 

・地方衛生研究所衛生微生物協議会 

北海道・東北・新潟ブロック支部レファレンスセンター 

 （カンピロバクター、百日咳、薬剤耐性菌） 

・結核登録者情報調査 

ウ イ ル ス 班 

・感染症発生動向調査に係る病原体定点観測調査 

・ウイルス感染症及び食中毒等に係る病原微生物検査及び調査研究 

・感染症流行予測調査（日本脳炎） 

・つつが虫病の抗体検査 

・感染症情報センター 

理

化

学

部 

理 化 学 班 
 

・食品衛生監視指導に係る検査 

・医薬品等監視指導に係る検査 

・家庭用品試買検査 

・環境放射能水準調査 

・福島原子力発電所事故に伴うモニタリング調査 

・水質汚濁対策に係る検査 

・廃棄物対策に係る検査 

・食品及び環境中の化学物質に関する調査研究 

環

境

保

全

部 

環 境 保 全 班 

・大気汚染対策に係る検査 

・福島原子力発電所事故に伴うモニタリング調査 

・環境放射能水準調査 

・水質汚濁対策に係る検査 

・生活衛生に係る検査 

・騒音対策に係る検査 

・化学物質対策に係る検査 

・廃棄物対策に係る検査 

・環境保全に関する調査研究 

 
 
 

- 3 -



秋田県健康環境センター年報 第 18号 2022 

6. 主要機器                                                     （令和 5 年 4 月 1 日現在） 

＊同機種 2台所有 

機  器  名 規     格 

ガスクロマトグラフ 

アジレント・テクノロジー 7890A（FID） 

アジレント・テクノロジー 7890A（FPD） 

アジレント・テクノロジー 6890N（μECD） 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

島津  GCMS-QP2010 Ultra 

島津  GCMS-QP2010 Plus 

島津  QP5000 

ガスクロマトグラフタンデム型質量分析計 島津  GCMS-TQ8050NX 

高速液体クロマトグラフ 

島津  NexeraX2 

日立製作所  L-7000 

日本ウォーターズ   2695 

アジレント・テクノロジー 1200（DAD・FLD） 

液体クロマトグラフタンデム型質量分析計 エービーサイエックス  QTRAP4500 

イオンクロマトグラフ 
サーモフィッシャー  ICS-1100 

DIONEX社  DX-120 

原子吸光分光光度計 バリアン・テクノロジーズ  AA-280FS 

ICP発光分光分析装置 アジレント・テクノロジー  5110 VDV ICP-OES 

ノルマルヘキサン自動抽出装置 ラボテック  HX-1000-8 

高速溶媒抽出装置 
DIONEX社  ASE-200 

DIONEX社  ASE-300 

オートアナライザー ビーエルテック QuAAtro 2-HR 

分離用超遠心機 日立工機  CP70MX 

Ge半導体検出器付波高分析装置 

ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ社 GC2518/CCⅡ-

VD，セイコーEG&G社 MCA7 

セイコーEG&G 社 GEM25-70，セイコーEG&G社 MCA7600 

PCRプロダクト検出定量システム アプライドバイオシステムズ ABI PRISM 7000 

リアルタイム PCRシステム アプライドバイオシステムズ 7500Fast Real-time PCR System 

リアルタイム PCR装置 日本ジェネティクス  ライトサイクラー480システムⅡ* 

自動核酸精製装置 日本ロシュ・ダイアグノスティクス  MagNA Pure LC2.0 

自動核酸精製装置 日本ジェネティクス MagNA Pure 24 System* 

モニタリングポスト アロカ  MAR-22 

空間放射線量モニタリングシステム 日立製作所 

低バックグラウンド放射能自動測定装置 アロカ  LBC-4201B 

大気汚染常時監視テレメータシステム グリーンブルー 

航空機騒音自動測定装置 リオン  NA-37 

全有機炭素分析装置 三菱ケミカルアナリテック  TOC-300V 
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1. 試験検査実績 

 

1.1 総務企画室（企画班） 

＜試験検査の信頼性確保＞ 

精度管理部門として検査部門における各種試

験検査業務の信頼性確保推進を図っている。  

食品衛生検査施設の検査等の業務管理 

食品衛生法に基づく食品等の収去検査の業務

管理状況を確認するため、内部点検を実施して

いる。また、検査部門における内部・外部精度

管理の実施状況を確認し、当センターの検査技

能水準の確保と適正な精度維持に努めている。  

細菌検査と理化学検査を合わせて、令和 4 年

度は、内部点検を 4 件実施し、内部精度管理は

4 件、外部精度管理は 6 件の実施を確認した。

内部点検及び精度管理の評価結果は共に良好で

あった。  

 

病原体等の検査の業務管理 

感染症法に基づく病原体等の検査の業務管理

状況を確認するため、内部監査を実施している。

また、内部及び外部精度管理実施状況を確認し

ている。  

令和 4 年度は、ウイルス検査について 1 件の

内部監査を実施し、必要な改善措置の報告をし

た。また、内部精度管理は、細菌検査について

1 件の実施を確認した。外部精度管理は、細菌

・ウイルス検査を合わせた 4 件の実施状況を確

認した。精度管理の評価は共に良好であった。  

 

医薬品等の検査の信頼性保証業務 

医薬品の製造管理及び品質管理（GMP：Good  

Manufacturing Practice）に係る医薬品等の検査

について、品質管理監督システムの遵守・維持

に務めている。  

 令和 4 年度は、教育訓練、自己点検、マネー

ジメントレビューをそれぞれ 1 件行った。 

 

 

1.2 保健衛生部（細菌班・ウイルス班） 

○行政依頼検査（表 1） 

＜感染症発生動向調査に係る病原体定点観測調

査＞ 

地域における病原体の流行状況を監視するた

め、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（感染症法）第 14 条及び第 15

条に基づき、県内の患者発生状況の調査と併せ

て、原因となる病原体の検査を実施している。 

 令和 4 年度はウイルス 546 件、細菌 152 件の

検査を実施した。 

 

＜感染症流行予測調査＞ 

 予防接種の効果判定や、緊急接種等の対応を

行うための基礎データを得る目的で、予防接種

法 23 条第 4 項に基づき、日本脳炎感染源調査を

実施している。  

本調査はブタを対象とし、血清中の日本脳炎

抗体価の測定を 7 月～9 月にかけて 70 頭 70 件

行った。  

 

＜食中毒等の検査＞ 

食品衛生法第 58 条及び感染症法第 15 条に基

づき、食中毒や感染症の発生時に原因となる病

原体や感染経路を明らかにするための検査を、

管轄保健所からの依頼により実施している。  

令和 4 年度は、感染性胃腸炎の集団発生や食

中毒疑いなどの事例において、11 事例 203 検体

についてウイルス検査 266 件、9 事例 117 検体

について細菌検査 1,449 件を実施した。  

 

＜３類感染症に係る病原微生物検査＞ 

 感染症法第 6 条により、腸管出血性大腸菌感

染症、コレラ、細菌性赤痢、腸チフス及びパラ

チフスは 3 類の全数把握対象疾患に規定されて

いる。当センターでは、これらの病原体の確認

検査、患者発生時の接触者の健康診断のための

検査や感染源の調査を実施している。  

 令和 4年度は、腸管出血性大腸菌感染症等 134

件の検査を実施した。また、腸管出血性大腸菌

10 件について分子疫学解析を実施した。  

 

＜４類感染症に係る病原微生物検査＞ 

 つつが虫病は、4 類の全数把握対象疾患であ

り、当センターでは感染症法第 12 条に基づく医

療機関から保健所への診断・届出根拠となる検

査診断を実施している。検査は間接免疫ペルオ

キシダーゼ法を用い、患者血清中のつつが虫病

特異的 IgM 及び IgG 抗体価を測定している。つ

つが虫病は症状の進行が早いことから、受診・

治療が遅れた場合の重症化あるいは死亡例発生
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を防ぐため、抗体陽性患者を確認した際は、検

査依頼元の医療機関へ連絡するとともに、県保

健・疾病対策課へ患者情報を報告し、速やかな

公表による啓発への支援を実施している。また、

E 型肝炎についても 4 類の全数把握対象疾患で

あることから検査対象としている。  

令和 4年度は 37件のつつが虫病の検査を行っ

た。また、E 型肝炎については、発生届受理後

におけるウイルス株の解析として 1 件の検査を

行った。 

 

＜５類感染症に係る病原微生物検査＞ 

 5 類の全数把握対象疾患、及び定点把握対象

疾患の集団感染事例について、原因病原体の検

査を実施している。 

令和 4 年度はインフルエンザ様疾患（集団か

ぜ）の発生に伴い、2 事例 12 検体について 108

件の呼吸器系ウイルス検査を行った。麻しん・

風しんについては、1 事例 3 検体について 6 件

の検査を行った。  

 

＜新型インフルエンザ等に係る病原微生物検査＞  

 新型インフルエンザウイルスの他に新型コロ

ナウイルスに関する検査を実施している。 

令和 4 年度は新型コロナウイルスについて、

延べ 5,994 名 5,994 件の検査を行った。  

 

＜結核菌の分子疫学解析＞ 

秋田県結核菌分子疫学調査事業において、各

保健所で登録した結核患者から医療機関で分離

された結核菌株について、結核菌遺伝子中の反

復配列多型（Variable number of tandem repeat：

VNTR）解析を実施している。  

令和 4 年度は 31 件の解析を行った。  

＜食品衛生監視指導に係る検査＞ 

 食品衛生法及び秋田県食品衛生監視指導計画

に基づき、県内に流通している食品の安全性を

確認する検査を実施している。 

令和 4 年度は 238 検体の収去食品について

597 件の細菌検査を行った。 

 

＜生活衛生に係る検査＞ 

公衆浴場法及び厚生労働省通知「遊泳用プー

ルの衛生基準について」に基づき、公衆浴場水

と遊泳プール水の衛生水準を確保するため、大

腸菌などの細菌検査を実施している。また、公

衆浴場法及び建築物における衛生的環境の確保

に関する法律に基づき、レジオネラ症発生防止

を目的として、公衆浴場水及び冷却塔水のレジ

オネラ属菌検査を実施している。  

令和 4 年度は、公衆浴場水 12 件、遊泳プール

水 10 件、レジオネラ属菌 66 件の検査を行った。 

  

＜水質汚濁対策及び廃棄物対策に係る検査＞ 

 事業場及び廃棄物処理施設から公共用水域へ

流される排水について、水質汚濁防止法及び秋

田県公害防止条例に基づき、大腸菌群数検査を

実施している。  

令和 4 年度は、事業場 79 件、廃棄物処理施設

15 件の検査を実施した。  

 

○一般依頼検査（表 2） 

＜業務委託契約検査＞ 

感染症発生動向調査に伴う病原体検査のう

ち、秋田市内の医療機関から採取された検体に

ついては、秋田市と業務委託契約を結んで検査

を行っている。 

 令和 4 年度は 176 件（ウイルス 146 件、細菌

30 件）の検査を行った。  

 

＜細菌・ウイルス等の試験検査＞ 

 県内の医療機関等からの検査依頼について、

県の衛生関係施設の使用料並びに手数料徴収条

例施行規則を定め、対応している。  

 令和 4 年度は、同規則別表の「ウイルス検査」

15 検体 141 件、「腸管出血性大腸菌検査、三．

菌株」2 件、「腸管出血性大腸菌検査、四．ブ

ロス」1 件の検査を行った。  

 

○情報提供（表 3） 

＜感染症情報センター＞ 

 感染症対策の中核として、各都道府県に地方

感染症情報センターが設置され、国の中央感染

症情報センターと連携して、感染症に関する情

報の収集・報告・還元・解析・提供の業務を行

っている。このうち、提供に関しては、感染症

法第 16 条（情報の公表）に基づき、感染症発生

動向調査で得られた患者発生情報、病原体検出

情報等を週報及び月報としてホームページで公

開するとともに、県保健・疾病対策課を通して
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報道機関へ情報提供している（URL：http://idsc.

pref.akita.jp/kss/）。 

 令和 4 年度は患者情報として週報 52 件、月報

12 件、病原体情報としてウイルス 292 件、細菌

70 件の情報提供を行った。  

 

＜結核登録者情報調査＞ 

感染症法第 53 条の 2～15 に基づき、国から還

元された情報と県内の情報をホームページで公

表している。  

 令和 4 年度は月報 12 件、年報 1 件の情報提供

を行った。  
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表 1 行政依頼検査（細菌班・ウイルス班）  

（件数） 

項 目                           年 度                  令和 2 令和 3 令和 4 

感染症発生動向調査に係る 

病原体定点観測調査 

ウイルス分離等検査 526  571 546 

細菌検査 407   333 152 

感染症流行予測調査 日本脳炎感染源調査 70  70 70 

食中毒等の検査 
ウイルス検査 129   201 266 

細菌検査 1,706 1,350 1,449 

3 類感染症に係る病原微生物検査    515 184 134 

4 類感染症に係る病原微生物検査 

つつが虫病血清抗体検査 55 37 37 

A 型肝炎ウイルス検査  0 0 0 

E 型肝炎ウイルス検査  0 0 1 

デング・チクングニア・ジカウイルス検査 12 0 0 

鳥インフルエンザウイルス（特定鳥インフ

ルエンザを除く）検査*1 
－  4 0 

狂犬病検査 
抗原検査 0 0 0 

遺伝子検査 0 0 0 

5 類感染症に係る病原微生物検査 
インフルエンザ等呼吸器ウイルス検査 20 99 108 

麻疹・風疹ウイルス検査 6 18 6 

新型インフルエンザ等に係る 

病原微生物検査 
新型コロナウイルス検査 3,143 14,590 5,994 

結核菌の分子疫学解析   41 31 31 

その他の微生物学的検査   90 21 111 

地研レファレンスセンター業務 

カンピロバクター（薬剤感受性試験） 29 21 21 

百日咳 0 0 0 

薬剤耐性菌 0 0 0 

感染症検査外部精度管理 12 16 19 

食品衛生監視指導に係る検査 
食品収去検査   593 539 597 

精度管理   5 5 5 

生活衛生に係る検査 
公衆浴場水，遊泳プール水の大腸菌検査 28 12 22 

公衆浴場等レジオネラ属菌検査 64 68 66 

水質汚濁対策に係る検査 

公共用水域水質環境調査*2 47 47 0 

八郎湖水質保全調査*3 93 79 0 

工場・事業場排水基準検査 133 120 79 

廃棄物対策に係る検査 産業廃棄物等基準検査 17 11 15 

合    計 7,741 18,427 9,729 

*1 鳥インフルエンザウイルス（特定鳥インフルエンザを除く）検査については、令和 3 年度から新たに項目を

起こした。  

*2 公共用水域水質環境調査については、令和 4 年度から外部委託となった。  

*3 八郎湖水質保全調査については、令和 4 年度から外部委託となった。  
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表 2 一般依頼検査（細菌班・ウイルス班）  

（件数） 

項 目                            年 度 令和 2 令和 3 令和 4 

業務委託契約検査 
感染症発生動向調査に係る病原体定点観測調査 

（秋田市保健所依頼分） 
239 220 176 

細菌・ウイルス等の 

試験検査 

麻疹・風疹・発疹性ウイルス検査 6 6 0 

インフルエンザウイルス検査 6 0 6 

呼吸器ウイルス（インフルエンザウイルスを除く）検査 60 0 51 

新型コロナウイルス検査  143 0 0 

急性脳炎検査*1 －  －  50 

ウイルス分離 3 1 0 

腸管出血性大腸菌検査 5 2 3 

その他の微生物学的検査*2 －  －  34 

合    計 462 229 320 

*1 急性脳炎検査については、令和 4 年度から新たに項目を起こした。  

*2 その他の微生物学的検査については、令和 4 年度から新たに項目を起こした。 

 

表 3 情報提供（細菌班・ウイルス班）  

（件数） 

  項 目                         年 度 令和 2 令和 3  令和 4  

地方感染症情報センター 

（感染症発生動向調査） 

患者情報 

週報 

収集 468 477 468 

報告・還元・解析 52 53 52 

提供 468 477 468 

月報 

収集 108 108 108 

報告・還元・解析 12 12 12 

提供 108 108 108 

病原体情報 
報告 

ウイルス 229 292 292 

細菌     174 82 70 

還元・解析 24 24 24 

健康づくり審議会感染症対策分科会資料提供 1 0 0 

結核登録者情報調査 患者情報 

月報 

収集 108 108 108 

報告・還元・解析 12 12 12 

提供 108 108 108 

年報* 

収集 9 9 9 

報告・還元・解析 1 1 1 

提供 9 9 9 

合    計 1,891 1,880 1,849 

*新規結核登録患者数：56 人、結核登録者数：98 人（令和 4 年 1 月～12 月） 

 

 

- 9 -



秋田県健康環境センター年報 第18号 2022 

1.3 理化学部 

○行政依頼検査（表 4） 

＜食品衛生監視指導に係る検査＞ 

食品収去検査 

県内で流通している食品の安全性を確保する

ため、食品衛生法及び食品表示法に基づき、添

加物、成分規格等延べ 30 項目の検査を実施して

いる。  

令和 4 年度は 134 検体 393 件について検査を

行い、基準違反は 3 検体 3 件、表示違反は 3 検

体 4 件であった。  

残留農薬及び残留動物用医薬品検査 

食品中に残留する農薬及び動物用医薬品の基

準への適合を判定するため、県内に流通してい

る食品を対象に一斉分析による残留農薬検査及

び残留動物用医薬品検査を実施している。  

令和 4 年度の残留農薬検査は、8 種類の農産

物について、計 46 検体 13,761 件、残留動物用

医薬品検査は、豚肉について 5 検体 430 件の検

査を行い、全て基準に適合した。  

 

＜医薬品等監視指導に係る検査＞ 

 県内で製造される医薬品等の品質を確保する

ため、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律に基づき、医薬品

等の規格試験を実施している。  

令和 4 年度は新型コロナウイルス感染症拡大

防止対策のため、令和 2 年度、3 年度に引き続

き中止となった。  

 

＜家庭用品試買検査＞ 

 化学物質による健康被害を防ぐため、有害物

質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基

づき、県内で流通している家庭用品を対象にホ

ルムアルデヒド、メタノールについて検査を実

施している。  

令和 4 年度は乳幼児繊維製品 15 検体 42 部位

中のホルムアルデヒド、家庭用エアゾル製品 3

検体中のメタノールについて検査を行い、全て

基準に適合した。  

 

＜環境放射能水準調査＞ 

 自然由来及び人的発生由来による国内の放射

能レベルを把握するため、原子力規制庁からの

委託事業として実施している。本県では、昭和

36 年から降下物、大気浮遊粉じん、土壌等環境

試料中に含まれる放射性核種の分析及び定時降

水試料中の全ベータ放射能調査を実施してい

る。 

令和 4 年度は環境試料中の核種分析について

25 検体 123 件、定時降水試料中の全ベータ放射

能について 146 検体の検査を行った。  

 

＜福島原子力発電所事故に伴うモニタリング調査＞ 

 福島第一原子力発電所の事故を受け、県内で

流通している食品の安全性を確認するため、平

成 23 年度から食品中の放射性核種についてモ

ニタリング調査を実施している。  

令和 4 年度は流通食品等について 50 検体 150

件、県産農産物等について 12 検体 36 件の検査

を行い、全て食品衛生法に基づく基準に適合し

た。 

 

＜水質汚濁対策に係る検査＞ 

 県内の工場・事業場の排水基準の適合状況を

把握するため、水質汚濁防止法及び秋田県公害

防止条例に基づき、揮発性有機化合物（VOC）

に係る排水基準検査を実施している。  

令和 4 年度は 10 検体 39 件について検査を行

い、全て基準に適合した。  

 

＜廃棄物対策に係る検査＞ 

 県内の廃棄物処理施設から排出される廃棄物

等に係る基準の適合状況を把握するため、廃棄

物の処理及び清掃に関する法律に基づき、廃棄

物中の VOC の検査を実施している。  

令和 4 年度は 19 検体 213 件について行い、全

て基準に適合した。  

また、能代産業廃棄物処理センターの敷地内

及び周辺地域の地下水等に係る VOC のモニタ

リング調査については、令和 4 年度は 306 検体

3,112 件について行った。
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表 4 行政依頼検査（理化学班）  

  （件数）  

項 目                            年 度  令和 2  令和 3  令和 4  

食品衛生監視指導に係る検査  

食品収去検査（理化学検査）  381  329  393  

残留農薬検査  16,066  14,502  13,761  

残留動物用医薬品検査  396  400  430  

精度管理  19  19  19  

医薬品等監視指導に係る検査  医薬品、医薬部外品、医療機器  0  0  0  

家庭用品試買検査  有害物質  46  43  45  

環境放射能水準調査  

全ベータ線  153  145  146  

核種分析  123  123  123  

分析確認  72  34  33  

空間線量  12  12  12  

福島原子力発電所事故に伴う 

モニタリング調査  
核種分析  

流通食品等試料  261  159  150  

県産農産物等試料  39  72  36  

水質汚濁対策に係る検査  
環境調査  

公共用水域水質調査  35  35  36  

地下水調査  0  0  4  

緊急調査  0  0  0  

工場・事業場排水基準検査  57  68  39  

廃棄物対策に係る検査  

産業廃棄物等基準検査  215  94  213  

能代産業廃棄物処理セ

ンター環境保全対策  

能代地区周辺環境調査  599  472  672  

能代産業廃棄物処理 

センター関連調査  
2,327  2,753  2,440  

合    計  20,801  19,260  18,552  
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1.4 環境保全部（環境保全班） 

〇行政依頼検査（表 5） 

＜大気汚染対策に係る調査・検査＞ 

大気汚染常時監視 

 大気汚染防止法第 22 条に基づき、高濃度時

の緊急時対応及び各種大気汚染対策の基礎資料

とすることを目的に、県内の大気汚染状況を常

時監視している。令和 4 年度は一般環境測定局

7 局において常時監視を行った。  

環境基準の評価対象となる年間の測定時間を

満たした各測定項目における測定結果は、二酸

化硫黄（4 局）、二酸化窒素（6 局）、浮遊粒子状

物質（6 局）、微小粒子状物質（5 局）全てで環

境基準を達成していたが、光化学オキシダント

については全 5 局で環境基準を達成しなかった。 

 

工場・事業場ばい煙排出基準検査 

大気汚染を未然に防止することを目的に、令

和 4 年度は、公害防止協定締結工場 1 施設 3 件

について検査を行った結果、排出基準に適合し

ていた。  

 

酸性雨調査 

本県の酸性雨の状況を把握し、地域特性を明

らかにすることを目的に、降水中の pH 等のモ

ニタリング調査を実施している。  

大館市（北秋田地域振興局大館福祉環境部）、

秋田市（秋田県健康環境センター）及び横手市

（平鹿地域振興局福祉環境部）の 3 地点におい

て、降水を原則 1 週間単位で通年採水し、pH、

電気伝導率、降水量、陽イオン成分（NH4
+、K+、

Na+、Ca2+、Mg2+）及び陰イオン成分（SO4
2-、

NO3
-、Cl-）の 11 項目、1,650 件について測定し

た。その結果、pH の年平均値は大館市が 5.15、

秋田市が 5.13、横手市が 5.21 であった。  

 

アスベスト環境調査 

大気汚染防止法に基づく届出があった特定粉

じん排出等作業について、周辺環境のアスベス

ト濃度を測定し、作業が適正に管理されている

かを確認している。また、環境中におけるアス

ベスト濃度の実態を把握し、今後のアスベスト

飛散防止対策に資することを目的に、一般大気

環境中の測定を実施している。 

令和 4 年度は届出があった 4 件の特定粉じん

排出等作業について、それぞれの敷地境界 4 方

向 4地点計 16検体のモニタリング調査を行った。

また、一般大気環境中のアスベスト濃度調査を

大館市、男鹿市及び横手市の 3 件、各 2 地区に

おいて 2 地点ずつ計 12 検体実施し、年間検体数

は計 28 件であった。その結果、基準は設けられ

ていないが、 いずれの地点においても大気汚染

防止法に基づくアスベスト製品の生産又は加工

に係る工場等の敷地境界基準（空気 1 L あたり

10 本のアスベスト）と参考比較して十分に下回

っていた。 

 

＜福島原子力発電所事故に伴うモニタリング調査＞ 

福島第一原子力発電所の事故を受け、県内で

処理される廃棄物の放射性物質濃度を把握する

ことを目的に、最終処分場放流水、汚泥等の分

析を実施している。  

令和 4 年度は、最終処分場放流水・地下水 26

検体、汚泥 13 検体、河川水 23 検体、その他 4

検体の計 66 検体、132 件について行い、全て基

準に適合していた。  

 

＜水質汚濁対策に係る調査・検査＞  

公共用水域水質調査 

水質汚濁防止法第 15 条に基づき、公共用水域

の水質汚濁状況を把握することを目的に、八郎

湖、田沢湖及び十和田湖の水質調査を実施して

いる。令和 4 年度は、湖水及び流入河川水 364

検体を採取し、4,153 件の分析を実施した。  

3 つの湖沼のうち、化学的酸素要求量（COD）

の環境基準を達成したのは田沢湖のみであった。

各健康項目については、全ての湖沼において環

境基準を達成した。  

 

工場・事業場排水基準検査 

水質汚濁防止法及び秋田県公害防止条例に基

づき、工場・事業場の排水基準適合状況を把握

するため、令和 4 年度は 116 検体、599 件の検

査を行った。  

基準に適合しなかった検体は 11 検体で、項目

別では pH 4 件、生物化学的酸素要求量（BOD）

6 件、化学的酸素要求量（COD）1 件、全窒素 1

件、全りん 1 件であった。  
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＜生活衛生に係る検査＞ 

 不特定多数が利用する遊泳用プール及び公

衆浴場の衛生向上を図ることを目的に、水質検

査を実施した。  

 令和 4 年度は、遊泳用プール 5 施設 15 件、公

衆浴場の原水と浴場水 12 施設 48 件について検

査を行い、全ての施設で基準に適合した。  

 

＜騒音対策に係る検査＞ 

航空機騒音調査 

 空港周辺における航空機騒音の実態を把握

することを目的に、秋田空港東側の藤森及び西

側の安養寺を基準点として固定局舎による通年

測定を行うとともに、補助点として堤根で 1 週  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間の短期測定を行った。  

 大館能代空港における測定は、新型コロナウ

イルス感染拡大防止対策により、便数が大きく

減少したことから、実施しなかった。  

 

＜廃棄物対策に係る調査・検査＞ 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ

き、産業廃棄物の排出事業所や処理施設等から

排出される汚泥、放流水等の適正な管理状況を

把握するため、廃棄物の種類に応じ、重金属類、

シアン化合物等の項目について検査を実施した。 

 令和 4 年度は 42 検体 312 件について検査を行

い、基準に適合しなかった検体は 1 検体であり、

項目別では鉛 1 件であった。
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表 5 行政依頼検査（環境保全部 環境保全班） 

（件数） 

項 目                       年 度 令和 2 令和 3 令和 4  

大気汚染対策に係る 

調査・検査 

大気汚染常時監

視*1 
一般環境大気測定局 

42 42 42 

（358,585） （341,843） （359,030） 

大規模工場の常時監視*1 
84 68 74 

（566,754） （547,432） （479,164） 

工場・事業場ばい煙排出基準検査 7 3 3 

酸性雨調査 酸性雨実態調査 1,639 1,661 1,650 

アスベスト 

環境調査 
石綿飛散調査 24 32 28 

福島原子力発電所事故に

伴うモニタリング調査 
核種分析 

環境試料 

(地下水、河川水、汚泥等） 
182 140 132 

環境放射能水準調査 空間線量（モニタリングポスト） 2,190 2,190 2,190 

水質汚濁対策に係る 

調査・検査 

環境調査 

公共用水域水質調査 3,983 3,982 4,153 

地下水調査 4 1 0 

緊急調査 80 56 96 

工場・事業場排水基準検査 1,048 990 599 

八郎湖水質保全

対策調査 
底質等調査*2  821 197 206 

玉川酸性水影響調査 368 360 358 

十和田湖水質保全対策調査 256 256 256 

生活衛生に係る検査 
遊泳用プール水質検査 21 18 15 

公衆浴場水質検査 48 0 48 

騒音対策に係る調査 航空機騒音調査 696 684 730 

化学物質対策に係る 

調査 
化学物質環境調査 46 46 46 

廃棄物対策に係る 

調査・検査 

産業廃棄物等基準検査 366 276 312 

能代産業廃棄物処理センター関連調査 657 694 635 

緊急調査   0 56 0 

合    計 （*1 を除く） 12,436 11,642 11,457 

*1  大気汚染及び大規模工場の常時監視は、測定対象項目数（実測データ数）を表す。 

*2  底質等調査に係る件数は、令和 3 年度から計数方法を変更した。  
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2．研修・学会等 

2.1 研修等参加 

年月日 研修名 参加者等 主催機関 開催地等 

R4.6.1 
医薬品 GLP セミナー「医薬品開発に

役立つ GLP の基礎」 
池 田 聡 彦 

モレキュラーデバイ

スジャパン株式会社、

株式会社企画セミナー

センター 

オンライン 

R4.6.6 
令和 4 年度第 1 回食品に関するリスクコ

ミュニケーション公開セミナー 
理 化 学 班 

厚生労働省、（公社）

日本食品衛生協会、

日本食品衛生学会 

オンライン 

R4.6.24 インフルエンザ・レファレンス等関連会議 ウイルス班 国立感染症研究所 オンライン 

R4.7.4 
ノロウイルス（下痢症ウイルス）・レフ

ァレンス等関連会議 
ウイルス班 国立感染症研究所 オンライン 

R4.7.6 
感染症流行調査予測事業 2022 年度

担当者会議  
ウイルス班 国立感染症研究所  オンライン  

R4.9.8 

～9.9 
R4 年度検査能力向上講習会  鈴 木 純 恵  国立感染症研究所  オンライン  

R4.9.9 

国際標準規格 ISO/IEC 17025 試験所及

び校正機関の能力に関する一般要求

事項の概要説明会「今、求められる

試験所・校正機関の強みとは？」 

池 田 聡 彦 

ペリージョンソン  

ホールディング株式

会社 

オンライン 

R4.10.1 

～10.31 

（公財）黒住医学研究振興財団創立 30 周

年記念特別講演 
保健衛生部 

（公財）黒住医学研

究振興財団 
オンデマンド 

R4.10.12 

～10.13 

令和 4 年度地方衛生研究所全国協議会北

海道・東北・新潟支部微生物研究部会総

会・研修会・地域レファレンスセンター

連絡会議 

柴田ちひろ 

伊 藤 佑 歩 

地方衛生研究所全国

協議会北海道・東北

・新潟支部 

山形県 

R4.10.13 

令和 4 年度地方衛生研究所全国協議会北

海道・東北・新潟支部公衆衛生情報研究

部会総会・研修会 

保健衛生部 

地方衛生研究所全国

協議会北海道・東北

・新潟支部公衆衛生

情報研究部会 

オンライン 

R4.10.13

～10.14 

令和 4 年度地方衛生研究所全国協議会北

海道・東北・新潟支部衛生化学研究部会

総会・研修会及び地域ブロック専門家会

議 

珍 田 尚 俊 

菅野さくら 

地方衛生研究所全国

協議会北海道・東北

・新潟支部 

青森県 

R4.10.14

～11.10 

オンライン統計研修＜データ利活用

コース＞（分野別研修）「政策立案

と統計」 

池 田 聡 彦 総務省統計研究研修所 オンライン 

R4.10.28

～11.24 

オンライン統計研修統計実務職員

（統計データアナリスト補）研修＞

（中級） 「統計分析の基本」 

池 田 聡 彦 総務省統計研究研修所 オンライン 

R4.10.28

～11.24 

オンライン統計研修＜データ利活用

コース＞（分野別研修）「ビッグデー

タ利活用-基礎から応用まで」 

池 田 聡 彦 総務省統計研究研修所 オンライン 

R4.11.4 
令和 4 年度地方衛生研究所全国協議会近

畿支部自然毒部会研究発表会 
理 化 学 班 

地方衛生研究所全国

協議会近畿支部 
オンライン 

R4.11.18 動物由来感染症・レファレンス等関連会議 保健衛生部 国立感染症研究所 オンライン 

R4.11.29 
令和 4 年度 北海道・東北・新潟ブロック

腸管出血性大腸菌検査担当者Web 研修会 
佐藤由衣子 

岩手県環境保健研究

センター 
オンライン 
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R4.11.30 

～12.2 
風疹実験室検査法の実地研修会 藤 谷 陽 子 国立感染症研究所 東京都 

R4.12.1 

～12.2 
令和 4 年度結核予防技術者地区別講習会 伊 藤 佑 歩 宮城県 オンライン 

R4.12.2 
令和4年度第2回食品に関するリスクコミ

ュニケーション公開セミナー 
理 化 学 班 

厚生労働省、（公社）

日本食品衛生協会、日

本食品衛生学会 

オンライン 

R4.12.8 地衛研 Web セミナー  保健衛生部  
地方衛生研究所全国

協議会 
オンライン 

R4.12.23 
令和 4 年度日臨技北日本支部臨床微生物

部門研修会 
髙 橋 志 保 

岩手県臨床（衛生）

検査技師会  
オンライン  

R4.12.26 アデノウイルス・レファレンス等関連会議 ウイルス班 国立感染症研究所 オンライン 

R5.1.13 

～1.18 

ウェビナー「品質管理の基礎から効率化ま

で」 
池 田 聡 彦 ザルトリウス  オンライン 

R5.1.26 

～2.15 

令和 4 年度地域保健総合推進事業  

地方感染症情報センター担当者会議  

藤 谷 陽 子  

鈴 木 純 恵  

東京都健康安全研究

センター  
オンデマンド 

R5.2.2 令和 4 年度 衛生理化学分野研修会 理 化 学 班 
地方衛生研究所全国

協議会理化学部会 
オンライン 

R5.2.7 

～2.10 

環境放射線モニタリングにおける被ばく

線量評価法 
村 山 力 則 日本分析センター 千葉市 

R5.2.14 
AI 技術を用いたMS データ解析の効率化 

～AI技術がもたらす一歩進んだMS解析～ 
珍 田 尚 俊 島津製作所 神奈川県 

R5.2.15 

～2.16 
令和 4 年度希少感染症診断技術研修会 保健衛生部 国立感染症研究所 オンライン 

R5.2.17 

統合データベース講習会 AJACS オンラ

イン 13「化合物＆メタボロームデータベー

スを知って・学んで・使う」 

池 田 聡 彦 

国立研究開発法人科

学 技 術 振 興 機 構

（JST） 

オンライン 

R5.2.22 
WEBセミナー「計量法トレーサビリティ精

度の基礎について－JCSS標準物質とは－」 
池 田 聡 彦 関東化学株式会社 オンライン 

R5.2.28 GISAID アップロード・登録研修  保健衛生部 国立感染症研究所  オンライン  

 

2.2 学会等出席 

年月日 学会名 
参加者/班・部 

（○発表者） 
主催 開催地等 

R4.5.20 第 31 回感染研シンポジウム  保健衛生部 国立感染症研究所 オンライン 

R4.6.18 

～6.19 
第 63回日本臨床ウイルス学会学術集会 

 
ウイルス班 日本臨床ウイルス学会 東京都※ 

R4.6.30 

～7.1 
衛生微生物技術協議会第 42 回研究会 

 
保健衛生部 

衛生微生物技術協

議会 
オンライン 

R4.7.15 
令和 4 年度環境測定分析統一精度管理ブ

ロック会議（北海道・東北ブロック） 

 
環境保全部 環境省 

オンライン
（事務局担当） 

R4.7.17 食の安全と安心フォーラム第 23 回 

○ 斎 藤 博 之 

NPO 法人食の安全

と安心を科学する会 
オンライン 

 秋野和華子 

 池 田 聡 彦 

 古井真理子 

R4.9.10 第 4 回 SFTS 研究会学術集会  ウイルス班 SFTS研究会 オンライン 
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R4.9.27 秋田県感染症研究会第 81 回例会 
 斎 藤 博 之 

秋野和華子 
秋田県感染症研究会 秋田市 

R4.9.29 

～9.30 
第 43 回日本食品微生物学会学術総会 

○ 斎 藤 博 之 
日本食品微生物学会 東京都 

○ 今 野 貴 之 

R4.10.31 

 ～11.1 
第 59 回全国衛生化学技術協議会年会 

 松渕亜希子 国立医薬品食品衛

生研究所  
神奈川県  

○ 古井真理子 

R4.11.10 

～11.11 
第 118 回日本食品衛生学会学術講演会  古井真理子 日本食品衛生学会 長崎県 

R4.11.11 気候変動適応ワークショップ  
 鈴 木 純 恵 秋田県気候変動適

応センター  
秋田市 

伊 藤 佑 歩 

R4.11.12 ウイルス性下痢症研究会第 33回学術集会 
 斎 藤 博 之 

秋野和華子 

ウイルス性下痢症

研究会 
長崎県※ 

R4.11.13 

～11.15 
第 69 回日本ウイルス学会学術集会 ○ 斎 藤 博 之 日本ウイルス学会 長崎県 

R4.11.16 第 18 回秋田県公衆衛生学会学術大会 

 斎 藤 博 之 

秋田県公衆衛生学会 秋田市  
 樫 尾 拓 子 

 柴田ちひろ 

○ 伊 藤 佑 歩 

R4.11.16 

～11.17 
第 49 回環境保全・公害防止研究発表会 

 渡 邊 寿 

全国環境研協議会 オンライン 
玉 田 将 文 

和 田 佳 久 

若 狹 有 望 

R4.11.24 

～11.25 
第 45 回農薬残留分析研究会 

 珍 田 尚 俊 
日本農薬学会農薬残

留分析研究会 
オンライン 松渕亜希子 

古井真理子 

R4.11.30 
東京農大 食の安全と安心部会 第 5 回シ

ンポジウム 

 斎 藤 博 之 

東京農業大学 オンライン 
池 田 聡 彦 

村 山 力 則 

古井真理子 

R4.12.2 
秋田応用生命科学研究会第 35 回講演

会 

○ 斎 藤 博 之 秋田県総合食品研

究センター  
秋田市  

○ 伊 藤 佑 歩 

R4.12.7 
令和 4年度日本公衆衛生協会シンポジ

ウム 

 
保健衛生部 日本公衆衛生協会  東京都※ 

R4.12.9 
第 7 回地域のコロナ対策に関するワーク

ショップ 

 
ウイルス班 

（公財）全日本科

学技術協会 
オンライン 

R4.12.20 
航空機騒音の測定・評価方法に関する

講習会  

 和 田 佳 久 

環境省  オンライン 若 狹 有 望 

西 村 知 将 

R5.1.23 

～1.24 

令和 4 年度化学物質環境実態調査「環

境科学セミナー」  

 玉 田 将 文 

環境省  東京都※ 和 田 佳 久 

鈴 木 大 志 

西 村 知 将 

R5.1.26 

～1.27 

第 36 回公衆衛生情報研究協議会総会

・研究会  

 
保健衛生部 

公衆衛生情報研究

協議会  
オンライン 

R5.2.24 
第 8 回地域のコロナ対策に関するワーク

ショップ 

 
ウイルス班 

（公財）全日本科

学技術協会 
オンライン 

R5.3.3 宮城県保健環境センター研究発表会 
 

保健衛生部 
宮城県保健環境セ

ンター 
オンライン 
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R5.3.6 

～3.7 
令和 4年度地域保健総合推進事業発表会  保健衛生部 日本公衆衛生協会  東京都※ 

R5.3.14 

～3.17 
第 57 回日本水環境学会年会  

 環境保全部 
日本水環境学会  愛媛県※ 

保健衛生部 

R5.3.16 産官学医連携シンポジウム  
 斎 藤 博 之 （公財）全日本科

学技術協会  
オンライン 

秋野和華子 

R5.3.16 

～3.18 
第 96 回日本細菌学会総会 

 
伊 藤 佑 歩 日本細菌学会 兵庫県 

※ハイブリッド開催 

 

2.3 健康環境センター調査研究発表会 

 開催日：令和 4 年 8 月 5 日  美の国秋田ネット公開 

 

2.4 その他の口頭発表 

 

2.5 講師派遣等  

2.5.1 出前講座 

 

2.5.2 その他講師派遣 

 演題名  発表者 

1 公衆浴場等におけるレジオネラ属菌の検出状況（2017～2021 年度） 髙 橋 志 保 

2 秋田県における RS ウイルス感染症の発生動向（2019～2021 年） 藤 谷 陽 子 

3 LC-MS/MS による食品中の不揮発性腐敗アミン類の一斉分析  古 井 真 理 子 

4 十和田湖の水質調査結果～令和 3 年 6 月の調査結果に関する一考～  鈴 木 大 志 

年月日 発表会名 演題名 発表者 開催地 

R5.1.20 

令和 4 年度 

秋田県保健  

環境業務研究

発表会  

秋田県で検出された SARS-CoV-2 のゲノム 

解析結果について  
樫 尾 拓 子 

オンライン 平成 28 年度～令和 3 年度の食品収去検査に  

おける理化学検査結果について  
菅野さくら 

玉川ダムの酸度変化要因解析について  梶 谷 明 弘 

年月日 講座名 講師 依頼元 
参加 

人数 

R4.6.24 細菌による感染症・食中毒について  伊 藤 佑 歩 介護老人保健施設  12 

R4.7.14 細菌による感染症・食中毒について  髙 橋 志 保 
大・仙・美保育  

協議会保育支部会  
15 

R4.10.6 食品等に含まれる残留農薬等について  
古 井 真 理 子 

松 渕 亜 希 子 

秋田県立大曲農業

高等学校  
8 

年月日 主な内容 講師 依頼元 
参加 

人数 

R4.5.9 
廃棄物及び地下水中の揮発性有機化合

物のモニタリングと生物影響  
小 林 貴 司 秋田県立大学  5 

R4.5.16 
食品及び農作物中の残留農薬のモニタ

リングと生物影響  
小 林 貴 司 秋田県立大学  5 
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2.6 研修・見学等受入 

※令和 2～4 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、中止となった。  

 

2.7 受賞・表彰等 

 

R4.8.2 放射性物質災害  斎 藤 博 之 消防学校  46 

R4.10.6 
令和 4 年度薬剤耐性菌の検査に関する

研修基本コース  
髙 橋 志 保 

国立感染症研究所

薬剤耐性研究セン

ター 

57 

R4.10.13 疾病論Ⅱ（微生物）  斎 藤 博 之 由利本荘看護学校  27 

R4.10.20 疾病論Ⅱ（微生物）  斎 藤 博 之 由利本荘看護学校  27 

R4.10.27 疾病論Ⅱ（微生物）  斎 藤 博 之 由利本荘看護学校  27 

R4.11.8 
令和 4 年度北秋田市・上小阿仁村結核

予防婦人会連合会研修会  
斎 藤 博 之 

北秋田市・上小阿仁

村結核予防婦人会

連合会  

136 

R4.11.10 細菌・ウイルス災害  斎 藤 博 之 消防学校  14 

R4.11.24 疾病論Ⅱ（微生物）  斎 藤 博 之 由利本荘看護学校  27 

R4.12.1 疾病論Ⅱ（微生物）  斎 藤 博 之 由利本荘看護学校  27 

参加者区分 
参加人数（団体数）  

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度  

インターンシップ※ 0 0 0  

施 設 見 学  5（1） 12（1） 6（3）  

合 計 5（1） 12（1） 6（3）  

年月 表彰名 受賞者 授与機関 

R4.6 
令和 4 年度全国環境研協議会  

北海道・東北・新潟支部長表彰  
小 林 貴 司  

全国環境研協議会  北海道・東北

・新潟支部  

R4.7 
全国地方衛生研究所全国協議会北海道

・東北・新潟支部長表彰  
中 村 淳 子  

地方衛生研究所全国協議会北海

道・東北・新潟支部  

R4.8 令和 4 年度食品微生物学会論文賞  今 野 貴 之  日本食品微生物学会  

R4.10 環境衛生食品衛生功労者表彰  小 林 貴 司  
全国食品衛生監視員協議会  

全国環境衛生職員団体協議会  
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3．研究業務実績 

 

3.1 総務企画室 企画班 

 研究の企画・評価・進行管理 

 調査研究の企画及び計画的な推進により、研

究環境の活性化と研究成果の行政施策への反映

に取り組んでいる。  

 令和 4 年度は、共同研究を含め 13 課題の調査

研究を実施した。このうち、県政策予算による

研究課題は「食品中の残留農薬の分析精度向上

と調理による変化に関する研究」の 1 題で、「当

初計画より成果が期待できる」という中間評価

を受けた。本研究は、令和 5 年度に成果をまと

め、翌年度に事後評価を受ける予定である。  

 

 

3.2 保健衛生部 細菌班 

 

食品由来感染症の病原体解析の手法及び病

原体情報の共有に関する研究（厚生労働科

学研究費補助金）  

（令和 3 年度～令和 5 年度）  

 

研究概要  

平成 30 年 6 月 29 日付厚生労働省から発出さ

れた事務連絡「腸管出血性大腸菌による広域的

な感染症・食中毒に関する調査について」によ

り、腸管出血性大腸菌の遺伝子解析検査は

MLVA 法に統一され、情報共有の迅速化が求め

られている。しかしながら、分子疫学解析には

他にも PFGE 法や IS-PS 法があり、多くの機関

で行われている。そこで、北海道・東北・新潟

ブロック腸管出血性大腸菌解析及び精度管理に

関する研究として、MLVA 法、PFGE 法、及び

IS-PS 法の 3 法の精度管理及び Web による研修

を実施した。  

結果  

 IS-PS 法の精度管理を実施し、判定の難しい菌

株を解析することで、技術の向上に繋がった。

また、各施設での腸管出血性大腸菌に関する解

析事例について情報共有した。  

 

 

環境中における薬剤耐性菌及び抗微生物剤

の調査法等の確立のための研究（厚生労働

科学研究費補助金）  

（令和 3 年度～令和 5 年度）  

 

研究概要  

水環境中に存在する薬剤耐性菌及びそれらに

由来する薬剤耐性遺伝子によるヒトや動物への

リスクを評価するため、全国各地の水再生セン

ター（下水処理場）からの放流水を採水し、国

立感染症研究所・病原体ゲノム解析研究センタ

ーにて網羅的塩基配列解析（メタゲノム解析）

を行っている。  

結果  

 令和 4 年度は、県内 1 ヵ所から夏季と冬季の

2 回採水し、国立感染症研究所・病原体ゲノム

解析研究センターにて解析中である。秋田県内

における大きな変動はないものの、大都市では

稀にしか分離されない薬剤耐性遺伝子を保有す

る薬剤耐性菌が分離されるなど、国内における

分布状況が明らかになりつつある。  

 

 

食品微生物試験法の国際調和のための研究

（厚生労働科学研究費補助金） 

（令和 3 年度～令和 5 年度）  

 

研究概要  

カンピロバクター食中毒の発生低減に向け、

欧州では鶏肉の定量的モニタリングが行われて

いる。しかしながら、国内においての鶏肉等に

おけるカンピロバクターの定量的汚染データは

極めて限定的であり、試験法の統一性について

も不明な点が多い。国内の食品微生物試験法を

国際調和の取れた形へと導くための科学的根拠

を創出することを目的として、カンピロバクタ

ーの定量試験法を策定し、妥当性を評価する。  

結果  

 国立医薬品食品衛生研究所との共同研究によ

り、Campylobacter coli に汚染された 48 検体に

ついて定量試験法を実施し、各施設の結果を比

較して試験法の妥当性を確認した。 

 

 

薬剤耐性菌のサーベイランス強化および薬

剤耐性菌の総合的な対策に資する研究（日

本医療研究開発機構研究費補助金） 
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（令和 3 年度～令和 5 年度）  

 

研究概要  

 2017 年から開始された薬剤耐性菌病原体サー

ベイランスにより、カルバペネマーゼ遺伝子な

どの薬剤耐性遺伝子の種類や保有率、保有する

菌種は、国内において地域差があることが明ら

かとなった。薬剤耐性菌感染症例からの分離株

を精査することで、国内における臨床疫学・分

子疫学像を明らかにし、地域差を考慮した薬剤

耐性菌の分子疫学マップを作成する。また、38

カ所の地方衛生研究所において、作成された薬

剤感受性試験法手順書に基づき、カルバペネム

耐性腸内細菌科細菌（CRE）感染症由来株の薬

剤感受性試験を実施し、手順書の検証を行う。 

結果  

 令和 4 年度は、CRE 感染症届出症例由来株 64

株を国立感染症研究所薬剤耐性研究センターに

送付した。今後、ゲノム解析が行われ、手順書

の検証等を行っていく。 

 

 

カンピロバクターレファレンスセンター業

務（衛生微生物技術協議会） 

（平成元年度～） 

百日咳レファレンスセンター業務（衛生微

生物技術協議会） 

（平成 1 5 年度～）  

薬剤耐性菌レファレンスセンター業務（衛

生微生物技術協議会） 

（平成 2 7 年度～）  

 

研究概要  

 衛生微生物技術協議会のレファレンスセン

ター業務として、カンピロバクター、百日咳

及び薬剤耐性菌について検査法の検討、地区

内における検査の技術支援、研修等のレファ

レンスセンター業務を行っている。 

結果  

 カンピロバクターレファレンスセンター業務

では、C. jejuni の Penner PCR 型別法の評価試験

を行った。令和 4 年度は 21 株について PCR 型

別法で解析し、Penner PCR 型別法の有用性を実

証した。また、病原因子等のプロファイルに基

づく新たな分子疫学解析法である mP-BIT 法を

21 株で試行し、血清型との関連を明らかにした。 

 

 

3.3 保健衛生部 ウイルス班 

 

食中毒原因ウイルス等の汎用性を備えた検

査法と制御を目的とした失活法の開発のた

めの研究（厚生労働科学研究費補助金）  

（令和 4 年度～令和 6 年度）  

 

研究概要 

本研究は、高感度で高い汎用性を有し、かつ

国際整合性を持つ食中毒原因ウイルス（特にノ

ロウイルス（NoV））の検査法の開発及び評価、

並びに環境中のウイルスによる食品汚染の実態

把握を目的としている。それらの内容は食品衛

生行政上の施策へと活用されることが期待され

る。検査法の実効性の確認にあたっては、過去

に大規模なアウトブレイクの原因となった刻み

海苔や食パンのウイルス汚染検出に用いられた

パンソルビン・トラップ法や nested リアルタイ

ム PCR 法を適宜改良・更新した上で、各検査機

関における再現性・実効性等の確認を行う。  

結果 

2022 年 4 月～2023 年 3 月に秋田県で発生した

NoV による集団感染事例は 6 例あった。その内

訳は、ヒト－ヒト感染が家族内 2 例、高齢者施

設、保育園、学校それぞれ 1 例であり、食品が

原因と考えられるものは 1 例であった。食品に

よる事例は、総合病院の入院患者向けに調理さ

れた給食によるもので、野菜のごま醤油和えか

ら NoV が検出され、患者と調理従事者の検便か

ら検出された NoV と遺伝子配列が一致した。食

品の検査にはパンソルビン・トラップ法が用い

られた。病院給食は、調理工程が複雑で細分化

（常食・シニア食・刻み食・妊婦食・小児食・

腎臓病食・糖尿病食等）されており、原因の究

明が難しいところがあったが、食品から直接

NoV を検出できる本法を用いたことで原因究明

に寄与することができた。  

 

 

インフルエンザ監視・応答システム（GISRS）

と連携した国内 RS ウイルスサーベイラン

スシステムの構築と重症化メカニズムの病
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態解明（日本医療研究開発機構研究費補助

金） 

（令和 4 年度）  

研究概要 

RS ウイルス（RSV）は、乳幼児に呼吸器感染

症を起こす主要な病原体の一つである。世界保

健機構（WHO）は、RSV ワクチンの開発促進や

予防施策評価のため、インフルエンザウイルス

のグローバルサーベイランスネットワークであ

る世界インフルエンザ監視・対応システム

（GISRS）の枠組みを利用し、RSV のグローバ

ルサーベイランスを開始している。この中で、

RSV の検出には米国 CDC が開発したリアルタ

イム RT-PCR 法が推奨されており、また疾病負

荷の指標の一つとして検査陽性率が上げられて

いる。しかし、日本国内における RSV サーベイ

ランスは、五類定点把握対象疾患として、迅速

診断キット陽性による患者数の推移を把握・集

計するシステムであるため、陽性率の算出は困

難である。WHO の求めるシステムとは異なる点

が多い上、他国の流行状況と客観的に比較する

ことも難しい。そこで、本研究では急性呼吸器

症状を呈するインフルエンザ様症例を対象に、

CDC 法による RSV 検出を図り基礎的な知見を

得ることで、将来的に検査陽性率の算出を可能

とするサーベイランスシステムの構築を目指

す。 

結果 

2022 年 8 月～2023 年 3 月に病原体定点観測調

査として当センターに搬入された呼吸器検体の

うち、本研究に同意の得られた病原体定点医療

機関 6 施設から提供され、かつ急性呼吸器症状

を呈する計 62 症例を対象に、病原体検出マニュ

アル記載の CDC 法による RSV 検出を試みた。

結果、4 症例から RSV が検出され、陽性率は 6.5

％であった。  

当センターを含む全協力機関（19 地衛研）の

結果から、陽性率は定点当り報告数と比較的類

似した推移が見られた。また、発熱の有無によ

る陽性率の差は確認されなかったことから、発

熱を伴わない急性呼吸器症状患者への検査の重

要性が示された。  

本研究は令和 5 年度以降の継続が決定してい

る。 

 

3.4 理化学部 理化学班 

 

原子力規制庁委託 環境放射能水準調査  

（昭和 3 6 年～）  

 

研究概要 

本県では昭和 29 年から雨水･地下水･河川水

等の放射能測定を独自に実施しており、昭和 36

年からは科学技術庁（当時）の委託を受けて国

の放射能水準調査に参加し、現在も継続して実

施している。  

調査項目は環境試料中の「ガンマ線放出核

種」、「定時降水試料中の全ベータ放射能」及

び「空間放射線量率」であり、対象は大気浮遊

じん、降下物、降水、陸水（蛇口水、河川水）、

土壌及び県内産食品（牛乳、野菜、海藻等）で

ある。  

また、測定結果の信頼性を確保するため、年

に一度の外部精度管理試験を実施している。  

結果 

令和 4 年度は、環境試料中のガンマ線放出核

種分析については 25 検体（123 件）を実施し、

このうち、降下物（4 月分）1 検体及び土壌 2 検

体からごく微量の放射性セシウムが検出された

が、いずれも例年と比較して大きな変動はなか

った。  

定時降水試料中の全ベータ放射能分析につい

ては 146 検体を実施し、年間を通して異常はな

かった。  

外部精度管理試験については模擬牛乳、粉末

試料及び模擬土壌の計 6 検体（33 件）を実施し、

全て基準に適合していることを確認した。  

 

 

食品中の残留農薬の分析精度向上と調理に

よる変化に関する研究  

（県政策）  

（令和 3 年度～令和 5 年度）  

 

研究概要 

食品の安全性確保対策の一環として、残留農

薬の分析精度の向上と分析可能食品の拡充を図

るため、県内に流通する多種多様な食品につい

て妥当性評価試験を実施する。また、食の安全

・安心に寄与するため、一般家庭で行われる洗
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浄や加熱等の調理操作による農薬の変化を探る

挙動確認試験等を行うことで、農場から食卓ま

での農薬の挙動を分かりやすく提示し、県民の

残留農薬に対する正しい知識・理解の向上を図

る。 

結果 

 従来の分析法を改良し、効率化、迅速化及び

コスト削減を行った。改良分析法の妥当性を検

証するため、食品 12 種類について、妥当性評価

試験を行い、従来法と同等以上の精度を確認し

た。 

 県内に流通する様々な食品を網羅的に調査

し、サンプリング法や調理条件を決定するため

の基礎データを収集した。基礎データをもとに、

5 種類の食品において、詳細な調理操作による

残留農薬の挙動確認試験を実施した。挙動確認

試験での残留農薬のデータについて、統計処理

を行い、調理法の違いによる農薬の除去効果に

ついて知見を得た。  

令和 5 年度は、加工食品に関するデータを収

集するとともに、得られたデータをもとに県民

向けの“食の安全性情報”を作成し、発信する

予定である。  

 

 

3.5 環境保全部 環境保全班 

 

環境省委託 化学物質環境実態調査 

（平成元年～） 

 

研究概要 

 本調査は環境省が実施する化学物質の全国的

な調査であり、次の二つの目的で行われている。 

1）初期／詳細環境調査  

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律（化管法）」の

指定化学物質及び「化学物質の審査及び製造等

の規制に関する法律（化審法）」に定める優先

評価化学物質の環境リスク評価等を行う際の資

料とするために、環境中化学物質濃度を把握す

ること。  

2）モニタリング調査  

「化審法」の特定化学物質等の環境中残留状

況を監視し、「残留性有機汚染物質（POPs）に

関するストックホルム条約」対象物質等の環境

中残留状況の経年変化を把握すること。  

 これらの目的のために、国との協議のうえ選

定した秋田運河及び八郎湖の地点において水・

底質試料を採取し、国委託の分析機関へ送付し

た。 

結果 

秋田運河では、水質試料からシクロヘキシル

アミン、環状ポリジメチルシロキサン等が検出

され、底質試料からは 2-ベンジリデンオクタナ

ールが検出された。  

八郎湖では、水・底質試料から PCB、HCB、

PFOS、PFOA 及びペンタクロロベンゼンが微量

に検出されたが、これらの POPs 濃度レベルは

横ばい又は漸減傾向で推移している。  

なお、本調査結果の詳細は、環境省のウエブ

サイト (http:www.env.go.jp/chemi/kurohon/)で公

開されている。  

 

 

自然湖沼における気候変動影響の観測と評価 

（令和 3 年度～令和 5 年度） 

 

研究概要 

 気候変動に伴う高水温化や貧酸素化は自然湖

沼でも常態化すると考えられている。特に湖底

付近の貧酸素化は、底生生物の大量死や湖底堆

積物からの栄養塩の溶出により湖水の水質悪化

の一因となる。その影響を軽減するために、高

水温化や貧酸素化の現状把握と水生生物の減少

や水質環境への影響を把握することが必要であ

る。そこで当センターでは、国立環境研究所及

び 6 道県との共同研究に参画し、自然湖沼を対

象とした湖水の酸素代謝変数の温度依存性、気

象依存性の評価及び貧酸素化要因の解明に取り

組んでいる。  

 令和 4 年度の秋田県での調査は、令和 3 年度

と同様に八郎湖内 3 地点に水温及び溶存酸素濃

度の連続記録計を設置し、5 月下旬から 11 月中

旬までのおよそ 5 か月間にわたり、水面下 50 cm

の表層部及び湖底上 50 cm の底層部の連続デー

タを取得した。また調査地点は、令和 3 年度の

調査地点のうち調整池西部を変更し、大潟橋、

湖心及び調整池東部とした。これは令和 3 年度

の調査結果から、大潟橋の特に底層水で流入水

量の大きい馬場目川の影響を受けていることが
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示唆されたため、馬場目川の影響を比較検討す

ることを目的に大潟橋と水深が同程度の調整池

東部を選定したことによる。  

結果 

 湖心では、令和 3 年度と同様に日平均気温が

上昇する時期に底層水で貧酸素化の継続が見ら

れたほか、令和 3 年度には見られなかった日平

均気温が低下する時期の貧酸素化の継続が見ら

れた。表層水と底層水の水温差が小さくなり鉛

直混合が発生し易い条件が整ってからでも、天

候の穏やかな日が継続すると底層水の貧酸素化

が継続することが明らかとなった。  

大潟橋及び調整池東部では、まとまった降水

があったおよそ 2 日後に底層水の水温が大きく

低下する現象が観測された。その頻度は、調整

池東部の底層水に比較し大潟橋の方が高かっ

た。底層水の水温を比較しても大潟橋の方が調

整池東部よりも低くなる傾向が見られた。流入

河川の中でも馬場目川の水温は低いことから、

大潟橋は特に底層水で馬場目川からの流入水に

影響を受けやすいことが示唆された。また、調

整池東部でも表層水に比較し水温が大きく低下

することから、調整池東部でも井川や馬踏川等

の流入河川の影響を受けていることが示唆され

た。降雨後の水温の低下の頻度が大潟橋の方が

多いことは、大潟橋が馬場目川の河口に近いこ

とから、少量の降雨であってもこの影響を受け

やすいことが示唆された。  

一方で、各地点の底層水が流入河川の影響を

直接受けている場合には、溶存酸素は飽和濃度

に近づくことが推測されるが、各地点の底層水

では、降雨後に水温が表層水に比較し大きく低

下したタイミングで溶存酸素濃度も同時に減少

する傾向が見られたことから、その要因につい

ては今後の検討課題である。 

令和 5 年度は、国立環境研究所と共に令和 3

年度及び 4 年度に得られたデータを解析し、と

りまとめた上で報告する予定である。
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感染症発生動向調査事業

秋田県における梅毒患者の発生動向について（2006 年～2022 年）

鈴木純恵 藤谷陽子 今野貴之 伊藤佑歩 柴田ちひろ 樫尾拓子

秋野和華子 斎藤博之

日本国内での梅毒患者報告数は全国的に増加しており、秋田県でも増加傾向を示し 2020年には感染
症法施行以降、最多となった。男女ともに異性間性的接触による県内での感染が大部分を占め、男性

は 30～50 歳代を中心とした幅広い年齢層で報告されている一方で、女性は若年層である 20 歳代の患
者報告数が最も多かった。また、若年層の女性における患者報告数の増加に伴い、妊娠に関する記載

のあった報告が 4 人、先天梅毒の報告が 2 人あった。病型別では、男性より女性の方が早期顕症梅毒
Ⅰ期の割合が低く、無症状病原体保有者の割合が高かった。男性では性風俗産業利用歴有りの報告が

約半数、女性では性風俗産業従事歴有りの報告が約 2 割を占め、2020年は特にその割合が高く、近年
の秋田県における梅毒患者数の増加の背景として、若年層の女性患者の増加や男性の性風俗産業利用

者の存在があると考えられた。

1. はじめに

梅毒は、梅毒トレポネーマを病原体とし、主

に性行為によって感染する性感染症である。感

染から 1 か月前後（遅くとも 3 か月以内）の早
期顕症梅毒Ⅰ期に、感染部位に初期硬結、硬性

下疳などの限局性病変が出現する。感染から

1～3か月後の早期顕症梅毒Ⅱ期には体内に播種
した梅毒トレポネーマにより、全身に梅毒性バ

ラ疹、丘疹性梅毒疹、扁平コンジローマなどの

皮膚病変の他、多発性リンパ節腫脹や消化器系、

泌尿器系などの症状が出現することもあり、The
great imitator（偽装の達人）という異名があるほ
ど、さまざまな症状が出る。そのため、初診の

段階では他疾患と間違われることもしばしばあ

り、抗体検査等を行わなければ診断は難しい 1-3)。

また、無治療でもⅠ期とⅡ期の間やⅡ期の後は、

症状が軽快するため早期の治療に結びつきにく

いとされている。加えて、妊娠中に感染すると

経胎盤的に胎児に感染し、先天梅毒を引き起こ

す可能性もある。ただし、適切な抗菌薬治療に

より母子感染を防ぎうることから、公衆衛生上

重点的に対策を講ずべき疾患として位置づけら

れている 1,2)。

日本国内での梅毒患者報告数は、1960 年代後
半に 10,000人を超える大規模な流行がみられて
いたが、2000 年代には 500～900 人程度まで減
少した。しかし、2011 年頃から増加傾向となり、

2019年～2020年に一旦減少したものの 1,2)、2022
年には 13,226人と感染症法施行以降、過去最多
の報告数となった。秋田県内においても、近年、

患者報告数が増加しており、先天梅毒の症例も

報告されている。梅毒の感染拡大防止や母子感

染予防の対策を講じるためには、県内の梅毒の

発生状況を解析し、各関係機関へ情報提供を行

うことが必要となる。そこで、感染症サーベイ

ランスシステム（National Epidemiological Survei-
llance of Infectious Disease：NESID）が運用開始
となった 2006年～2022年までの間に秋田県内で届
出された梅毒患者の情報を集計し、解析を行った。

2. 対象と方法

2006 年～2022 年に秋田県内の医療機関から
届出され NESIDの感染症発生動向調査システム
に登録された梅毒患者 248 人を対象とした。な
お、 2006年については NESID が稼働した 4月～
12月の集計結果となる。
患者情報の集計には、性別、診断時の年齢、

診断日、推定感染経路、推定感染地域及び病型

のデータを用いた。また、2019年以降の患者に
ついては、2019年 1 月より新たに届出項目とし
て追加された過去の治療歴、ヒト免疫不全ウイ

ルス（HIV）感染症の合併、妊娠の有無、性風
俗産業の利用歴・従事歴（直近 6 か月以内）の
集計も行った。
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3. 結果

3.1 梅毒患者報告数の推移

秋田県の梅毒患者報告数は、2006 年～2017年
は年間 1～9 人で推移していたが、2018 年には
10 人を超えて 2020 年まで急増した。特に、2020
年の患者報告数は 79 人と前年の 28 人から 2.8
倍に増加していた（図 1）。2021 年には 39人と
半減したものの、2022 年も 35 人の報告があり、
2017 年以前より多い状態が続いていた。

2006 年～2022 年の男女別の累計患者報告数
は、男性 164 人、女性 84 人と男性が女性の約 2
倍であった。男性は、2016 年から増加傾向とな
り、2019 年には前年の約 2倍、2020 年には前年
の約 3 倍と急激に増加した。2021 年には前年の
約 1/3 まで減少したが、2022 年に再び増加した。
女性の患者報告数は 2006 年～ 2017 年は年間
0～ 2 人であったが、2018 年以降増加し、2020
年には最多となる 24 人が報告された。2021 年
には 21 人と男性（18 人）を上回る患者報告が
あったが、2022 年には前年の約 1/2 まで減少し
た。

3.2 年齢階級別の発生状況

年齢階級別では、男性は幅広い年齢層で報告

され、特に 30～50 歳代が 67.7%（111 人）と約
2/3 を占めた。一方、女性は 20 歳代の報告が
42.9%（36人）と最も多く、次いで 30歳代が 23.8%
（20 人）であった（図 2）。
報告年別の発生状況をみると、男性は 2016年

頃から 30～50 歳を中心に増加した（図 3）。患
者報告数が最大となった 2020 年には、20～60
歳代の各年齢層で増加がみられ、特に 40～50歳
代の患者報告数が 30 人（54.5%）と約半数を占
めた。2022 年は 20～30 歳代の患者報告数が最
も多くなった。一方で、女性は 2019 年～2021
年に 20 歳代の患者報告数が急増しており、2020
年以降は 10 歳代での発生も継続していた。

3.3 推定感染経路別の発生状況

男性では異性間性的接触が 67.1%（110 人）
と最も多く、同性間性的接触が 1.8%（3 人）、
同性間/異性間性的接触が 0.6%（1 人）であっ
た（図 4）。女性においても異性間性的接触が

図 2 年齢階級別梅毒患者報告数

図 1 男女別梅毒患者報告数
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77.4%（65 人）を占め、同性間/異性間的接触が
1.2%（1 人）であった。また、母子感染による
先天梅毒事例が 2016 年と 2021 年に 1人ずつ報
告された。その他・不明の報告は、男性が 29.3%
（48 人）、女性が 21.4%（18 人）であった。

3.4 推定感染地域別の発生状況

秋田県内が男性 101 人（61.6%）、女性 69 人
（82.1%）と男女ともに多く、女性は男性に比べ
て県内感染の割合が高かった（図 5）。県外で
の感染は、男性が 26 人（15.9%）、女性が 9 人
（10.7%）で、東京都、大阪府、福岡県、宮城県
などの都市の他、東北の近隣県での感染が多か

った。また、感染地域不明の報告は男性 37 人
（22.6%）、女性 6 人（7.1%）と男性の割合が
高かった。

3.5 病型別の発生状況

病型で最も感染性の高い早期顕症梅毒（Ⅰ期、

Ⅱ期）の割合が、男性 71.9%（52.4%：86 人、19.5%
：32 人）、女性 59.5%（16.7%：14 人、42.9%：

36 人）と男女ともに最も多かった（図 6）。
男性の約半数（52.4%）が早期顕症梅毒Ⅰ期であ
るのに対し、女性は 16.7%と少なかった。また、
無症状病原体保有者の割合は、男性が 23.2%（38
人）、女性が 36.9%（31 人）と、男性よりも女
性の方が 1.6 倍高かった。

図 3 報告年別年齢階級別梅毒患者報告数

図 4 推定感染経路別梅毒患者報告数
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3.6 過去の治療歴、HIV 感染症の合併、妊娠の

有無、性風俗産業の利用歴・従事歴の有無（2019

年～2022 年）

届出項目が追加された 2019 年以降の累計患
者報告数は 181 人（男性 115 人、女性 66人）で、
そのうち過去に治療歴があったのは 4 人（30、
40、60 歳代の男性 3 人、30 歳代の女性 1 人）で
あった。うち 1 人については HIV 感染症の合併
も報告された。妊娠に関する記載があったのは

4 人で、そのうち 1人は妊娠初期、1 人は妊娠後
期の症例であった。

性風俗産業の利用歴・従事歴（直近 6 か月以
内）を図 7 に示す。利用歴については、男性の
45.2%（52 人）が有りで、女性からの報告はな
かった。従事歴については、男性の 1.7%（2 人）、
女性の 22.7%（15 人）が有りの報告であった。
男性の利用歴及び女性の従事歴に注目し、報告

年別の発生状況をみると、梅毒患者報告数が最

も多くなった 2020年に、男性の利用歴有り、女
性の従事歴有りの報告がそれぞれ急増した（図

8）。男性の利用歴有りの報告は 2021 年以降減
少したが、依然として 2021 年は約 4 割、2022
年は約 3 割を占めている。女性の従事歴有りの
報告も 2021 年以降大幅に減少し、従事歴無しの
割合が約 6割を占めた。

4. 考察

秋田県における梅毒患者報告数の増加は、全

国と同様に増加傾向であった（図 1）。しかし、
2019 年～2020 年には全国の患者報告数が減少
したのに対し、秋田県では患者報告数が急増し、

特に 2020 年には過去最大となった。近年、全国
では女性の患者数の増加が問題視されている。

しかしながら、秋田県では 2020年における女性
患者の増加率が 2.2 倍であったのに対し男性患
者は 3.2 倍で、2020 年の患者数増加の主たる要
因となっていた。

性別及び年代別でみると、男性は 30～50歳代
を中心に幅広い年齢層で報告されている一方

で、女性は若年層である 20 歳代の患者報告数が
最も多かった（図 2）。ただし、患者報告数の
多かった 2020 年については、女性でも 20～40
歳代と他の年に比べ幅広い年代で感染が拡大し

ていた（図 3）。推定感染経路は異性間による
性的接触の割合が男女ともに高く（図 4）、諸
外国で患者数増加の一因となっている男性の同

性間における性的接触の割合は、秋田県ではそ

れほど高くないと考えられた。また、感染地域

は県内が多く、都市部での感染は限定的であっ

図 5 推定感染地域別梅毒患者報告数

図 6 病型別梅毒患者報告数
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た（図 5）。ただし、男性においては感染地域
が不明となっている症例も多く、不特定多数と

の性的接触が感染リスクとなっている可能性が

考えられた。

病型別では、男性より女性の方が早期顕症梅

毒Ⅰ期の割合が低く、早期顕症梅毒Ⅱ期の割合

が高かった（図 6）。このことから、女性の方
が体の構造上などの要因により症状に気がづ

きにくい傾向にあると考えられる。感染から 1

年未満の早期顕症梅毒（Ⅰ期、Ⅱ期）は、性的

接触での感染性が最も高い時期とされる 1)。特

に、感染初期の早期顕症梅毒Ⅰ期の症状につい

て啓発し、疑わしい症状が消失しても放置する

ことなく、早期の医療機関受診につなげる取り

組みを推進する必要があると思われる。

過去の治療歴については、男女ともに報告が

あった。また、HIV 感染症を合併していたのは

そのうち 1 名のみで、全国に比べ低い合併率で
あった 4）。HIV の感染は、男性の同性間性的接
触と関連性が高いことが報告されている 5)。近

年の秋田県の梅毒患者の増加は、異性間の性的

接触が中心であったことから（図 4）、HIV 感
染症の合併が少なかった可能性が考えられた。

梅毒と HIVは相互作用によって感染リスクが高
くなると考えられている 6)。HIV 感染症に合併
した梅毒は、症状や梅毒血清反応が非典型的な

例を示すこともあり、非合併例と比べて病状の

進行が速く重篤化しやすいとされ 7)、早期発見

・治療が重要となる。秋田県内の各保健所では、

HIV 検査に付随して梅毒の検査も匿名・無料で
受けることが可能である 8)。こうした行政の施

策を積極的に周知することが、HIV や梅毒など
の性感染症の早期発見・治療につながり、感染

拡大防止に寄与することが期待される。

図 7 梅毒患者の性風俗産業の利用歴・従事歴（直近 6 か月以内）（2019 年～2022 年）

図 8 梅毒患者の報告年別性風俗産業の利用歴（男性）・従事歴（女性）（直近 6 か月以内）

（2019 年～2022 年）
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梅毒トレポネーマは、妊娠中の女性が感染す

ると胎盤を介して胎児に感染し、流産・死産に

つながったり、出生後も先天梅毒を発症し難聴

や知的障害などが出たりする場合がある。近年、

全国では先天梅毒が年間 20 例前後報告されて
おり、2000 年代の概ね 10 例未満と比べて高い
水準となっている 1)。秋田県においても、妊娠

中の症例や先天梅毒の報告が確認された。妊娠

初期においては、妊婦健診のスクリーニング検

査により無症状病原体保有者を含めた感染を把

握できるが、妊娠中期以降は、目立った症状が

出ない限り感染の探知は難しい。そのため、先

天梅毒を防ぐためにも、妊娠可能年齢の女性や

そのパートナーへの早期の検査や予防啓発が重

要と考えられる。また、梅毒は終生免疫が得ら

れず、治癒しても再度罹患する可能性がある。

感染が判明したらパートナーに打ち明け、同時

に治療を受けることも重要である。

性風俗産業の利用歴・従事歴については、男

性では性風俗産業利用歴有りの報告が約半数、

女性では性風俗産業従事歴有りの報告が約 2 割
を占めており、秋田県においても男性の性風俗

産業利用が梅毒の感染拡大に寄与していること

が推察された。また、2020 年は性風俗産業従事
歴のある女性患者が多く、患者同士に接点があ

ったかは不明であるが、患者報告数の急増に性

風俗産業の影響があったと考えられた。性風俗

産業の利用者・従事者などの性活動が活発な方

に向けては、梅毒等の性感染症に罹患するリス

クや無症状の時期でも感染性があるなどといっ

た疾患に対する正しい知識を明示し、早期診断

・治療につながる啓発を強化する必要があると

思われる。

本報の解析により、近年の秋田県における梅

毒患者数増加の背景として、若年層の女性患者

の増加や男性の性風俗産業利用者の存在がある

ことが示唆された。特に、女性が性風俗産業に

従事している場合は、複数の男性に感染させる

リスクがある。さらに、性風俗産業を利用して

感染した男性から、その女性パートナーが感染

する場合も想定される。また、妊娠する可能性

の高い年代の女性患者の増加は先天梅毒の増加

にもつながるため、注意が必要である。これら

のことから、県内の性風俗産業関係者等への啓

発が、今後の梅毒の感染拡大防止に重要と考え

られた。秋田県感染症情報センターでは、引き

続き県内の梅毒の発生動向に注視し、感染拡大

につながる高リスク集団の選定など、効果的な

感染対策に資する情報の収集、解析を行ってい

きたいと考えている。

参考文献

1) 国立感染症研究所：「梅毒とは」，URL.
https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/
465-syphilis-info-141107.html〔accessed August
25, 2023〕.

2) 国立感染症研究所：感染症発生動向調査週報
（IDWR）2022年第 42号 注目すべき感染症，

URL.https://www.niid.go.jp/niid/ja/syphilis-m-
3 / sy p hi l i s - id wrc /1 16 1 2- id wrc -22 4 2 .h tm l
〔accessed August 25, 2023〕.

3) 日本性感染症学会梅毒委員会梅毒診療ガ
イド作成小委員会，厚生労働科学研究「性感

染症に関する特定感染症予防指針に基づ

く対策の推進に関する研究」三鴨班：梅毒診

療ガイド，URL. http://jssti.umin.jp/pdf/syphil
is-medical_guide.pdf〔accessed August 25, 20
23〕 .

4) 国立感染症研究所：感染症法に基づく梅毒の
届出状況 2021 年，URL. https://www.niid.go.
jp/niid/ja/syphilis-m-3/syphilis-idwrs/12186-syp
hilis-20230803.html〔accessed August 25, 2023〕.

5) 国立感染症研究所：HIV/AIDS 2016 年，病原
微生物検出情報，38, 9, 2017, 177-178.

6) 井戸田一朗：陽性者における梅毒の診断治療
と対策，日本エイズ学会誌，20, 2018, 19-24.

7) 国立感染症研究所：HIV 感染症と梅毒の重複
感染，病原微生物検出情報，29 , 9, 2008,
242-243.

8) 秋田県保健・疾病対策課：美の国あきたネッ
ト（秋田県公式サイト）「HIV 相談について」，
URL.https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/
987〔accessed August 25, 2023〕.

- 30 -



秋田県健康環境センター年報 第18号 2022 

 

食品中の残留農薬の分析精度向上と調理による変化に関する研究（令和 3～5 年度） 

農産物中の残留農薬の部位別分布及び調理操作による変化について 

 

松渕亜希子  古井真理子  珍田尚俊  藤井愛実*1 

 

 

 市販品の農産物 5 種類（ほうれんそう、ミニトマト、いちご、りんご、玄米）中の残留農薬におけ

る部位別の分布実態や調理操作による変化について調査を行った。  

部位別の残留農薬の分布実態については、各農産物を 2～6 部位に分けて、部位ごとの残留農薬量を

比較した。ヘタなどの非可食部位においては、可食部位より多数の農薬を検出し、また総じて残留農

薬量が多い傾向にあった。  

調理操作による残留農薬の変化については、洗浄操作と「焼く」、「煮る」等の加熱操作を中心に

行い、各調理前後の残留農薬量を比較した。洗浄操作では一部の検出農薬において、最大で約 5 割減

と有意な減少がみられたが、8～9 割以上の大幅な低減には至らなかった。加熱操作では調理方法によ

って様々な変化がみられ、なかでも有意に減少した農薬は、比較的熱に安定であるものが多く、減少

の要因は加熱による分解ではなく、大気中への揮散によるものと推察された。

1. はじめに 

農産物中の残留農薬量は、基本的に剥皮や洗

浄等の処理をせずに検査した結果が用いられ

る。しかし、多くの一般家庭では、農産物は非可

食部位の除去、洗浄及び加熱等の調理を経て食

されるため、調理後の残留実態の方がよりヒト

の残留農薬の摂取状況に即すると考えられる。 

調理による農薬の挙動については、農薬を添

加した模擬試料や防除履歴が明らかな圃場試料

を用いた研究 1-5）があるが、実際に農薬が検出

された市販品を試料とした研究 6-8）は少ない。

市販品は消費者にとって最も身近であり、市販

品を対象にすることで、現実的で有用な知見が

得られると思われる。また、農産物中の農薬の分

布は均一ではないため 6,9）、喫食する部位によっ

て実際の農薬摂取量は変動すると予想される。  

そこで今回、一定量以上の残留農薬が検出さ

れた市販品を対象とし、部位別の残留農薬の分

布実態に関する調査（部位別試験）や調理によ

る残留農薬の挙動及び除去効果に関する調査

（挙動確認試験）を行ったので報告する。  

 

2. 方法 

2.1 試験品 

 当センターの行政検査の集計 10）において残

留農薬の検出率が高かった農産物、農産物の形  

 

状及び調理方法等を総合的に考慮し、ほうれん

そう、ミニトマト、いちご、りんご、玄米の 5 農

産物を試験品とした。  

 秋田県内の小売り店から、1 農産物あたり約

10～20 品を購入してスクリーニング試験を行

い、残留農薬が一定濃度以上（0.02 mg/kg 以上）

検出されたものを本試験に用いることとした。  

本試験にあたっては、再度、当該品を購入し

（ほうれんそう 16 束、ミニトマト約 300 個、い

ちご約 250 個、りんご約 200 個、玄米 10 kg）、

各試験に配分した。  

 なお、調査で使用した試験品において、基準

値を超えて残留する農薬はなかった。  

 

2.2 対象農薬 

 GC-MS/MS 測定 275 成分、LC-MS/MS 測定 159

成分（重複 34 成分）を対象農薬とした。 

 

2.3 標準液、溶媒及び試薬等 

2.3.1 混合標準液 

市販の混合標準液と個別標準品を混合して

調製した。GC-MS/MS 用混合標準液は、関東化

学(株)製の GC-MS 用農薬混合標準溶液 48、63、 

70、77、79 及び個別標準品 11 種、富士フイル

ム和光純薬(株)製の個別標準品 8 種を用いて調

製した。LC-MS/MS 用混合標準液は、富士フイ  

 

*1 生活環境部生活衛生課  
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ルム和光純薬(株)製の LC-MS 用農薬混合標準

溶液 PL-7-2、PL-8-1、PL-14-2、PL-15-1、PL-16-

2、PL-17-2 及び個別標準品 29 種を用いて調製

した。 

 

2.3.2 溶媒 

富士フイルム和光純薬(株)製のアセトニト

リル、アセトン、ヘキサン、トルエン（いずれ

も残留農薬試験用）、メタノール、超純水（い

ずれも LC-MS 用）を使用した。  

 

2.3.3 試薬 

富士フイルム和光純薬(株)製の無水硫酸マ

グネシウム（特級、以下、MgSO4）、塩化ナト

リウム（残留農薬試験用、以下、NaCl）、クエ

ン酸 3 ナトリウム 2 水和物（一級）、クエン酸

水素 2 ナトリウム 1.5 水和物（一級）、酢酸ア

ンモニウム（特級）、ぎ酸（LC/MS 用）、塩化

カルシウム（特級、以下、CaCl2）を使用した。 

GC-MS/MS 測定では疑似マトリックスとし

て、富士フイルム和光純薬(株)製ポリエチレン

グリコール 300（一級、以下、PEG300）、内部

標準物質として、関東化学(株)製の内部標準混

合液（4 種混合）、クロルピリホス-d10、林純薬

(株)製の 9-ブロモアントラセンを使用した。  

 

2.3.4 固相カラム及びメンブレンフィルター 

固相カラムはジーエルサイエンス(株)製の

オク タ デ シ ル シ リ ル 化 シ リ カ ゲ ル カ ラ

ム （ C 1 8： 500、1,000 mg）、トリメチルアミ

ノプロピルシリル化シリカゲル /エチレンジア

ミン -N-プロピルシリル化シリカゲル積層カラ

ム（SAX/PSA：500 mg/500 mg）、グラファイト

カーボン /エチレンジアミン -N-プロピルシリル

化シリカゲル積層カラム（GC/PSA：300 mg/500 mg）、

エチレンジアミン -N-プロピルシリル化シリカ

ゲルカラム（PSA：500 mg）を使用した。  

メンブレンフィルターはアドバンテック東

洋(株)製 DISMIC（孔径 0.2 μm、親水性 PTFE）

を使用した。  

 

2.4 機器類 

本研究では以下に示す機器類を使用した。 

・粉砕機 グラインドミックス GM200（ヴァー 

 ダー・サイエンティフィック(株)製） 

・ミルサー IFM-650D（岩谷産業(株)製） 

・ブレンダー フォースミル FM-1（大阪ケミカ

ル(株)製） 

・IH コンロ IHK-W1（アイリスオーヤマ(株)

製） 

・オーブンレンジ PSOM-23V（アイリスオーヤ

マ(株)製） 

・家庭用炊飯器 RC-MA30（アイリスオーヤマ

(株)製） 

・家庭用精米機 BR-CA25（象印マホービン

(株)製） 

・冷却遠心機 S700FR（(株)久保田製作所製） 

・ロータリーエバポレーター R-300（日本ビュ

ッヒ(株)製） 

・天秤 CPA2202S（(株)ザルトリウス製） 

・ガスクロマトグラフ質量分析計（GC-MS/MS） 

GCMS-TQ8050 NX（(株)島津製作所製）  

・液体クロマトグラフ質量分析計（LC-MS/MS）

Exion LC/QTRAP4500（(株)エービー・サイエ

ックス製）  

 

2.5 調理で使用する水、調味料等 

 水は水道水を使用し、砂糖、食用油、重曹（食

品添加物）は一般家庭用を使用した。 

 なお、上記の水道水、砂糖等からは本試験の

対象農薬が検出されないことを確認した。 

 鍋、フライパン、包丁等の調理器具は一般家

庭用を使用した。 

 

2.6 試料の作製 

2.6.1 部位別試験 

表 1 に部位別試験で扱った各試験品の試験部

位を示す。また、図 1 にりんごの各試験部位及

び部位別試料の作製方法を示す。 

 

2.6.1.1 分布比に係る試料の作製 

【ほうれんそう】 

無作為に株単位で採取したほうれんそう（約

800 g）を、各株の根元から 2±1 cm のところで

切断し、上部と下部（根元側）に分けた。各部

位ごとにひとつにまとめて磨砕均一化し、それ

ぞれ 10.0 g を 50 mL ポリプロピレン製遠心管

（以下、遠心管）に秤量した（各 n=1）。 

【ミニトマト及びいちご】 

 ミニトマト約 50 個、いちご約 30 個を無作為
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に採取し、ヘタとヘタ以外の果実部分（以下、

可食部位）に分けた。ヘタは重量が少なかった

ため、挙動確認試験用の試験品からも採取した。

各部位ごとにひとつにまとめて磨砕均一化し、

ヘタ 5.0 g、可食部位 10.0 g を遠心管に秤量した

（各 n=1）。 

【りんご】 

 りんご 10 個を無作為に採取し、果梗、基部、

果皮、果肉、芯、花落ちの 6 部位に分けた。り

んごを縦に 2 分割し、果梗が付いている 1/2 片

より果梗を採取した。各 1/2 片から、フルーツ

ボーラー（直径 18 mm）を用いて中心部をくり

抜き、芯とした。更に芯を取った各 1/2 片を縦

に放射線上に 3 分割し、1/6 片に切り分けた。

1/6 片のくり抜かれた中心部の縁から果梗側

の約 2/3 を 2～3 mm の厚さで剥いて切り離し

た部分を基部、同じくガク側に切り離した部分

を花落ちとした。基部と花落ちを除いた残りの

1/6 片の皮を剥き、果皮と果肉に分けた。果肉を

除く 5 部位は部位別試験用の試験品から十分な

量を得られなかったため、挙動確認試験用から

も採取した。各部位ごとにひとつにまとめて磨

砕均一化し、各部位 10.0 g（果梗は 2.5 g）を遠

心管に秤量した（各 n=1）。 

【玄米】 

 3 分づき、5 分づき、7 分づき、10 分づき（精

白米）の 4 段階の米（分づき米）及びぬかを作

製した。各精米操作あたり玄米 500.0 g を家庭

用精米機を用いて精米し、各段階の分づき米と

精米と同時に排出されるぬかを得た。  

得られた各分づき米の適量をブレンダーで

粉砕し、標準網ふるい（目開き 425 μm）に掛け

たものを試料とし、5.0 g を遠心管に秤量した

（各 n=1）。ぬかについては、そのまま 5.0 g を

遠心管に秤量した（各 n=1）。  

 

2.6.1.2 重量比に係る試料の作製 

 各試験品について、2.6.1.1 分布比に係る試料

の作製のとおり、各部位に分け、重量比に係る

試料とした。 

 

【ほうれんそう】  

 無作為に採取した株を上部と下部に分け、各

部位の個々の重量を測定した（各 n=12）。  

 

表 1 部位別試験における試験部位 

 

 

 

図 1 部位別試験におけるりんごの各試験部位 

及び部位別試料の作製方法 

詳 細試験部位試験品

下部を除く上部の葉、茎部分上部
ほうれんそう

株の根元から2±1 cm 部分下部

ヘタ部分ヘタミニトマト

ヘタを除いた果実部分可食部いちご

りんごの果梗部分果梗

りんご

果梗側のくぼみ部分（果皮の一部を含む）基部

厚さ2～3 mmで剥いた果皮部分（基部及び
花落ちを除く）

果皮

芯、基部、花落ち、果皮を除いた部分果肉

中心部（種子を含む）をフルーツボーラーで
くり抜いた部分

芯

ガク側のくぼみ部分（果皮の一部を含む）花落ち

玄米を精米機で各分づき（3分づき、5分づき、
7分づき、10分づき）にした、各米部分

3分づき米
5分づき米
7分づき米
10分づき米

玄米

玄米を精米機で各分づきにした各ぬか部分ぬか

① りんごを縦に2分割し、果梗がついている方より果梗を採る。

② 2分割したりんごの各1/2片から芯をくり抜く。

③ 芯をくり抜いた各1/2片を放射状に3分割し1/6片とする。
1/6片の中心部の縁から、果梗及びガク側に約2/3を切り
とり、それぞれ基部、花落ちとする 。

④ 各1/6片を剥皮し、果肉と果皮に分ける。

基部

芯

花落ち

果皮

果梗

果肉

果梗

芯

基部

花落ち

果肉 果皮

放射状に3分割

1/6片
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【ミニトマト及びいちご】  

無作為に 10 個を採取し、各個体をヘタと可

食部位に分け、各部位の個々の重量を測定した

（各 n=10）。  

【りんご】  

 無作為に 10 個を採取し、6 部位に分け、各部

位の個々の重量を測定した（各 n=10）。  

【玄米】  

 各分づき米あたり玄米 500.0 g を採取し、3 分

づき、5 分づき、7 分づき、10 分づきに精米し、

各分づき米と各ぬかの重量を測定した（各

n=1）。  

 

2.6.2 挙動確認試験 

表 2 に挙動確認試験における各試験品の使用

部位、試料に要した重量、個数及び調理方法等

を示す。 

 

2.6.2.1 調理部位の作製 

【ほうれんそう】 

 上部、下部に分けず全体を用いた。全てのほ

うれんそうを株単位にばらし、各株を縦に 2 等

分した。2 等分した株をよく混ぜ合わせ、そこ

から 100.0 g を秤量し、1 試行の試料とした。 

調理方法「炒める」では試料を 5 cm 幅のざく

切りにした。 

【ミニトマト】 

 無作為に採取した 10 個の可食部位（合計重

量：約 130 g）を 1 試行の試料とした。「煮る」

では試料を角切りにし、「乾燥」では試料を縦

に 2 分割した。 

【いちご】 

 可食部位を縦に 2 分割又は 4 分割した 1/2 片

及び 1/4 片を試料とした。「洗浄」では 1/2 片を

無作為に採り、1 試行約 100～120 g となるよう

振り分けた。「洗浄」以外の調理では 1/4 片を

無作為に採り、1 試行約 70～80 g となるよう振

り分けた。 

【りんご】  

 「洗浄」では無作為に採ったりんご（丸ごと、

果梗付き）4 個（合計重量：約 1.3 kg）を 1 試行

として用いた。「洗浄」以外の調理では、2.6.1.1

分布比に係る試料の作製にある 1/6 片（果皮及

び果肉）を用い、1 試行 12 片（りんご 2 個分、

約 660 g）となるよう無作為に振り分けた。振り  

分けた 1/6 片については、更に各調理に適する

よう整え、「ジャム調理」では角切りしたもの、

「フライパン焼き」では縦に 2 分割し 1/12 片に

したもの、「乾燥」では幅約 5 mm に薄切りし

たものを用いた。  

【玄米及び精白米】  

 玄米に加えて精白米についても挙動確認試験

を行うこととした。玄米はそのままの状態で、

精白米は玄米を家庭用精米機で 10 分づきにし

たものを用いた。各米、1 試行 150.0 g（1 合）

とした。  

 

2.6.2.2 調理前の試料の作製 

調理前後の残留農薬量を比較することから、

未調理の試料を作製した。 

2.6.2.1 で作製した調理部位をそのまま磨砕均

一化し、10.0 g（玄米及び精白米は 5.0 g）を遠

心管に秤量した（各 n=5-7）。  

いちごは 1/4 片を使用し、りんごは「洗浄」

及び「洗浄以外」で別に試料を作製した。玄米

及び精白米は標準網ふるいに掛けたものを試料

とし、秤量した。 

 

2.6.2.3 試験品の調理及び試料の作製 

【ほうれんそう】 

 「流水洗浄（5 秒間、30 秒間）」、「ゆでる」、

「炒める」の 3 調理を実施した（各 n=5）。各

調理後、調理品を磨砕均一化し、10.0 g を遠心

管に秤量した。 

「ゆでる」は、ゆで汁も調査した。「炒める」

は添加した油分を含めて 10.0 g を秤量した。 

【ミニトマト】 

 「流水洗浄（5 秒間、30 秒間）」、「湯むき」、

「煮る」、「乾燥（天日、オーブン）」の 4 調

理を実施した（各 n=5）。 

「湯むき」ではゆで汁から取り出して放冷

後、剥皮を行い、果皮と果肉に分 け た 。 各 調

理後 、調 理品 を磨 砕 均一 化し 、 1 0 .0  g（湯

むきの果皮は 5.0 g）を遠心管に秤量した。「湯

むき」は、ゆで汁も調査した。 

【いちご】 

 「流水洗浄（5 秒間、30 秒間）」、「ジャム

調理」、「乾燥（天日、オーブン）」の 3 調理

を実施した（各 n=7）。 

各調理後、調理品を磨砕均一化し、「流水洗
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表 2 挙動確認試験における各試料の詳細及び調理方法 

 

説 明調理方法
試料の重量、個数a)

及び切り方等
使用部位試験品

ボウルに水道水を張り、その中に試料を入れ、流水で 5（30） 秒間振り
洗いした後、水切りした。

流水洗浄
（5秒間、30秒間）

100.0 g

全体ほうれんそう
鍋に水道水500 gを入れて沸騰させ、そこに試料を入れて 2分間ゆで、

ザルに取り、15秒間水切りした。
ゆでる

フライパンに食用油5 gを入れて1分間熱した後、試料を入れ、混ぜなが
ら2分間強火で加熱した。

炒める
100.0 g

ざく切り（5 cm幅）

ボウルに水道水を張り、ザルに入れた試料をザルごと完全にボウルに
浸して流水で5（30）秒間振り洗いした後、水切りした。

流水洗浄
（5秒間、30秒間）

10個（約130 g）

可食部位
(ヘタは除去)

ミニトマト

鍋に水道水500 gを入れて沸騰させ、そこに試料を入れ1分間ゆでて、ザ
ルに取り、放冷後、剥皮した。

湯むき

試料を鍋に入れ、弱火で7分間加熱した。煮る
10個（約130 g）

角切り

日中は屋外、夜間は室内に置いて、2日間乾燥させた。乾燥（天日）10個（約130 g）
縦に2分割 オーブンを用いて、120 ℃ ・ 60分間の条件で加熱乾燥した。乾燥（オーブン）

試料をザルに並べ、シャワー状の水道水を均一に5（30）秒間掛け流し
た後、水切りした。

流水洗浄
（5秒間、30秒間）

約100～120 g
縦に2分割

可食部位
(ヘタは除去)

いちご
鍋に試料と試料の1/3量の砂糖を加えよくなじませて1時間静置した。

1時間後、スパーテルで撹拌しながら弱火で10分間加熱した。
ジャム調理

約70～80 g
縦に4分割 日中は屋外、夜間は室内に置いて、2日間乾燥させた。乾燥（天日）

オーブンを用いて、100 ℃ ・ 90分間の条件で加熱乾燥した。乾燥（オーブン）

りんごを1個ずつ手に持ち、流水で5（30） 秒間洗浄し、水切りした。この
操作を4回（4個分）繰り返した。

流水洗浄
（5秒間、30秒間）

4個
（約1.3 kg）

全体
（果梗を含む）

りんご

ボウルに水道水2 Lと重曹50 gを入れて完全に溶解し、重曹水（pH 9）を
作製した。この重曹水にりんご4 個を入れ、30秒間もみ洗い後、1個ずつ
流水で30秒間洗浄した。

重曹洗浄

鍋に試料と試料の1/3量の砂糖を加えよくなじませて1時間静置した。
1時間後、スパーテルで撹拌しながら弱火で20分間加熱した。

ジャム調理
(鍋)

12片（約660 g）
角切り（1 cm角）

1/6片b)

耐熱ボウルに試料と試料の1/3量の砂糖を加えよくなじませた。電子レ
ンジで 600 W、5分間加熱及び撹拌する操作を3 回繰り返し、計15分間加
熱した。

ジャム調理
(電子レンジ)

1/6片6つを縦に合わせて球形にし、下半分をアルミホイルで覆ったも
のを2セット作製した。これらの2セットを同時に、オーブンを用いて
200 ℃ ・ 30分間の条件で加熱した。

オーブン焼き12片（約660 g）

フライパンに食用油15 gを入れて熱した後、試料を入れ、中火で片面
10分間ずつ、計20分間加熱した。

フライパン焼き
12片（約660 g）

1/12 片c)

オーブンを用いて、100 ℃ ・ 90分間の条件で加熱乾燥した。乾燥
12片（約660 g）

薄切り（5 mm幅）

ボウルに玄米150.0 g、水道水200.0 gを入れ、20秒間手でかき混ぜ、研
ぎ汁をビーカーに移したd)。この操作を計3回繰り返し、最後に玄米をザル
に移し、水切りした。

洗米

150.0 g
（1合）全体玄米 玄米150.0 gに水道水180.0 gを加え、家庭用炊飯器で炊飯した。炊飯（洗米なし）

玄米150.0 gを洗米し、水道水180.0 gを加え、家庭用炊飯器で炊飯した。炊飯（洗米あり）

玄米500.0 gを家庭用精米機で10分づきにした。精米500 g

ボウルに精白米150.0 g、水道水200.0 gを入れ、20秒間手でかき混ぜ、
研ぎ汁をビーカーに移したd)。この操作を計3回繰り返し、最後に精白米を
ザルに移し、水切りした。

洗米

150.0 g
（1合）

全体精白米

精白米150.0 gに水道水200.0 gを加え、家庭用炊飯器で炊飯した。炊飯（洗米なし）

精白米150.0 gを洗米し、水道水200.0 gを加え、家庭用炊飯器で炊飯した。炊飯（洗米あり）

a) 1試行あたりの重量及び個数を示す
b) 果梗、芯、基部、花落ちを除去した果皮及び果肉
c) 1/6片を更に縦に2分割した
d)研ぎ汁は洗米操作1～3回ごとの5試行分を合わせ、1～3回目の各回の総研ぎ汁を試料とした
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浄」で 10.0 g、「ジャム理」及び「乾燥」で 5.0 

g を遠心管に秤量した。「ジャム調理」は添加

した砂糖分を含めて秤量した。 

【りんご】 

 「流水洗浄（5 秒間、30 秒間）」、「重曹洗

浄」、「ジャム調理（鍋、電子レンジ）」、「オ  

ーブン焼き」、「フライパン焼き」、「乾燥」

の 6 調理を実施した（各 n=6-7）。  

各調理後、調理品を磨砕均一化し、10.0 g（乾

燥は 5.0 g）を遠心管に秤量した。「ジャム調理」

及び「フライパン焼き」は添加した砂糖及び油

分を含めて秤量した。 

【玄米及び精白米】  

 「洗米」、「炊飯（洗米なし、あり）」を実

施し、玄米については「精米」も調理に含めた

（各 n=5）。  

各調理後、調理品を磨砕均一化し、「洗米」、

「精米」は 5.0 g、「炊飯」は 10.0 g を遠心管に

秤量した。「精米」は標準網ふるいに掛けたも

のを秤量した。「洗米」は残った洗浄水（研ぎ

汁）も調査した。 

一般家庭での喫食の際は、洗浄後に加熱する

という複数の調理を経ることが多い。しかし、

複数の調理が行われると、各調理による農薬の

挙動を明確にできないため、本試験では一律に

未洗浄の試料を用いることにした。  

 

2.7 試験溶液の調製 

図 2 に試験溶液の調製フローを示す。 

 

2.7.1 抽出 

 試料にアセトニトリル 10 mL を加え、1 分間

手振とうした後、NaCl 1 g、クエン酸 3 ナトリ

ウム 2 水和物 1 g、クエン酸水素 2 ナトリウム

1.5 水和物 0.5 g、MgSO4  4 g を加え、更に 1 分

間手振 と う し た 。振 と う 後 、遠 心 分 離 を

行 い （ 3 , 0 0 0  rpm、5 分間）、上清のアセトニ

トリル層を 20 mL メスフラスコに移した。残渣

にアセトニトリル約 10 mL を加え、振とう・遠

心分離を行い、上清を先の上清に合わせ、アセ

トニトリルで 20 mL に定容した。  

 

2.7.2 精製 

2.7.2.1 GC-MS/MS 用試験溶液の調製 

2.7.1 の上清から試料 1.0 g 相当分を採取し、  

コンディショニングした C18（500 mg）カラム

（玄米は 1,000 mg）に負荷し、アセトニトリル

10 mL で溶出した。この溶出液を減圧濃縮し、

残渣をコンディショニングした SAX/PSA カラ

ムに全量負荷し、アセトン /ヘキサン（3：1、v/v） 

混液  15 mL で溶出した（ほうれんそう：GC/PSA

カラムを使用、アセトン /へキサン /トルエン

（ 3：1：1、v/v/v）混液で溶出）。  

この溶出液を減圧濃縮し、残渣を窒素ガスで

完全に乾固させ、アセトン /ヘキサン（1：1、v/v）

混液（PEG300、内標含有）0.5 mL を加えて試験

溶液とし、GC-MS/MS で測定した。  

 

2.7.2.2 LC-MS/MS 用試験溶液の調製  

2.7.1 の上清から試料 0.5 g 相当分を採取し、コ

ンディショニングした C18（500 mg）-PSA 連結

カラムに負荷し、0.1 MMgSO4 含有メタノール/水

（9：1、v/v）混液 2 mL、0.1 MCaCl2・0.2%ぎ酸

含有メタノール/水（9：1、v/v）混液 4 mL を順

に注入して溶出した。  

得られた溶出液を超純水で 10 mL に定容し、

メンブレンフィルターでろ過したものを試験溶

液とし、LC-MS/MS で測定した。  

 

2.8 測定条件 

表 3 に測定条件を示す。 

 

2.9 検量線 

 GC-MS/MS 測定の検量線は基本的に擬似マト

リックス添加検量線を用い、濃度範囲は 0、4、

10、20、50、100、200 ng/mL とした。試験溶液

の調製誤差や MS の応答値の変動等を補正する

ために内部標準法で定量した。  

 LC-MS/MS 測定の検量線は絶対検量線を用

い、濃度範囲は 0、0.1、0.2、0.5、1、2、5、8、

10 ng/mL とした。 

検量線の各標準溶液を測定し、標準溶液の濃

度分布が良好で R2（決定係数）＞0.995 を満た

し、妨害ピークの影響をほとんど受けていない

ことを確認後、検量線を作成した。  

 

2.10 検出限界及び定量下限 

 GC-MS/MS、LC-MS/MS ともに、検出限界を  

0.005 mg/kg、定量限界を 0.01 mg/kg とした。  
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図 2 試験溶液の調製フロー 

 

表 3 測定条件 

2.11 分析法の妥当性 

 各対象試料について、添加回収試験又は妥当

性評価試験を行い、真度、併行精度及び室内精

度が厚生労働省通知 11,12）にある目標値に適合し

た農薬を調査対象とした。 

 

2.12 部位別試験における分布比の算出 

 部位別試験における各試験部位の残留濃度の

比率（以下、分布比）を次式により算出した。 

 

分布比(%) 

＝  
各試験部位の残留濃度(mg/kg) 

×  100 
各試験部位の残留濃度の総和(mg/kg) 

 

 検出濃度が 0.005 mg/kg 未満の場合は不検出

（以下、ND：Not Detected）、0.005 mg/kg 以上

0.01 mg/kg 未満の場合は痕跡値（以下、Tr：Trace）

とした。  

 なお、部位別試験では検出濃度が Tr の場合も  

“検出”とみなしたが、分布比は 0.0%とした。 

 

2.13 挙動確認試験における濃度換算、残存率

の算出及び統計処理等 

2.13.1 濃度換算 

 挙動確認試験の試料は、調理による水分量の

増減、調味料の添加等で濃縮又は希釈されてお

り、直接的に農薬の消長を比較できないため、

調理後の結果は全て調理前の試料重量あたりの

濃度（mg/kg）に換算した。  

2.12 部位別試験における分布比の算出と同様

に、調理前の試料重量に換算した検出濃度が

0.005 mg/kg 未満の場合は ND、0.005 mg/kg 以上

0.01 mg/kg 未満の場合は Tr とした。  

 

2.13.2 残存率 

 調理前の検出濃度に対する調理後の検出濃度

の比率（以下、残存率）は、次式により算出し

た。 

 

残存率(%) 

＝  
調理後の平均検出濃度(mg/kg) 

×  100 
調理前の平均検出濃度(mg/kg) 

 

 調理後の検出濃度が ND 及び Tr の場合は残

存率 0.0%とし、調理前の検出濃度以上であった

試料 2.5-10.0 g

アセトニトリル 10 mL

振とう（1 min）

遠心分離（3,000 rpm 5min）

残 渣

上清 20 mL

NaCl 1 g、   酸3Na2水和物 1 g

   酸水素2Na1.5水和物 0.5 g、MgSO4 4 g

アセトニトリル 10 mL

振とう・遠心分離
上 清

固相カラム
C18 (500 mg)-PSA (500 mg)

溶出
①0.1 MMgSO4含有

メタノール/水(9:1 v/v)
混液 2 mL

②0.1 MCaCl2 0.2%ぎ酸
含有メタノール/水 (9:1

v/v)混液 4 mL

定容 10 mL

LC-MS/MS 

試験溶液

分取 （試料 1.0 g 相当）

固相カラム C18（500 mg）※2

残 渣

溶出：       10 mL

濃 縮

固相カラム SAX/PSA (500/500 mg) ※3

溶出
    /    (3:1 v/v)混液 15 mL

濃縮・乾固

試験溶液

定容 0.5 mL

GC-MS/MS

※1 玄米、分づき米及びぬかは超純水10 mLを加え、30分間放置した後、

抽出操作を開始した
※2 玄米はC18（1,000 mg）を使用した
※3 ほうれんそうはGC/PSA (300/500 mg）を使用、    /    /    

(3:1:1 v/v/v)混液 15mLで溶出した

分取 （試料 0.5 g相当）

振とう（1 min）

フィルターろ過

※1

GCMS-TQ8050 NX

SH-Rxi-5Sil MS（0.25 mm×30 m，膜厚0.25 μm）
50 ℃（1 min）→25 ℃/min →125 ℃→10 ℃/min

→300 ℃（15 min） [Total 36.5 min]

スプリットレス
250 ℃

2 μL

ヘリウムガス
EI

70 eV

MRM（各成分の条件は省略）
250 ℃

230 ℃

Exion LC / QTRAP4500

Atlantis T3（2.1 mm i.d.×150 mm, 3 µm）
A液 0.01%ぎ酸，2.5mM酢酸      溶液
B液 0.01% ぎ酸，2.5mM酢酸      含有     
B液2%（0 min）→45%（1~3 min）→70%（6~10 min）
→95%（15~24 min）→2%（24.5~35 min）
200 μL/min

40 ℃

5 µL

ESI positive，negative 同時モード
Scheduled MRM （各成分の条件は省略）
500 ℃

5000 V（positive），－4500V（negative）

GC-MS/MS装置

カラム
昇温条件

注入方法
注入口温度
注入量
キャリアガス
イオン化モード
イオン化電圧
測定モード
        温度
イオン源温度

LC-MS/MS装置

カラム
移動相

        条件

流 速
カラム温度
注入量
イオン化法
測定モード
イオン源温度
イオン源電圧
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場合は残存率 100.0%とした。 

 

2.13.3 ミニトマトにおける分布比 

 ミニトマトの「湯むき」では、果肉、果皮及

びゆで汁の残留濃度の比率（以下、分布比）を

次式により算出した。 

 

分布比(%)＝  

 
果肉、果皮及びゆで汁の各検出濃度(mg/kg) 

×  100  
果肉、果皮、ゆで汁の検出濃度の総和(mg/kg) 

 

なお、ここでは ND や Tr のデータ値を用いて

分布比を求めた。 

 

2.13.4 統計処理 

 得られた残留濃度データの統計学的有意差検

定は、調理前と各調理後の 2 群間について、

Welch の t -検定を用いて評価を行った。有意水

準は危険率 5% 未満（p < 0.05）とした。  

 

2.14 代謝物及び分解物の定量 

 検出された農薬において、その代謝物及び分

解物も検出された場合は、通知 13,14）のとおり換

算し、親化合物、代謝物及び分解物の合算値で

濃度を算出した。  

 親化合物、代謝物及び分解物では物性が異な

るため、調理挙動試験では個別に挙動を検討す

る必要があるが、今回、代謝物及び分解物の検

出濃度が親化合物の 1/10 以下と低濃度で影響

が少ないこと、並びに各調理で親化合物とおお

むね同様の変動を示したことから、合算値を用

いて統計処理を行った。  

 また、ほぼ全て代謝物に変化している農薬に

ついては、通知のとおり親化合物を代謝物に換

算して合算し、代謝物を本体として統計処理を

行った。  

 

3. 結果及び考察 

3.1 部位別試験 

表 4 に部位別試験の結果を示す。  

 

3.1.1 ほうれんそう 

ほうれんそうからは 7 農薬（殺虫剤 4、殺菌

剤 3）が検出された。メタラキシル、アゾキシ

ストロビン及びペルメトリンの 3 農薬におい

て、下部の分布比が 100.0%であった。メタラキ

シル及びアゾキシストロビンは播種時に土壌混

和される農薬であり 15,16）、根から吸収され、下

部にとどまっていたと考えられた。ペルメトリ

ンの場合は生育初期に根元散布で使用され 17）、

浸透移行性を有していないことから、根元の表

面に残っていたと考えられた。  

シアゾファミド及びイミダクロプリドは、上

部でそれぞれ 78.3%、61.6%と比較的高い分布比

を示した。それぞれ収穫 3 日前、前日まで使用

が可能であることから 18,19）、生育後期から収穫

間際に使用されたものと推察された。  

 テフルトリン及びフルフェノクスロンは、そ

れぞれ上部 51.0%、40.5%、下部  49.0%、59.5%

と、他の検出農薬に比べ各部の偏りが小さかっ

た。テフルトリンは播種時に土壌混和される農

薬であり 20）、根から吸収され、上部にも移行し

たと考えられた。フルフェノクスロンは浸透移

行性を有していないことから 21）、散布ムラのな

いよう全体にまんべんなく薬液が散布されたと

推察された。  

 

3.1.2 ミニトマト及びいちご 

ミニトマトでは 15 農薬（殺虫剤 10、殺菌剤 5）

が検出され、ヘタからは 15 農薬全てが、可食部

位からは 8 農薬が検出された。ヘタの分布比が

15 農薬で 96.8～100.0%と、ほぼヘタに集中して

いた。いちごについてもヘタ及び可食部位から

7 農薬（殺虫剤 3、殺菌剤 3、殺虫・殺ダニ剤 1）

が検出され、ヘタの分布比が 7 農薬で 89.1～

98.7%と、ほぼヘタに集中していた。  

ミニトマト及びいちごで検出された農薬は

ほとんどが収穫前日まで使用でき、葉茎を中心

に散布されることから、顕著にヘタに偏在した

と思われる。  

 

3.1.3 りんご 

りんごからは 11 農薬（殺虫剤 3、殺ダニ剤 4、

殺菌剤 4）が検出された。果梗では 10 農薬

が 0.013～12 mg/kg で検出され、そのうち 7 農

薬の分 布 比 が 5 3 . 7～ 8 1 . 9 %と 、全 6 部 位 中

で 最 大 で あ っ た 。 基 部 で は 1 0 農 薬 が Tr

及 び 0 . 0 1 3～ 2 .0  mg/kg で検出され、果梗の濃

度の約 1/10～1/2 の濃度であり、突き出た果梗

に農薬の付着が遮られたため、濃度差が生じた
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と考えられた。  

果皮では 9 農薬が Tr 及び 0.014～0.17 mg/kg

で検出された。分布比はテブフェンピラドの

15.0%が最も高く、次いでボスカリドの 7.5%で

あった。そのほかは 3 農薬で 5%台、4 農薬で 3%

以下であった。これら 9 農薬の分布比は、同じ

く果皮を含む基部や花落ちのいずれかの分布比

と比べておおむね低く、農薬がりんごの上下の

くぼみに偏在していることが示された。  

果肉からはカルベンダジム 0.023 mg/kg が、

芯からはキャプタンとアセタミプリドが Tr、

ボスカリド 0.024 mg/kg 及びカルベンダジム

0.014 mg/kg が検出され、分布比は 0.0～1.1%

と全体の約 1/100 以下で顕著に低かった。カ

ルベンダジムとボスカリドは、浸達性を有し

て葉を中心に広まり、直接、果実内部へは浸透

しないことから 22 ,23）、これら農薬はりんごの

開花期に散布され、結実・収穫期の間に内部へ

移行し残留に至ったと推察された。  

花落ちからは全ての農薬が 0.017～1.3 mg/kg

で検出され、4 農薬が全 6 部位で分布比 39.2～

100.0%と最も高かった。花落ちと同様にくぼん

でいる基部の残留濃度と比べると、8 農薬で上

回っており、果梗による遮りがないことが影響

していると思われた。  

 各検出農薬において、非可食部位（果梗、基

部、芯、花落ち）の分布比の合算値と可食部位

（果皮、果肉）の合算値の間で 6～100 倍前後の

大きな差がみられた。りんごなどの仁果類果実

の残留農薬は、非可食部位で比較的高濃度に残

留する傾向があり 24）、本試験においても同様の

結果であった。  

 

3.1.4 玄米 

 玄米からはフサライド、フェリムゾン（とも

に殺菌剤）、ジノテフラン（殺虫剤）の 3 農薬が

検出された。フサライド及びフェリムゾンにつ

い て は 、分 づ き 米 で 0 . 0 1 2～ 0 . 0 2 5  mg / k g、

0 . 0 7 6～0.11 mg/kg で検出され、精米の度合いが

上がるに従って、残留濃度が漸次的に減衰して

いた。各精米段階のぬかの残留濃度は、フサラ

イドで 0.38～0.49 mg/kg と分づき米の 20～30 倍

程度 、フ ェ リム ゾン で 0 .7 2～ 0 .8 0  mg /k g と

7～ 10 倍程度であり、両農薬の分布比をみる

と、おおむね 9 割がぬかに分布していた。オ

クタノール－水分配係数（ log POW）がフサラ

イド 3.1725）、フェリムゾン 2.926）と比較的大

きく、表層にある脂質を含むぬか層に親和性

があるため、ほとんどが米の表層に分布した

と推察された。  

 ジノテフランについては、分づき米で 0.10～

0.11 mg/kg 検出され、減衰傾向はみられなかっ

た。ぬか中の残留濃度は 0.25～0.30 mg/kg と分

づき米のおよそ 3 倍であった。各分づき米間で

濃度差がないこと、米とぬかの濃度差が 3 農薬

の中で最小であることから、ジノテフランは他

の 2 農薬に比べ、内部へ浸透が進んでいると考

えられた。分布比でみても、およそ 3 割が内部

へ分布しており、ジノテフランが浸透移行性に

優れることが裏付けられた 27）。  

 部位別試験ではヘタや果梗等の非可食部位に

おいて、可食部位より多数の農薬を検出し、ま

た総じて分布比が顕著に高い傾向であった。し

かし、重量比に基づき存在量を求めると、相対

的に可食部位の重量比が高いため、検出農薬に

よっては非可食部位よりも多く存在する場合が

あり、留意が必要である。  

 

3.2 挙動確認試験 

表 5 に調理別の残留農薬濃度、表 6 に調理別

の残存率を示す。ただし、ほうれんそうの「ゆ

でる」のゆで汁、ミニトマトの「湯むき」のゆ

で汁及び玄米の「洗米」の研ぎ汁のデータにつ

いては、参考扱いとして掲載しなかった。 

また、表 7 にミニトマトの「湯むき」の各部

位（果肉、果皮）及びゆで汁の分布比を示す。 

 

3.2.1 ほうれんそう 

調理前の試料から、シアゾファミド、イミダ

クロプリド、テフルトリンが 0.025～0.092 mg/kg 

で検出された。各農薬の基準値に対する濃度比

（以下、対基準値比）は 0.27～5.0%であった。

部位別試験でみられたメタラキシル、アゾキシ

ストロビン、ペルメトリン、フルフェノクスロ

ンについては、0.02 mg/kg 以下の検出となり、

この挙動確認試験では取り上げないこととした。 

「流水洗浄」ではシアゾファミドの 30 秒間

洗浄において有意に減少し、残存率は 68.7%で

あった。5 秒間洗浄では残存率 100.0%と減少が

みられなかったことから、5 秒間から 30 秒間と
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表 4 部位別試験結果 

 
 

試験品 / 検出農薬

テフルトリン

メタラキシル

アゾキシストロビン

ペルメトリン

シアゾファミド

フルフェノクスロン

イミダクロプリド

アセタミプリド

シアゾファミド

ボスカリド

クロチアニジン

クロルフルアズロン

フェンピロキシメート

ジノテフラン

フルフェノクスロン

ノバルロン

ピメトロジン

チアクロプリド

カルベンダジムc)

テフルベンズロン

トリフルミゾールd)

イプロジオンe)

クロルフェナピル

アクリナトリン

アセタミプリド

アゾキシストロビン

フルフェノクスロン

メパニピリムf)

フルジオキソニル

キャプタン Tr

テブフェンピラド ND

テトラジホン ND

スピロジクロフェン

アクリナトリン

アセタミプリド

ボスカリド

カルベンダジム

クロチアニジン

クロルフルアズロン

ピラクロストロビン

g) 重量比

(%)

フサライド  (0.32) h)

ジノテフラン  (0.11)

フェリムゾン  (0.12)

重量比

(%)

ぬか

a)“検出”とみなすが、分布比は0.0%とした　 b) 相対標準偏差(%)　 c) チオファネートメチルをカルベンダジム含量に換算したものを含む　 d) トリフルミ

ゾール代謝物をトリフルミゾール含量に換算したものを含む　 e) イプロジオン代謝物を含む　 f) メパニピリム代謝物（抱合体は含まず）をメパニピリム含

量に換算したものを含む　g) りんご10個の各重量は267～408 g、平均323 gであった　 h) 玄米（未精米）での残留濃度(mg/kg)

5 分づき 7 分づき 10 分づき
米 ぬか 米 ぬか 米 ぬか 米

9.3

95.0

96.5

73.0

90.0

4.2

96.9

71.4

90.7

5.0

3.1

28.6

67.9

12.5

81.9

37.7

0.1

3 分づき

17.4

0.8

果梗

79.6

54.2

53.7

69.1

61.0

0.0

28.3

17.4

0.0

10.2

5.5

0.0

7.2

1.5

0.0

0.0

5.7

15.3

基部

13.3

12.1

18.1

18.3

果皮

0.9

15.0

2.4

5.7

5.7

0.0

7.5

97.0 3.0

3.5

27.0

10.0

95.8

4.1 95.9

29.7 70.3

10.1 89.9

95.1

26.8 73.2

13.3 86.7

98.9 1.1

ND

ND

ND

258

 (13.5)

ND

ND

ND

13

 (9.7)

0.26

0.24

 (38.4)

果皮

0.016

0.12

0.014

0.039

Tr

50

 (13.4)

0.058

2.7

0.12

2.7

 (24.4)

0.013

0.24

0.17

ND

0.021

0.42

ND

0.64

2.7

ND

ND

Tr

0.23

0.22 0.023

　基部

2.0

0.013

0.91

0.045

0.12

0.17

0.059

0.039

0.14

ND

ND

ND

ND

ND

ND

ND

0.96

0.091

0.032

0.27

2.1

 (22.8)

474 25

花落ち

0.94

0.020

1.3

0.017

0.11

0.039

1.2

米 ぬか

10 分づき

0.38

0.25

0.74

ND

ND

0.014

485 15 479 21

3 分づき 5 分づき 7 分づき
米 ぬか 米 ぬか 米

0.014

0.10

0.083

0.39

0.27

0.75

ぬか

0.018

0.11

0.42

重　　量(g) (n=1)

0.076

4.9

4.0 0.6

玄米

79.2

0.0 0.0 39.2

平均重量(g) (n=10)

0.26

0.012

0.10

0.025

0.11

0.49

0.30

0.11 0.72 0.090 0.80

494 5.7

0.0 0.0 10.9

87.50.0 0.0

0.6 0.4 24.1

0.0 1.1 53.0

100.00.0 0.0Tr

0.0 0.0 16.0

0.024

0.0 0.0 6.9

25.80.0 0.0

0.0 0.0 18.7

0.0 0.0 6.2

花落ち果肉 芯りんご

平均重量(g) (n=10) 0.48 (37.8) 21 (12.1) 2.2 97.8

果梗

12

重量比 (%)

果肉 芯

0.50 0.061 89.1 10.9

5.4 0.15 97.3 2.7

1.9 0.046 97.6 2.4

3.3 0.045 98.7 1.3

0.33 0.035 90.4 9.6

2.3 0.080 96.6 3.4

いちご ヘタ 可食部 ヘタ 可食部

6.1 0.082 98.7 1.3

平均重量(g) (n=10) 0.085 (14.9) 14 (10.2) 0.6 99.4

0.12 ND 100.0 0.0

42 0.27 99.4 0.6

重量比 (%)

10 0.014 99.9 0.1

0.78 0.012 98.5 1.5

0.030 ND 100.0 0.0

2.0 0.046 97.8 2.2

0.097 ND 100.0 0.0

4.2 Tr 100.0 0.0

0.14 ND 100.0 0.0

0.12 ND 100.0 0.0

0.049 ND 100.0 0.0

0.62 ND 100.0 0.0

1.4 0.027 98.1 1.9

76 0.71 99.1 0.9

ミニトマト ヘタ 可食部 ヘタ 可食部

4.5 0.15 96.8 3.2

0.085 0.053 61.6 38.4

平均重量(g) (n=12) 27 (30.7) 
b)

2.9 (23.8) 90.3 9.7重量比 (%)

0.083 0.023 78.3 21.7

0.015 0.022 40.5 59.5

ND 0.41 0.0 100.0

Tr 
a)

0.022 0.0 100.0

0.026 0.025 51.0 49.0

ND 0.14 0.0 100.0

残留濃度(mg/kg)(n=1) 分布比(%)

ほうれんそう 上部 下部 上部 下部
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水へ接する時間を長くすることで、ほうれんそ

う表面のシアゾファミドの水への移行が進み、

減少したと推測される。イミダクロプリドは浸

透移行性を有し 19）、テフルトリンは土壌に混ぜ

られ、根から植物体内に吸収されることから 20）、

これらの 2 農薬は多くがほうれんそう内部に分

布し、水への移行が進まなかったと考えられた。 

「ゆでる」ではシアゾファミド、イミダクロ

プリドで、それぞれ残存率が 31.3%、22.8%とお

よそ 7～8 割低減し、有意な減少がみられた。ゆ

で汁からもこれらの 2 農薬が確認されたが、ゆ

で汁への移行分のみでは減少分に達しないため、

ゆで汁の加熱による熱分解若しくは揮散が考え

られた。調理中のゆで汁の温度は 80～90 ℃で

あり、この温度範囲では両農薬は安定であるた

め 18,19）、熱分解ではなく大気中への揮散によ

って減少が促進されたと思われる。  

「炒める」では 3 農薬でおよそ 3 割の有意な

減少がみられた。この「炒める」は油を含めた

試料を測定しているため、3 農薬の油へ移行だ

けでは測定値は変化せず、有意な減少にはなら

ないと思われる。他方、フライパンの温度が

200 ℃前後で油もかなり高温であったこと、こ

の温度付近では 3 農薬は比較的不安定である

ことから 18,19,28）、加熱による分解や大気中へ

の揮散によって減少したと考えられた。  

 

3.2.2 ミニトマト 

調理前の試料から、アセタミプリド、ボスカ

リド、シアゾファミド、チアクロプリド、イプ

ロジオンの 5 農薬が 0.027～0.71 mg/kg で検出

され、対基準値比は 1.4～14.2%であった。  

「流水洗浄」ではボスカリド、シアゾファミ

ドにおいて、5 秒間及び 30 秒間洗浄で有意に減

少し、ボスカリドで約 2～3 割、シアゾファミド

で約 4～5 割の減少がみられた。  

「湯むき」では“果肉”においてアセタミプ

リド以外の 4 農薬で、“果皮”においてシアゾフ

ァミド以外の 4 農薬で有意に減少した。  

アセタミプリドについては、残存率や分布比

の結果から大半が果実内部に分布し、表層の分

布は僅かであると推察された。そのため、剥皮の

除去効果が限定的となり、“果肉”では有意な減

少に至らなかったと考えられた。  

チアクロプリドについても残存率や分布比

の結果から、アセタミプリドと同様、多くが果

実内部に分布していると考えられた。しかし、

“果肉”で有意な減少がみられたことから、表

層にもある程度のチアクロプリドが分布してい

ることが示唆された。“果皮”の残存率及び分布

比は 0.0%、10.3%と、“果皮”にはチアクロプリ

ドがほぼ存在していなかったが、ゆで汁の分布

比が 17.7%と検出農薬の中で最も高かった。チ

アクロプリドは水溶解度が比較的大きく 29）、果

皮にあるチアクロプリドのゆで汁へ移行が容易

に進み、分布比に反映したと思われる。これらか

ら、“果肉”は剥皮で果皮が除去されることで、

“果皮”は果皮中のチアクロプリドがゆで汁へ

移行することで有意に減少したと考えられた。  

ボスカリド、シアゾファミド及びイプロジオ

ンについては、“果皮”の残存率 55.6～66.7%、

分布比 75.7～86.5%と、表層に偏在する傾向が

みられ、内部の“果肉”においては、もともと

少ない状態であったと思われる。  

「煮る」ではアセタミプリドが、「乾燥（オー

ブン）」ではシアゾファミド及びチアクロプリド

が有意に減少した。これらの農薬は比較的熱に

安定であることから 18,29,30）、加熱による分解で

はなく、大気中に揮散したと考えられた。  

 

3.2.3 いちご 

調理前の試料から、アセタミプリド、アゾキ

シストロビン、フルフェノクスロン、メパニピ

リム、フルジオキソニル、クロルフェナピルの

6 農薬が 0.045～0.14 mg/kg で検出され、対基準

値比は 0.46～9.0%であった。 

「流水洗浄」ではアゾキシストロビンが 5 秒

間及び 30 秒間洗浄で有意に減少し、残存率は

それぞれ 69.6%、60.9%であった。アゾキシスト

ロビンは水溶解度が比較的大きく 16）、表面に付

着していた農薬が水へ移行し減少したと考えら

れた。  

「ジャム調理」では 6 農薬全てで、「乾燥（オ

ーブン）」ではアゾキシストロビン以外の 5 農薬

で有意に減少し、残存率は 45.7～54.9%、40.2～

59.0%であった。両調理で減少したこれらの農薬

は 150 ℃付近まで比較的安定であり 16,21,30-33）、

「ジャム調理」時の鍋試料の温度が 90 ℃前後を

示したこと、「乾燥（オーブン）」では 100 ℃で

乾燥を行っていることから、有意に減少した農
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薬は加熱による分解ではなく、大部分が大気中

に揮散したものと思われた。  

「乾燥（天日）」では唯一、アセタミプリドで

有意な減少がみられた。アセタミプリドは蒸気

圧の低い農薬であるが、被散布体中の水分の蒸

散とともに大気中への拡散が起こる場合がある

ことから 34）、いちごの水分蒸発に伴い、アセタ

ミプリドも揮散したと考えられた。  

 

3.2.4 りんご 

洗浄用の調理前の試料からは、キャプタン、

テトラジホン、ボスカリド、カルベンダジムの

4 農薬が 0.029～0.045 mg/kg で検出され、対基

準値比は 0.26～2.9%であった。  

加熱調理用の調理前の試料についても上記

の 4 農薬が検出された。基部、芯、花落ちを除

いているため、キャプタン及びテトラジホンの

検出濃度がどちらも 0.02 mg/kg 未満となったが、

調査対象とした。ボスカリド、カルベンダジム

は、ともに 0.028 mg/kg で検出され、対基準値

比は 1.4%、0.93%であった。  

「流水洗浄」及び「重曹洗浄」では有意に減

少した農薬はみられなかった。りんごの表面は

ブルームや脂肪酸等のりんごからの分泌物で覆

われており、農薬はその分泌物に取り込まれて

いるため、水への移行が進まなかったと考えら

れる。  

「ジャム調理（鍋、電子レンジ）」、「フライパ

ン焼き」及び「乾燥」の 3 調理では 4 農薬全て

で有意な減少がみられた。鍋及び電子レンジ両

方の「ジャム調理」時の試料の温度が約 90 ℃、

また、「フライパン焼き」は約 180 ℃、「乾燥」は

100 ℃で調理を行っており、この 90～180℃の温

度帯に対し、これらの 4 農薬は比較的安定であ

ることから 23,35-37）、減少は加熱による分解では

なく、大気中への揮散によるものと考えられた。 

 なお、「フライパン焼き」については、ほうれ

んそうの「炒める」と同様の理由で、油へ移行

だけでは測定値は変化せず、有意な減少にはな

らないと思われる。  

キャプタンについては、試料の粉砕時に、試

料成分と接触すると、急速に分解することが知

られている 38）。「ジャム調理」では細切した試

料を加熱していくとペースト状になるため、キ

ャプタンと試料成分との接触が進み、分解も起

きやすい状態であったと推測された。  

「オーブン焼き」では、キャプタンのみで有

意な減少がみられた。キャプタン以外の 3 農薬

の残存率は 85.7～94.1%と 80～90%台で、ほか

の加熱調理より高い傾向であった。  

「オーブン焼き」については、丸ごとりんご

1 個を焼く“焼きりんご”を念頭に、1/6 片を縦

に 6 つ合わせ、下半分をアルミホイルで覆い成

形したものを試料としている。この形状は相対

的に大きな固まりであり、熱が伝わりにくく、

水分も飛びにくい状態であると思われる。その

ため、本条件ではキャプタン以外の 3 農薬の揮

散が進まず、有意な減少とならなかったと考え

られた。  

 

3.2.5 玄米及び精白米 

3.2.5.1 玄米 

調理前の試料から、フサライド、ジノテフラ

ン、フェリムゾンの 3 農薬が 0.032～0.12 mg/kg

で検出され、対基準値比は 3.2～6.0%であった。 

 「洗米」では 3 農薬で有意な減少がみられた。

残存率はフラサイド 84.4%、ジノテフラン 86.4%、

フェリムゾン 91.7%で、おおむね 1 割の減少で

あった。研ぎ汁（3 回分）から 3 農薬が検出さ

れており、表面に分布している農薬が水に移行

したと考えられる。  

「炊飯」では洗米の有無にかかわらず 3 農薬

で有意な減少がみられた。残存率はそれぞれフ

サライド“洗米なし”59.4%、“洗米あり”59.4%、

ジノテフラン 90.0%、90.9%、フェリムゾン 83.3%、

91.7%と、フサライド、フェリムゾン、ジノテフ

ランの順で減少していた。  

「精米」ではフサライドとフェリムゾンの 2

農薬で有意な減少がみられ、残存率がそれぞれ

37.5%、63.3%と、「洗米」及び「炊飯」よりも

減少していた。ジノテフランはほとんど濃度の

変化はみられなかった。  

フサライドの「炊飯」の残存率は、洗米の有

無にかかわらず、「洗米」の残存率よりおよそ

3 割低く、“炊く”という操作自体が有意な減少

に寄与していた。フサライドは熱に安定であり 25）、

この減少は加熱による分解ではなく揮散によ

るものと考えられた。また、フサライドの「精

米」の残存率は調理前（玄米）の約 6 割減とな

り、他の 2 農薬も含め挙動確認試験の中で最大
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表 5 調理別残留農薬濃度（mg/kg） 

 

 

シアゾファミド 0.067 (10.1)
b) 0.27 ； 25

c) 0.071 (26.5) 0.046 (33.3) 0.021 (21.7) * 0.045 (14.4) *

イミダクロプリド 0.092 (14.5) 0.61 ； 15 0.085 (13.2) 0.079 (21.3) 0.021 (17.4) * 0.063 (19.6) *

テフルトリン 0.025 (10.8) 5.0 ； 0.5 0.024 (10.2) 0.026 (  8.9) 0.022 (  7.0) 0.016 (12.4) *

アセタミプリド 0.15  (  5.9) 7.5 ； 2 0.13  (19.7) 0.16  (  6.4) 0.12  (16.7) 0.013 (15.5) * 0.11  (14.1) *

ボスカリド 0.71  (  6.9) 14.2 ； 5    0.50  (19.8) * 0.59  (14.6) * 0.080 (15.1) * 0.42  (25.8) * 0.70  (14.0)

シアゾファミド 0.027 (15.7) 1.4 ； 2 0.016 (24.8) * 0.013 (16.6) * ND * 0.018 (44.0) 0.022 (  7.2)

チアクロプリド 0.046 (  8.1) 4.6 ； 1 0.041 (25.2) 0.035 (36.3) 0.028 (34.2) * ND * 0.044 (20.1)

イプロジオン e) 0.27  (13.0) 5.4 ； 5.0     0.24  (17.9) 0.34  (  6.3) Tr * 0.15  (31.4) * 0.24  (11.7)

アセタミプリド 0.12  (16.0) 0.15  (13.8)

ボスカリド 0.75  (  8.9) 0.64  (  7.3)

シアゾファミド 0.026 (22.7) 0.010 (34.3) *

チアクロプリド 0.046 (16.9) 0.025 (14.9) *

イプロジオン 0.24  (  8.2) 0.33  (14.3)

アセタミプリド 0.080 (13.7) 2.7 ； 3 0.081 (15.6) 0.071 (19.5) 0.039 (16.9) * 0.061 (21.6) * 0.042 (36.3) *

アゾキシストロビン 0.046 (27.0) 0.46 ； 10 0.032 (28.4) * 0.028 (26.2) * 0.021 (24.6) * 0.040 (32.0) 0.041 (55.5)

フルフェノクスロン 0.045 (14.7) 9.0 ； 0.5 0.049 (13.0) 0.038 (22.7) 0.023 (25.6) * 0.040 (22.4) 0.025 (33.0) *

メパニピリムf) 0.061 (35.6) 0.61 ； 10 0.066 (27.3) 0.055 (18.8) 0.033 (46.7) * 0.049 (31.1) 0.036 (40.6) *

フルジオキソニル 0.14  (35.9) 2.8 ； 5 0.12  (24.4) 0.11  (30.8) 0.074 (49.8) * 0.11  (43.0) 0.073 (36.8) *

クロルフェナピル 0.082 (32.3) 1.6 ； 5 0.070 (36.1) 0.065 (31.0) 0.045 (51.8) * 0.060 (25.5) 0.033 (43.3) *

キャプタン 0.039 (28.4) 0.26 ； 15 0.037 (18.3) 0.040 (38.2) 0.031 (45.7)

テトラジホン 0.029 (11.8) 2.9 ； 1 0.035 (31.8) 0.039 (30.5) 0.033 (18.8)

ボスカリド 0.035 (16.4) 1.8 ； 2 0.040 (12.8) 0.041 (24.2) 0.040 (25.0)

カルベンダジムg) 0.045 (23.2) 1.5 ； 3 0.033 (19.8) 0.037 (17.4) 0.033 (22.2)

キャプタン 0.017 (38.8) 0.11 ； 15 ND * ND * ND * Tr * Tr *

テトラジホン 0.017 (12.5) 1.7 ； 1 Tr * Tr * 0.016 (  9.5) 0.012 (18.0) * Tr *

ボスカリド 0.028 (15.9) 1.4 ； 2 0.014 (15.5) * 0.015 (26.3) * 0.025 (23.8) 0.019 (19.5) * 0.017 (7.4) *

カルベンダジム 0.028 (15.7) 0.93 ； 3 0.013 (  9.8) * 0.016 (17.5) * 0.024 (10.4) 0.016 (10.7) * 0.017 (9.4) *

フサライド 0.032 (3.1) 3.2 ； 1 0.027 (5.4) * 0.019 (12.3) * 0.019 (4.3) * 0.012 (7.5) *

ジノテフラン 0.11  (1.5) 5.5 ； 2 0.095 (4.2) * 0.099 (  4.5) * 0.10  (4.7) * 0.10  (5.5) 

フェリムゾン 0.12  (3.8) 6.0 ； 2 0.11  (6.7) * 0.10  (  6.8) * 0.11  (4.3) * 0.076 (1.2) *

フサライド 0.012 (7.5) 1.2 ； 1 Tr * Tr * ND *

ジノテフラン 0.10  (5.5) 5.0 ； 2 0.085 (  3.5) * 0.095 (4.8) * 0.086 (4.3) *

フェリムゾン 0.076 (1.2) 3.8 ； 2 0.046 (12.5) * 0.069 (5.2) * 0.044 (5.8) *

ゆでる 炒める
5 秒間

試験品/ 検出農薬
調理前
(n=5-7) 対基準値比(%)a) 調理後 (n=5-7)

乾　燥

30 秒間

*
d)

ミニトマト
流水洗浄

ほうれんそう
流水洗浄

煮る
5 秒間 30 秒間 果肉 果皮

湯むき

天日 オーブン

いちご
流水洗浄

りんご
流水洗浄

重曹洗浄
5 秒間

鍋 電子レンジ

乾　燥

5 秒間 30 秒間 天日 オーブン
ジャム調理

30 秒間

ジャム調理
オーブン焼き フライパン焼き 乾燥

玄米 洗米
炊　飯

精米
洗米なし 洗米あり

a) 対基準値比(%)=（調理前濃度÷基準値）×100 b) 相対標準偏差(%) c) 基準値：食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）第1

食品 A 食品一般の成分規格（令和5年8月28日確認） d)  * : p  < 0.05 e) イプロジオン代謝物を含む f) メパニピリム代謝物（抱合体は含まず）

をメパニピリム含量に換算したものを含む g) チオファネートメチルをカルベンダジム含量に換算したものを含む

精白米 洗米
炊　飯

洗米なし 洗米あり
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表 6 調理別残存率(%) 

 

 

表 7 ミニトマト「湯むき」における果肉・果皮・ゆで汁の分布比 

 

 

果肉 果皮 ゆで汁

アセタミプリド 87.7 9.5 2.8

ボスカリド 14.4 75.7 9.9

シアゾファミド 4.5 85.6 9.9

チアクロプリド 72.0 10.3 17.7

イプロジオン 4.9 86.5 8.6

検出農薬
分布比 (%)

試験品 / 検出農薬

シアゾファミド 100.0
a)

68.7 31.3 * 67.2 *

イミダクロプリド 92.4 85.9 22.8 * 68.5 *

テフルトリン 96.0 100.0 88.0 64.0 *

アセタミプリド 86.7 100.0 80.0 8.7 * 73.3 * 80.0 100.0

ボスカリド 70.4 * 83.1 * 11.3 * 59.2 * 98.6 100.0 90.1

シアゾファミド 59.3 * 47.0 * 0.0
c) * 66.7 81.5 96.3 37.0 *

チアクロプリド 89.1 76.4 60.9 * 0.0 * 95.7 100.0 54.3 *

イプロジオン 88.9 100.0 0.0
d) * 55.6 * 88.9 88.9 100.0

アセタミプリド 100.0 88.8 48.8 * 76.3 * 52.5 *

アゾキシストロビン 69.6 * 60.9 * 45.7 * 87.0 89.1

フルフェノクスロン 100.0 84.4 51.1 * 88.9 55.6 *

メパニピリム 100.0 90.2 54.1 * 80.3 59.0 *

フルジオキソニル 85.7 78.6 52.9 * 78.6 52.1 *

クロルフェナピル 85.4 79.3 54.9 * 73.2 40.2 *

キャプタン 94.9 100.0 79.5

テトラジホン 100.0 100.0 100.0

ボスカリド 100.0 100.0 100.0

カルベンダジム 73.3 82.2 73.3

キャプタン 0.0 * 0.0 * 0.0 * 0.0 * 0.0 *

テトラジホン 0.0 * 0.0 * 94.1 70.6 * 0.0 *

ボスカリド 50.0 * 53.6 * 89.3 67.9 * 60.7 *

カルベンダジム 46.4 * 57.1 * 85.7 57.1 * 60.7 *

フサライド 84.4 * 59.4 * 59.4 * 37.5 *

ジノテフラン 86.4 * 90.0 * 90.9 * 90.9

フェリムゾン 91.7 * 83.3 * 91.7 * 63.3 *

フサライド 0.0 * 0.0 * 0.0 *

ジノテフラン 85.0 * 95.0 * 86.0 *

フェリムゾン 60.5 * 90.8 * 57.9 *

ミニトマト

いちご

りんご

玄米

精白米
洗米

炊　飯

洗米なし 洗米あり

a) 調理後濃度が調理前濃度以上の場合、残存率100.0%とした b) * : p < 0.05 c) 残留濃度が不検出の場合、残存率0.0%と

した d) 残留濃度が痕跡値の場合、残存率0.0%とした

フライパン焼き 乾燥
鍋 電子レンジ

洗米
炊　飯

精米
洗米なし 洗米あり

流水洗浄
重曹洗浄

5 秒間 30 秒間

ジャム調理
オーブン焼き

流水洗浄
ジャム調理

乾　燥

5 秒間 30 秒間 天日 オーブン

* b)

流水洗浄 湯むき
煮る

乾　燥

5 秒間 30 秒間 果肉 果皮 天日 オーブン

調　理

流水洗浄
ゆでる 炒める

5 秒間 30 秒間

ほうれんそう

- 44 -



秋田県健康環境センター年報 第18号 2022 

 

の減少幅であった。部位別試験から、フサライ

ドのほとんどは表層に分布しており、表層を削

り取ることが最も減少に寄与するという結果で

あった。  

ジノテフランは浸透移行性を有し、本部位別

試験でも玄米粒子内部への浸透がみられ、表層

と内部でおおむね一様に分布していると推測さ

れた。そのため、「精米」では表層からの減少が

他の 2 農薬に及ばなかったと考えられる。  

フェリムゾンは各調理で有意に減少し、中で

も「精米」の残存率が 63.3%と最も減少した。

フェリムゾンも浸透移行性を有するが 26）、本部

位別試験ではほぼ 9 割が表層に分布し、フサラ

イドと同様「精米」が最も減少に寄与していた。 

 

3.2.5.2 精白米 

調理前の試料から、フサライド、ジノテフラ

ン、フェリムゾンの 3 農薬が 0.012～0.10 mg/kg

で検出され、対基準値比は 1.2～5.0%であった。 

精白米ではフサライドの調理前の残留濃度が

0.02 mg/kg 未満となったが調査対象とした。  

フサライドについては、「洗米」及び「炊飯」

で調理後の残留濃度が Tr 又は ND となり、ほぼ

消失した。玄米の精米操作で約 6 割が除去され

たところに各調理が追加されたため、消失に至

ったと思われる。  

ジノテフランとフェリムゾンについては、全

ての調理で有意な減少がみられた。「洗米」及び

「炊飯（洗米あり）」では各残存率がジノテフラ

ンで 80%台、フェリムゾンで 50～60%台と、フ

ェリムゾンの減少幅が大きく、一方、「炊飯（洗

米なし）」では 2 農薬の残存率の差は 4.2%と小

さかった。これは、フェリムゾンの方が表層に

偏在し、ジノテフランよりも研ぎ汁へ移行しや

すいためと考えられる。  

また、フェリムゾンの「洗米」、「炊飯（洗米

あり）」については、玄米の当該調理の残存率か

ら、更に約 30%の減少がみられた。これは、精

米によって表層にある脂質成分が除去されるこ

とで、表層の農薬の研ぎ汁へ移行が容易になり、

結果的に減少幅が大きくなったと推察された。  

 

4. まとめ 

・部位別試験ではヘタや果梗等の非可食部位に

おいて、可食部位よりも多数の農薬を検出

し、また総じて分布比が高い傾向であった。  

・挙動確認試験の「洗浄」において、ほうれん

そうでは検出農薬 3 農薬のうち 1 農薬で、ミ

ニトマトでは 5 農薬のうち 2 農薬で、いちご

では 6 農薬のうち 1 農薬で有意な減少がみら

れた。玄米及び精白米では全検出農薬 3 農薬

で有意に減少し、りんごでは皆無であった。  

有意に減少した農薬の残留濃度は最大で

調理前の約 5 割減（ミニトマト、「流水洗浄 30

秒間」、シアゾファミドの場合）であり、検出

された農薬のほとんどは 8～9 割以上の大幅

な低減には至らなかった。  

  以上のことから、「洗浄」による農薬の除

去効果は有効な場合もあるが、多くは限定的

であると考えられた。 

・挙動確認試験における加熱調理（「乾燥（天

日）」、「湯むき」、「精米」を除く）では、

ほうれんそうの「ゆでる」及び「炒める」、

いちごの「ジャム調理」及び「乾燥（オーブ

ン）」、りんごの「ジャム調理」、「フライ

パン焼き」及び「乾燥」、玄米の「炊飯」に

おいて、ほぼ全ての検出農薬で有意な減少が

みられた。 

  加熱調理と農薬の挙動との関係について、

一定の傾向に収束するのは困難であるが、今

回、有意な減少がみられた結果には「加熱時

間が比較的長い」、「試料の切り方が小さく、

熱源と接する面積が相対的に広い」の 2 つの

共通項があると思われた。 

  また、有意に減少した当該農薬は比較的熱

に安定であるものが多く、減少の要因は加熱

による分解ではなく、大気中への揮散による

ものと推察された。  
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感染症発生動向調査事業 

 
秋田県内で検出された IMP 型カルバペネマーゼ遺伝子の分子疫学解析 

 

髙橋志保  伊藤佑歩  佐藤由衣子  今野貴之 

 

1. はじめに 

 カ ル バ ペ ネ ム 耐 性 腸 内 細 菌 目 細 菌

（carbapenem-resistant Enterobacterales：CRE）感

染症は、2014 年 9 月 19 日より感染症法に基づ

く 5 類感染症全数把握対象疾患として感染症発

生動向調査の対象となった。さらに、2017 年 3

月 28 日には厚生労働省から「CRE 感染症等に係

る試験検査等の実施について」の通知が発出さ

れ、これに基づき CRE 病原体サーベイランスが

実施されている。カルバペネム系抗菌薬を分解

するカルバペネマーゼを産生する腸内細菌目細

菌（carbapenemase-producing Enterobacterales：CPE）

は、カルバペネム系以外の β－ラクタム系抗菌

薬にも耐性を示し、医療機関等における感染対

策上、大きな問題である。  

秋田県では、以前より医療機関で分離された

薬剤耐性菌の検査を実施していたことから、

CRE 感染症が 5 類全数把握対象疾患に指定され

る前から IMP 型カルバペネマーゼ遺伝子を保有

する腸内細菌目細菌が確認されている。また、

CRE 感染症として届出された菌株以外からも同

様に検出されている。今回、これまでに医療機

関から分離された IMP 型カルバペネマーゼ遺伝

子を保有する腸内細菌目細菌について、分子疫

学解析を実施したので報告する。  

 

2. 対象と方法  

2.1 調査対象 

 令和 5 年 3 月末までに、腸内細菌目細菌を対

象として実施した薬剤耐性遺伝子検査で IMP 型

カ ル バ ペ ネ マ ー ゼ 遺 伝 子 が 検 出 さ れ た

Enterobacter cloacae complex 16 株、 Klebsiella 

aerogenes 1 株、Escherichia coli 1 株、計 18 株を

対象とした（表）。  

 

2.2 IMP 型遺伝子の型別及びシークエンス解析 

国立感染症研究所病原体検出マニュアルに従っ

て、IMP-1 型検出用プライマー及び IMP-2 型検

出用プライマーを用いて PCR を行った。さらに、

IMP-1 型であった菌株については、IMP-1 型シ

ークエンス用プライマーを用いて、シークエン

ス解析による型別を行った。  

 

2.3 パルスフィールド・ゲル電気泳動（PFGE） 

 IMP 型遺伝子が検出された腸内細菌目細菌の

うち、E. cloacae complex について、県内及び同

一医療機関内における遺伝的関連性の実態を把

握することを目的として、XbaⅠを用いた PFGE

法を実施し、バンドパターンを比較した。 

 

3. 結果と考察 

PCR による IMP 型遺伝子の検出では、すべて

IMP-1 型が検出され、シークエンス解析を行っ

た結果、18 株すべてが IMP-1 であることが確認

された。国内で検出されるカルバペネマーゼは

IMP 型が 8 割以上を占める。遺伝子型別でみる

と、IMP-1、IMP-6、IMP-11 などが確認されてい

る 1）が、全国的に検出されているのは IMP-1 で

あり、県内における検出状況も同様であること

が明らかとなった。  

 IMP-1を保有する E. cloacae complex 16株につ

いて実施した PFGE 法の結果を図に示す。医療

機関 F から検出された 2 株（クラスターⅡ）は、

検出時期が 1 年以上あいているにも関わらず、

バンドパターンが一致しており、病室等の環境

中に維持されている可能性が考えられた。  

医療機関 B から検出された 2 株（クラスター

Ⅲ）はほぼ同時期に検出されており、医療従事

者や医療器具等が介在しているのではないかと

推察された。また、クラスターⅠの 2 株も比較

的類似度が高く、関連が疑われた。その他の菌

株については、類似度も低いことから、PFGE

法による解析では、遺伝的関連性は見いだせな

かった。  

 今回の結果から、これまでに秋田県内で検出

された IMP-1保有 E. cloacae complex の遺伝的関
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No. 菌株No. 医療機関 分類 菌種名 検出時期 No. 菌株No. 医療機関

1 ES655 A 尿 E. cloacae  complex 2009.3 5 ES2863 D

2 ES686 A 気道検体 E. cloacae  complex 2009.5 12 ES3066 D

3 ES708 A 血液 E. cloacae  complex 2009.7 9 ES3013 D

4 ES2654 B 気道検体 E. cloacae  complex 2014.7 6 ES2907 D

5 ES2863 D その他※ E. cloacae  complex 2016.3 15 ES3088 B

届出有 6 ES2907 D 気道検体 E. cloacae  complex 2017.1 18 ES3120 B

届出有 7 ES2916 D 血液 E. cloacae  complex 2017.3 11 ES3059 F

届出有 8 ES2927 E 血液 E. coli 2017.6 16 ES3098 F

9 ES3013 D 気道検体 E. cloacae  complex 2020.2 13 ES3069 B

10 ES3058 B 気道検体 K. aerogenes 2021.6 14 ES3073 B

届出有 11 ES3059 F その他
※ E. cloacae  complex 2021.6 1 ES655 A

12 ES3066 D 尿 E. cloacae  complex 2021.7 4 ES2654 B

13 ES3069 B 尿 E. cloacae  complex 2021.7 17 ES3103 C

14 ES3073 B 尿 E. cloacae  complex 2021.8 2 ES686 A

15 ES3088 B 気道検体 E. cloacae  complex 2022.1 3 ES708 A

16 ES3098 F 尿 E. cloacae  complex 2022.7 7 ES2916 D

届出有 17 ES3103 C 尿 E. cloacae  complex 2022.8

届出有 18 ES3120 B 尿 E. cloacae  complex 2023.2

： CRE感染症として届出あり

※その他 ：ドレーン排液、創部

連性は低く、その大部分が散発的に分離された

ものであることが示された。しかしながら、同

一医療機関から同時期に複数の IMP-1 遺伝子保

有菌株が分離されている場合もある。カルバペ

ネマーゼ遺伝子は、プラスミドを介して異なる

菌種間でも水平伝達されることがあり、日和見

感染症や院内感染等を引き起こすことが危惧さ

れるため、今後も分離状況を注視していく必要

がある。 

参考文献 

1) 国立感染症研究所薬剤耐性研究センター,国

立感染症研究所感染症疫学センター,全国地

方衛生研究所：カルバペネム耐性腸内細菌科

細菌（carbapenem-resistant Enterobacteriaceae: 

CRE）病原体サーベイランス 2020 年,病原微

生物検出情報, 43, 9, 2022, 15-16.

 表 IMP 型カルバペネマーゼ遺伝子保有菌株 

図 E. cloacae complex の PFGE 解析像 
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公共用水域水質調査事業 

 
八郎湖における植物プランクトンの出現状況（2021～2022 年度） 

 

和田 佳久  小林 渉 

 

1. はじめに 

 八郎湖は秋田市の北方約 20 km に位置し、八

郎潟の干拓によって残存した淡水湖である。

1977 年の干拓事業完了後、八郎湖は徐々に富栄

養化が進行し、アオコの大量発生等の水質汚濁

の問題が顕在化している 1)。  

八郎湖のアオコを形成する藻類については、

2012 年まではアナベナ属及びミクロキスティス

属であったが 2-5)、2013 年にはアファニゾメノ

ン属の高密度発生が初めて認められ、優占種と

なる現象が確認された 6)。当センターが 2019 年

に行った藍藻類の観察結果 7)でも、6 月にアファ

ニゾメノン属が最多出現した後、夏季にはアナ

ベナ属及びミクロキスティス属に入れ替わり、

11 月になると再びアファニゾメノン属が最多と

なっていた。アオコ形成藻類以外の植物プラン

クトンについても、気象、利水状況、栄養塩類の

流入・溶出等の影響を受けながら、湖の生態系

の中で季節的な変化や長期的な変遷をしている

と考えられる。  

そこで、通年で八郎湖の植物プランクトンの

観察及び計数を行い、近年の植物プランクトン

の出現状況をまとめたので報告する。  

 

2. 方法 

 当センターが原則として月 1 回（結氷のため

採水できない地点を除く）行っている公共用水

域水質調査の地点（八郎湖 10 地点、流入河川 6

地点）のうち、湖の環境基準点である野石橋、大

潟橋及び湖心と、比較的滞留しやすい水域であ

る大久保湾の計 4 地点について、2021 年 4 月か

ら 2023 年 3 月まで表層水の植物プランクトン

を観察した。また、2021 年 7 月については、調

査地点の中で唯一アオコレベル 8)が 3 と高かっ

た馬踏川橋についても参考として観察に加えた

（図 1）。  

植物プランクトンの観察には、松浪硝子工業

（株）製の計数板「MPC-200」及び光学顕微鏡を

用いた。この計数板には 0.5 mm 四方のマスが  

縦横 20 マスの計 400 マス描かれており、試料水

が 1 mm の厚みで封入される造りになっている。

よって 1 マス当たりの試料体積は、0.5 mm×0.5 

mm×1 mm ＝ 0.00025 mL となる。観察は各地

点 20 マスを基本としたが、プランクトンの出現

が少ない場合や、計数板内に偏って分布してい

る場合は、計数値の信頼性を上げるため観察マ

ス数を最大 400 マスまで適宜増やした。細胞密

度の算出は次式により行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査地点（●）  

 

3. 結果及び考察 

 2021 年度及び 2022 年度の植物プランクトン

の観察結果を、表 1-1 及び表 1-2 に示した。表の

下部には、参考として試料採取時のアオコレベ

ル、クロロフィル a、水温の測定値を併せて記載

した。なお、出現した主な植物プランクトンを

図 2 に示した。  
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3.1 植物プランクトン相の季節変化 

表 1-1、表 1-2 に示すように、両年度とも 4 月

には珪藻類が年間で最も増えたが、5 月には一

度減少した。7 月から 10 月にかけてアオコが発

生し、それを形成する藍藻類として、アナベナ

属、ミクロキスティス属、アファニゾメノン属

及びオシラトリア属が見られたが、これらは時

期や地点によって優占種が移り変わっていた。

秋になってアオコが減少すると、珪藻類が 4 月

ほどではないが再び増加した。  

 

3.1.1 藍藻類 

2021 年度については、7 月には湖内でアオコ

形成藻類がほとんど見られなかったが、馬踏川

でミクロキスティス属及びアファニゾメノン属

が優占しており、アオコの発生場所に偏りが見

られた。8 月には、いずれの地点も藍藻類が優占

し、最も多かったのはアナベナ属、次がミクロ

キスティス属及びオシラトリア属であった。9 月

になると、優占種はオシラトリア属に換わって

いた。  

2022 年度については、7 月にミクロキスティ

ス属、アファニゾメノン属及びアナベナ属が確

認された。8 月は、野石橋以外の地点で植物プラ

ンクトンの種類や密度が激減していた。また、

野石橋においても例年この時期に出現のピーク

を迎えるミクロキスティス属、アナベナ属等の

アオコ形成藻類が見られなかった。この年本県

は 8 月の前半にたびたび大雨に見舞われたた

め、閉鎖的な西部承水路以外の水域では湖水が

大幅に入れ替わったと考えられる。また、調査

時の水温も 25～26℃程度と 7 月より低下してお

り、こうしたことが、植物プランクトンの出現

に影響したと考えられる。9 月になると、アナベ

ナ属やミクロキスティス属が多く見られた。大

久保湾及び湖心ではアナベナ  マクロスポーラ

が優占していた。  

 

3.1.2 珪藻類 

珪藻類は、レベル 3 以上のアオコ発生時を除

き、ほぼ通年で出現した。珪藻の中では、アウラ

コセイラ属が長期間にわたって出現し、次いで

見られたのはハリケイソウ属やタルケイソウ属

であった。このほか 2022 年にはホシガタケイソ

ウ属も比較的多く見られた。  

3.1.3 緑藻類その他 

緑藻類ではクンショウモ属、テトラスポラ属、

アクチナストルム属などが出現したが、年間を

通じて優占するほど増えることはなかった。そ

のほか、数は少ないがユーグレナ（ミドリムシ）

属が出現した。  

 

3.2 各年度の最多出現種 

表 1-1 及び表 1-2 の右端に、各調査地点にお

ける細胞密度の年平均値をデータバーの長さで

示した。年平均値で見ると、2021 年度について

は、アナベナ フロスアクアエ、オシラトリア テ

ヌイス等が多かった。また、2022 年度について

は、全体的に 2021 年度よりも細胞密度が低かっ

たが、その中ではアナベナ マクロスポーラ、ア

ファニゾメノン属等が多く、年度により傾向の

違いが見られた。  
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野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

馬
踏
川
橋

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

メリスモペディア属 Merismopedia  sp.

コエロスフェリウム属 Coelosphaerium  sp.

ミクロキスティス エルギノーザ Microcystis aeruginosa
172,000 23,000 32,000 12,000 6,200

　　〃　　 ウェーゼンベルギー M. wesenbergii

　　〃　　 イクチオブラーベ M. ichthyoblabe
60,000 20,000

アファニゾメノン属 Aphanizomenon  sp.
111,000

アナベナ アフィニス Anabaena affinis
20,000

　 〃　  マクロスポーラ A. macrospora
7,400 90,400 44,400 49,000

　 〃　  スピロイデス A. spiroides
1,800

   〃  スピロイデス変種クラッサ A. spiroides var. crassa

　 〃　  フロスアクアエ A. flos-aquae
291,000 77,200 61,800 101,800

   〃    シュードコンパクタ A. pseudocompacta
83,800

オシラトリア テヌイス Oscillatoria tenuis
110,000 8,000

フォルミディウム属 Phormidium  sp.

タルケイソウ属 Melosira  sp.
6,400 1,200 1,200 1,400 44,800 15,800 400 5,000 3,400 1,000 2,600 400

アウラコセイラ アンビグア Aulacoseira ambigua
110 90

　　　〃　　　 ジャポニカ A. japonica
1,000

アウラコセイラ属 Aulacoseira spp.
19,200 19,800 9,800 14,600 3,200 400 400 400 8,800 600 200 2,000 600 2,200 2,800

ハリケイソウ属 Synedra  sp.
20,600 18,200 6,000 7,400 1,400 200 2,200 200 200

ホシガタケイソウ属 Asterionella  sp.
600

コメツブケイソウ属 Cocconeis  sp.

ハネケイソウ属 Pinnularia  sp.
200 200

ハネフネケイソウ属 Neidium  sp.
200 200 200

フナガタケイソウ属 Navicula  sp.
200 200 200 200

ササノハケイソウ属 Nitzschia  sp.
400 1,000 1,200 400 400 400

テトラスポラ属 Tetraspora  sp.
800 800 4,800 800 1,600

トレウバリア属 Treubaria  sp.
600 200 200

オーキスチス属 Oocystis  sp.
800 800

クンショウモ属 Pediastrum  sp.

セネデスムス属 Scenedesmus  sp.
200 800 1,000 800 800

アクチナストルム属 Actinastrum  sp.
80

クルキゲニア属 Crucigenia  sp.

セレナストルム属 Selenastrum  sp.
800

スタウラストルム属 Staurastrum  sp.
200

ゴレンキニア属 Golenkinia  sp.

サヤツナギ属 Dinobryon  sp.

ユーグレナ(ミドリムシ)属 Euglena  sp.

アオコレベル［0～6］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 2 3 1 3

クロロフィルa（μg/L） 69 74 23 27 42 21 12 14 87 41 26 29 52 68 54 44 140 180 250 140 270

水　温　（℃） 13.2 13.0 12.8 12.5 17.2 15.1 16.6 15.5 21.8 21.4 19.8 19.0 25.2 25.2 24.8 24.8 24.4 31.2 31.5 31.4 30.9

； 10 以上 1,000 未満 ； 1,000 以上 10,000 未満

表1-1　八郎湖における植物プランクトンの観察結果（2021年度）

　　　　 　　　　　　　　　　　試料採取日・地点

　　　 項 目

2021/4/7 5/12 6/2 7/7 8/4

藍
　
藻

ク
ロ
オ
コ
ッ

ク
ス
目

ネ
ン
ジ
ュ

モ
目

　* 細胞密度（細胞数／mL）の区分：

緑
　
藻

そ
の
他

採取時

の情報

　 *

細

胞

密

度

(細
胞
数

/mL)

ユ
レ
モ
目

珪
　
藻
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（表1-1 つづき）

25

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心 平

均

16,000 500

3 3 1 1 2

5,000

5 1 2 2

2 0

580 26,800 21,000

1 8 7 6 5

0 0

650 8,000 8,000

24 6 7 10 12

7 2

8,000 125,000 97,000 88,600 9,400 21,000 56,000 2,720

11 12 15 9 12

7,200 1,000 6,100 933

0 1 0 0

400 4,600 800 1,600 4,200 333 4,100 300 160

5 2 0 1 2

150 12,600 5,200 1,600 7,800 5,000

0 2 1 0 1

100 500 733

0 0 0 0

6,600 2,800 1,800 8,200 33,600 7,200 2,200 2,533 500 1,700 200 160 120 140 1,320 1,867 480 1,200 400

4 5 2 3 3

800 200 200 600 200 667 80 60 320 333 440 280 840

2 2 1 1 1

160 2,533 40 200 320

0 0 0 0 0

200

0 0 0 0

200 67 60

0 0 0 0 0

100 67 20 280 133 80 40 80

0 0 0 0 0

400 200 200 200 800 240 267 40 40

0 0 0 0 0

1,600 800 2,400 267 160 933 160 480

1 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

660

0 0

800 400 267

0 0 0

0 0

800 400 267

0 0 0

0 0

0 0

460

0 0

80

0 0

0 2 2 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.2 0.4 0.4 0.5 0.4

76 43 64 76 90 110 58 38 25 31 12 19 18 17 12 12 2.8 4.5 3.9 2.2 13 34 27 18 21 57 57 42 51 52

22.3 23.7 23.6 23.3 19.0 19.4 20.7 20.2 10.0 10.4 10.8 11.2 4.2 4.8 5.2 5.3 0.8 0.4 1.5 0.8 4.5 6.4 6.4 5.2 5.4 14.4 14.3 17.1 15.7 15.4

； 10,000 以上 100,000 未満 ； 100,000 以上 ； 欠測

9/14 10/13 11/16 12/6 2022/1/17 2/24
3/

16
3/23

年平均値 (データバーによる表示)

：25 千 細胞数／mL
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橋
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湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

メリスモペディア属 Merismopedia  sp.
2,560

コエロスフェリウム属 Coelosphaerium  sp.
9,360 1,600 1,880 11,600

ミクロキスティス エルギノーザ Microcystis aeruginosa
2,760 5,040

　　〃　　 ウェーゼンベルギー M. wesenbergii

　　〃　　 イクチオブラーベ M. ichthyoblabe

アファニゾメノン属 Aphanizomenon  sp.
6,880

アナベナ アフィニス Anabaena affinis
1,067

　 〃　  マクロスポーラ A. macrospora
2,360 1,440

　 〃　  スピロイデス A. spiroides

   〃  スピロイデス変種クラッサ A. spiroides var. crassa

　 〃　  フロスアクアエ A. flos-aquae
2,133 1,240

   〃    シュードコンパクタ A. pseudocompacta

オシラトリア テヌイス Oscillatoria tenuis

フォルミディウム属 Phormidium  sp.
2,760 440

タルケイソウ属 Melosira  sp.
600 1,100 240 240 80 200 240

アウラコセイラ アンビグア Aulacoseira ambigua
1,400 3,800 800 733 40 720 280 320

　　　〃　　　 ジャポニカ A. japonica
150 80

アウラコセイラ属 Aulacoseira spp.
1,000 3,000 3,650 3,300 3,667 1,133 67 80 760 1,480 1,120 120 200 1,000 1,400 360 1,840

ハリケイソウ属 Synedra  sp.
6,400 3,800 2,950 3,000 533 67 33 280 40 80 160 120 120

ホシガタケイソウ属 Asterionella  sp.
2,800 1,600 2,300 1,800 160

コメツブケイソウ属 Cocconeis  sp.

ハネケイソウ属 Pinnularia  sp.

ハネフネケイソウ属 Neidium  sp.

フナガタケイソウ属 Navicula  sp.
200 33 40 40 40

ササノハケイソウ属 Nitzschia  sp.
200 200 267 67 520 80 80 80 80 200 80 40

テトラスポラ属 Tetraspora  sp.
800 80 320 480 1,240 1,600 280 1,600

トレウバリア属 Treubaria  sp.
600 800 60 40

オーキスチス属 Oocystis  sp.
200

クンショウモ属 Pediastrum  sp.
1,867 720 2,640 720 2,080

セネデスムス属 Scenedesmus  sp.
800 200 400 800 267 160 320 160 160 320 160

アクチナストルム属 Actinastrum  sp.
400 800 640 1,920 1,280 2,080 960

クルキゲニア属 Crucigenia  sp.
800 480 480 1,400 320 160

セレナストルム属 Selenastrum  sp.
320 320 160 80

スタウラストルム属 Staurastrum  sp.
50 120

ゴレンキニア属 Golenkinia  sp.

サヤツナギ属 Dinobryon  sp.

ユーグレナ(ミドリムシ)属 Euglena  sp.
100 100 120 40 40 120 40 200 120 80 40

アオコレベル［0～6］ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0

クロロフィルa（μg/L） 73 53 26 38 75 14 11 14 52 28 23 15 47 47 33 40 95 22 34 37

水　温　（℃） 14.4 13.8 13.4 12.5 19.4 18.0 17.3 17.0 20.4 20.7 20.3 20.8 29.1 28.1 28.1 28.7 25.3 26.2 25.1 25.5

； 10 以上 1,000 未満 ； 1,000 以上 10,000 未満

表1-2　八郎湖における植物プランクトンの観察結果（2022年度）

7/6
　　　　 　　　　　　　　　　　試料採取日・地点

　　　 項 目

2022/4/13 5/11

ク
ロ
オ
コ
ッ

ク
ス
目

8/176/2

　 *

細

胞

密

度

(細
胞
数

/mL)

藍
　
藻

　* 細胞密度（細胞数／mL）の区分：

緑
　
藻

そ
の
他

採取時

の情報

ネ
ン
ジ
ュ

モ
目

ユ
レ
モ
目

珪
　
藻
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（表1-2 つづき）
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橋
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橋

大
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野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心

野
石
橋

大
潟
橋

大
久
保
湾

湖
心 平

均

1,280 800

0 0 0

2 0 0 1

8,360 2,880 3,320 2,800

0 0 1 1 1

12,000

1 0

8,000 10,000 3,600 18,000 3,360 3,640 4,840 1,560

3 1 0 1 1

2,400

0 0

6,240 8,080 54,600 49,760

1 1 6 4 3

5,720 2,560 1,400 2,640

1 0 0 0

480 1,760 3,360

0 0 0 0

5,200 2,320 2,400

0 0 0 0

1,760 600 1,040

0 0 0

0 0 0 0 0

120 520 400 320 80 680

0 0 0 0 0

280 240 80 80 160

0 0 0 0 0

320 320 520 200 1,680 2,360 560 360 5,920 2,040 600 1,240 40 200 86 480 3,600 400 520 680

2 1 1 1 1

120 40 120 120 40 80 40 1,720 360 160 100 943 1,920 6,700 8,400 2,000 1,920

1 1 0 1 1

880 360 2,000 2,640 3,680 5,920 1,714 440 4,800 800 160 680

1 1 0 1 1

40

0 0

100 200

0 0 0

100

0 0 0 0 0

40 40 40 40 80 40 240 40 300 40

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0

2,240

0 0 0 0

80 160 160 160 320 480 160 160 160 400

0 0 0 0 0

320

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

160

0 0 0 0 0

40

0 0 0

40

0 0

80 40 80 40 20 100

0 0 0 0 0

0 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.2 0.3 0.3 0.2

92 93 120 100 65 40 32 26 41 52 21 22 27 14 10 13 37 15 27 9.6 18 26 46 35 22 22 55 36 33 32 39

26.4 25.9 25.3 26.5 14.2 14.9 16.0 15.5 10.8 11.5 11.4 11.8 3.4 3.8 4.4 4.8 1.9 2.5 1.8 0.3 0.4 5.6 8.8 9.6 7.3 8.1 14.5 14.6 16.9 14.9 15.2

； 10,000 以上 100,000 未満 ； 100,000 以上 ； 欠測

2/15 3/9 3/15
年平均値 (データバーによる表示)

12/7 2023/1/199/7 10/19 11/9
：25 千 細胞数／mL
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図 2 八郎湖で出現した主な植物プランクトン 

ミクロキスティス 

 エルギノーザ 

アファニゾメノン 

（2021/7/7 馬踏川橋） 

オシラトリア テヌイス（2021/9/14 大潟橋） 

アナベナ マクロスポーラ 

（2021/8/4 大潟橋） 

タルケイソウ （2021/4/7 湖心） 

アウラコセイラ 

（2022/6/2 野石湾）  

（2022/4/13 大久保湾） 

アナベナ フロスアクアエ 

（2021/8/4 野石橋） 

【藍藻】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【珪藻】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【緑藻】  

テトラスポラ 

（2021/6/2 野石橋） 
クンショウモ 

（2022/6/2 大久保湾） 

アクチナストルム 

（2022/4/13 大久保湾） 

ホシガタケイソウ 

ハリケイソウ 

50 μm  
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IC装置 ICS-1100（Thermo Fisher Scientific社製）

分離カラム IonPac CS12A, 4 mm × 250 mm（Thermo Fisher Scientific社製）

ガードカラム IonPac CG12A, 4 mm × 50 mm（Thermo Fisher Scientific社製）

サプレッサー CDRS 600, 4 mm（Thermo Fisher Scientific社製）

溶離液 20 mMメタンスルホン酸

流量 1.0 mL/min

検出器 電気伝導度検出器

カラム温度 30 °C

注入量 50 μL

工場・事業場排水基準検査事業

事業場排水中アンモニウムイオンの
イオンクロマトグラフ分析における妨害物質の影響について

若狹有望 和田佳久

1. はじめに

本県では、県内の事業場における排水基準の

適合状況を把握するため、水質汚濁防止法及び

秋田県公害防止条例に基づき、事業場排水の検

査を実施している。検査項目のうち、アンモニ

ア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝

酸化合物（以下、「アンモニア等化合物」とい

う。）の検査方法として、当センターではアン

モニウムイオン（以下、「NH4+」という。）、

亜硝酸イオン及び硝酸イオンの一斉分析が可能

で、アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸

性窒素を迅速に定量できるイオンクロマトグラフ

法（以下、「IC法」という。）を採用している。
JIS:2019では、IC法による陽イオンの定量の妨
害について、試料中のアミノ酸や脂肪族アミン

のような有機化合物が陽イオンの定量を妨害す

る可能性があることや、NH4+及びナトリウムイ

オン（以下、「Na+」という。）の濃度に大きな

違いがある場合に相互の影響があり得ることが

言及されている1)。そのため、当センターが検査

の対象とする排水試料に含まれる物質がIC法に
よるNH4+の定量を妨害しないのか確認する必要

があると考えた。

IC法では、NH4+がNa+の直後に溶離し、両者の

ピークが近接するため、試料中のNa+濃度が高い

ときには、Na+のピークがNH4+のピークに重な

り、NH4+の定量を妨害する可能性がある。NH4+

とNa+の相互の影響が生じる目安として、NH4+

の定量については、JIS:1993でNH4 +の濃度が

1 mg/LのときNa+の濃度が500 mg/L以上とされ2)、

Na+の定量については、JIS:2019でNa+の濃度が

1 mg/LのときはNH4+の濃度が100 mg/L以上とさ
れている 1)。しかし、実際の排水試料において

Na+及びNH4+の濃度は不明であるため、Na+濃度

が高い場合にNa+がNH4+濃度の定量結果に影響

しないかを検討する必要があると考えた。

NH4+を分離する手段には蒸留処理があり、

JIS:2016までは、IC法においても試料の前処理と
して蒸留処理する場合があることが示されてい

た3)。そこで、当センターが検査の対象とする排

水試料に含まれる物質がIC法によるNH4+の定量

に及ぼす影響について検討することを目的とし

て、JIS:2016に基づく蒸留処理を行った排水試料
と行わないものを用いてIC法で比較分析したの
で、得られた知見を報告する。

2. 方法

令和 3 年度から令和 4 年度までの事業場排水
基準検査のうち、アンモニア等化合物の分析を

行った 44事業場延べ 62 検体（排水の由来別に
「豚房施設及び牛房施設」27 検体、「下水道終
末処理施設及びし尿処理施設」20 検体、「その
他」15 検体）を対象とした。
全ての検体について、JIS:2016 42.1 に基づく

蒸留処理を行った留出液（以下、「蒸留あり」

という。）と、蒸留処理を行わずメンブレンフ

ィルター（ADVANTEC 社製 DISMIC-25CS、孔
径 0.45 µm）によるろ過のみを行ったろ液（以
下、「蒸留なし」という。）を用意した。次い

で、各々を IC 法で表 1 の条件により測定し、
Na+及び NH4+を定量し、その値を比較検討した。

表 1 IC 法の測定条件

3. 結果及び考察

排水試料 62 検体について、横軸に蒸留あり、
縦軸に蒸留なしの場合の NH4+濃度をプロット
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し、最小自乗法で近似直線を作成し、排水試料

を排水の由来別に「豚房施設及び牛房施設」、

「下水道終末処理施設及びし尿処理施設」及び

「その他」に大別してプロットした結果を図 1
に示した。排水の種類別に近似直線を作成した

ところ、傾きは、NH4+濃度が比較的高い「豚房

施設及び牛房施設」が 1.0171、NH4+濃度が比較

的低い「下水道終末処理施設及びし尿処理施設」

が 1.0182、「その他」が 0.9922 となり、いずれ
も 1.0に近い値であった。また、全 62 検体を対
象とした近似直線の傾きでも、0.9807 と 1.0 に
近い値となった。この結果から、本検証に用い

た 62 検体において、排水の種類及び NH4+濃度

によらず、蒸留処理の有無は NH4+濃度の値に影

響しないことが明らかとなった。

次に、Na+濃度が高い場合に Na+が NH4+濃度

の値に影響を与えるかを検討するため、NH4+濃

度が定量下限値以上であった排水試料 23 検体
について、縦軸に NH4+濃度比（蒸留なしの測定

値を蒸留ありの測定値で除した値）を、横軸に

Na+濃度をプロットした結果を図 2 に示した。排
水試料 23検体の Na+濃度は 14 mg/L～1,140 mg/L
であるが、Na+濃度が高いほど NH4+濃度比が 100 %
から大きく外れるような傾向は認められなかっ

た。

これらの結果から、本検証に用いた 62 検体で
は、IC 法を用いた分析において、それぞれの試
料に含まれる物質による NH4+濃度の定量結果

への影響はほとんどないと考えられた。今後も

比較検討等を重ね、Na+等の妨害物質の影響につ

いて知見を集積したい。

参考文献

1) 一般財団法人日本規格協会：JIS K 0102 工場
排水試験方法（追補 1） , 一般財団法人日本
規格協会，東京，2019，134pp.

2) 財団法人日本規格協会：日本工業規格 工場

排水試験方法，財団法人日本規格協会，東京，

1993，327pp.
3) 一般財団法人日本規格協会：JIS K 0102 工場
排水試験方法，一般財団法人日本規格協会，

東京，2016，370pp.

図 1 蒸留処理の有無での NH4
+濃度測定値の比較

図 2 Na＋濃度と NH4+濃度比の関係
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令和 4 年度（第 17 回）秋田県健康環境センター調査研究発表会抄録 
 
生活衛生行政検査 
 
公衆浴場等におけるレジオネラ属菌の検出状況（2017～2021 年度） 

 

○髙橋志保  今野貴之  伊藤佑歩  鈴木忠之 

 

  

1. はじめに 

 レジオネラ属菌はもともと土壌や環境水など

の自然界に存在している細菌で、感染すると、

レジオネラ肺炎やポンティアック熱といったレ

ジオネラ症を引き起こす。近年は循環式浴槽、

冷却塔、加湿器などからもレジオネラ属菌が検

出され、それらから生じたエアロゾル（細かい

水滴）がレジオネラ症の原因となっている事例

が報告されている。  

 秋田県では、「レジオネラ属菌検査実施要領」

に基づき、温泉施設、公衆浴場、旅館などの浴

場を対象に、施設の衛生管理状況の確認を行う

とともに、検査結果に基づく衛生指導を行うこ

とによりレジオネラ症の発生を未然に防止する

ことを目的として、これらの施設の浴槽水等の

レジオネラ属菌検査を実施している。  

 今回は、2017～2021 年度に実施した検査の結

果について報告する。  

 

2. 方法 

2.1 対象 

 2017～2021 年度における県内 6 保健所管内（A～

F）の計 50 施設（延べ数として 80 施設）の浴槽

水 201 検体及び浴槽水以外の原湯等 106 検体、

計 307 検体（各施設 2～4 検体）を対象とした。 

 

2.2 検査方法 

2017～2019 年度は検水 200 mL を冷却遠心濃

縮法で、2020 年度からは、2019 年 9 月 19 日に

発出された通知「公衆浴場における浴槽水等の

レジオネラ属菌検査方法について（薬生衛発

0919 第 1 号）」に基づき、検水 500 mL を濾過

濃縮法で、それぞれ 100 倍濃縮検水とした。50℃、

20 分間の熱処理後、100 µL を WYOα寒天培地

に塗布し、36±1℃で最長 7 日間培養した。レジ

オネラ属菌と推定されるコロニーを計数し、

BCYEα寒天培地および羊血液寒天培地に画線

培養した。BCYEα寒天培地のみに発育したも

のをレジオネラ属菌として、レジオネラ免疫血

清「生研」（デンカ）及び衛生微生物技術協議

会レジオネラレファレンスセンターから配布さ

れたレジオネラ免疫血清を用いて菌種及び血清

群の確認を行った。  

レジオネラ属菌であることが確認できたコロ

ニー数をもとに、試料 100 mL あたりのレジオ

ネラ属菌数（CFU / 100 mL）を算出した。  

遊離残留塩素濃度は、各保健所担当者が検体

採取時に測定した。  

 

3. 結果と考察 

 レジオネラ属菌は 14 施設、35 検体（浴槽水

27 検体、原湯等 8 検体）から検出された。検出

さ れ た 菌 種 は 、 13 施 設 が Legionella 

pneumophila 、1 施設が L. londiniensis であり、

複数の菌種が検出された施設はなかった。血清

群は、L. pneumophila が検出された 13 施設のう

ち、 7 施設から複数の血清群が検出され、 

L. londiniensis は 2 群のみ検出された。レジオネ

ラ属菌数は、10～6、400 CFU/100 mL であった。

なお、1 施設からは 2 年続けてレジオネラ属菌

が検出され、菌数は前年度の約 40 倍であった

（表 1）。  

公衆浴場における衛生等管理要領によると、

浴槽水の消毒には塩素系薬剤を使用し、浴槽水

中の遊離残留塩素濃度を 0.4 mg/L 程度に保ち、

かつ最大 1 mg/L を超えないよう努める、と示さ

れている。浴槽水 201 検体のうち、遊離残留塩

素濃度が 0.4～1 mg/L に保たれていたのは 49 検

体（24.4%）、0.4 mg/L 未満であったのは 88 検

体（43.8%）で、レジオネラ属菌が検出された浴

槽水 27 検体のうち、26 検体が 0.4 mg/L 未満で

あった。原湯等については、遊離残留塩素濃度

は示されていないが、水質基準として「レジオ

ネラ属菌が検出されないこと」とされている。
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今回の調査では、遊離残留塩素濃度が 0.4 mg/L

未満の原湯等 8 検体からレジオネラ属菌が検出

された。遊離残留塩素濃度が 1 mg/L を超える検

体は、浴槽水 64 検体、原湯等 24 検体で、レジ

オネラ属菌が検出された検体はなかった（表 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017～2021 年度において、レジオネラ属菌が

検出された検体の遊離残留塩素濃度は、35 検体

中 34 検体が 0.4 mg/L 未満であったことから、浴

槽水については、可能な限り遊離残留塩素濃度

を適切に維持することが重要である。原湯等に

ついては、レジオネラ属菌が混入あるいは増殖

しうる環境であるならば、状況に応じて適切に

配管設備等の清掃や消毒を行うなどの対応が必

要である。一方で、遊離残留塩素濃度が 5 mg/L

と高濃度の検体もあり、消毒の際には塩素系薬

剤の適切な使用が望まれる。  

今回の調査において、定期的な行政検査の際

はレジオネラ属菌が不検出であったが、利用客

がレジオネラ症患者として届出がなされ、それ

に伴い実施した検査で浴槽水から複数の血清群

のレジオネラ属菌が検出された施設があった。

行政検査実施時にレジオネラ属菌が不検出であ

っても、衛生管理に不備があればレジオネラ属

菌が増殖する可能性がある。施設におけるレジ

オネラ症対策では、定期的な検査とともに清掃

や消毒作業などの日常的な衛生管理の徹底が重

要である。  

 

4. まとめ 

レジオネラ属菌の検出率は、浴槽水 201 検体

中 27 検体（13.4 %）、原湯等 106 検体中 8 検体

（7.5 ％）であった。検出されるレジオネラ属

菌数が多い検体もあることから、レジオネラ症

予防の観点からも、適切に清掃・消毒作業を行

うことが重要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.4 未満 0.4～1.0 1.0 超 0.4 未満 0.4～1.0 1.0 超

検体数（% ） 88* (43.8) 49 (24.4) 64 (31.8) 67 (63.2) 15 (14.2) 24 (22.6)

レジオネラ属菌検出数 26 1 0 8 0 0

*：塩素系薬剤を使用していない2検体を含む

浴槽水（n = 201） 原湯等（n = 106）遊離残留塩素濃度
（mg/L ）

表 2 浴槽水と原湯等の遊離残留塩素濃度 

表 1 レジオネラ属菌検出状況 
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令和 4 年度（第 17 回）秋田県健康環境センター調査研究発表会抄録  
 
感染症発生動向調査事業  

秋田県における RS ウイルス感染症の発生動向（2019～2021 年） 

 

○藤谷陽子  齊藤志保子*1   伊藤佑歩  今野貴之  佐藤由衣子 

柴田ちひろ  樫尾拓子  秋野和華子  斎藤博之 

 

 

1. はじめに 

RS ウイルス感染症は、乳幼児期に発症するこ

とが多く、生後 1 歳まで半数以上、2 歳までに

ほぼ全ての幼児が一度は感染するといわれてい

る呼吸器感染症である。初感染例の 20～30％に

細気管支炎や肺炎といった症状がみられ、特に

新生児が感染すると無呼吸発作を呈することも

あるため注意が必要である 1)。感染経路は、飛

沫感染と接触感染であり、感染力が強く、幼稚

園や保育園（幼保施設）では集団で感染する場

合もある。  

秋田県感染症情報センターでは、感染症の流

行状況の把握を目的に、県内の患者発生状況と

病原体探索の両面から情報の収集・解析・発信

を行っている。RS ウイルス感染症については、

県内 35 の小児科定点医療機関から患者情報を収

集し、県内 9 の病原体定点医療機関から提供さ

れた検体は RS ウイルスの検索を実施し病原体

情報として収集している。近年、RS ウイルス感

染症は秋頃に患者数が多くなる傾向にあり、それ

にともなって病原体の検出が見られている。  

2020 年に国内で新型コロナウイルス感染症の

流行が始まって以降、RS ウイルス感染症をはじ

め定点把握対象疾患の発生状況にも変化が生

じ、例年の季節的な流行がみられなくなった 2)。

そこで、今回、RS ウイルス感染症の 2019～2021

年の発生動向についてまとめたので報告する。  

 

2. 対象と方法 

2.1 定点あたり患者数及び集団感染事例数 

 2019 年第 1 週～2021 年第 52 週について、県

内 35 小児科定点医療機関からの患者報告を週

ごとに集計し、定点あたり患者数（1 医療機関あ

たりの平均患者数）を算出した。  

また、集団感染事例を保健所からの報告をも

とに患者が在籍する年齢区分別クラスを集計

し、事例数に対しての比率を算定した。  

 

2.2 病原体検出数 

 2019 年 1 月 1 日～2021 年 12 月 31 日に県内 9

病原体定点医療機関で採取された 1,965検体のう

ち、咽頭拭い液等、呼吸器由来の 1,266 検体（2019

年 502 検体、2020 年 405 検体、2021 年 359 検体

：同一患者からの重複検体含む）について、リア

ルタイム PCR による RS ウイルスの検出を試みた。 

 

3. 結果 

3.1 定点あたり患者数及び集団感染事例数 

定点あたり患者数は、2019 年は第 32 週（8/5

～8/11）から増加傾向となり、第 37 週（9/9～9/15）

に定点あたり患者数 3.12 のピークを迎え、その

後収束した（図 1）。この状況は、例年と同様の

傾向であった。2020 年は 2019 年からの継続し

た患者発生が第 9 週（2/24～3/1）まで確認され

たが、その後は秋頃の流行時期になっても患者

数の増加がみられなかった。2021 年は、第 13

週（3/29～4/4）から急激に増加し始め、第 25 週

（6/21～6/27）に定点あたり患者数 4.18 とピーク

になり、大きな流行が例年よりも早期にみられ

た。この傾向は、全国的にも同様であった 3)。 

集団感染事例の報告数は、2019 年は 15 事例、

2020 年は 0 事例、2021 年は 90 事例だった。報

告は全て幼保施設での集団事例だった。このう

ち、在籍クラスの報告があった 2019 年 12 事例、 

2021 年 72 事例を比較すると、2019 年は、12 事

例中 11 事例（91.7％）で 0 歳児クラスにおける

患者発生を認めた（図 2）。2021 年は 0 歳児ク

ラスにおける患者発生は 72 事例中 49 事例（68.1％）

と、その割合がやや低下した一方、1 歳児クラス

の患者発生が 72 事例中 66 事例（91.7％）と患者

発生クラスとして最も多くなり、2019 年よりも 1

クラス上の年齢層への拡大が認められた。

*1 元秋田県健康環境センター  
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3.2 病原体検出数 

2019 年は 26 検体、2020 年は 2 検体、2021 年

は 55 検体が検出され、検出率はそれぞれ 5.2％、

0.5％、15.3％であった。2021 年の検出率は 2019

年の約 3 倍となった。  

 

4. 考察 

新型コロナウイルス感染症は、2019 年 12 月

に探知され、国内においては 2020 年 3 月に第一

波となる流行が始まった。2020 年 4 月からは、

全国的な緊急事態宣言の発出により、休校や保

育施設の休園などの措置がとられ、外出自粛を

求められた。また、マスクの着用や手洗いの励

行等の感染対策も推奨された。RSウイルスの感

染経路は、主に飛沫感染と接触感染であること

から、これらの対策が功を奏し、2020 年の患者

数の減少に繋がったと推測される。しかしなが

ら、2021 年には他の呼吸器疾患とは異なってRS

ウイルス感染症は増加傾向となり、初夏にピー

クを迎える大きな流行となった。2021 年には徐

々に社会活動が平常に戻りつつあり、特に労働

者のため保育園等では活動が再開されていた。

一方で、RSウイルス感染症の好発年齢である乳

幼児は、適切なマスク着用や、集団生活での接

触感染の回避などが難しく、感染対策が不十分

であった可能性が考えられる。また、2021 年の

集団感染事例患者の年齢層が 2019 年よりもや

や高くなっている可能性が示唆されたことか

ら、2020 年に患者発生が少なかった影響により、

免疫がない、もしくは減衰した感染し易い幼児

の割合が 1 歳児以上にも多くなったことも流行

の要因となった可能性が考えられた。  

 

5. まとめ 

 秋田県内の RS ウイルス感染症は、2019 年は

第 37 週で流行のピークとなったが、2020 年は

流行がみられなかった。2021 年には、新型コロ

ナウイルス感染症流行前の 2019 年とは異なる

時期の第 25 週に流行のピークがみられた。集団

感染事例報告のあった幼保施設では、2019 年よ

りも 2021 年の方が患者の年齢層がやや高くな

り、2020 年に流行が起きなかったことで免疫が

ない、あるいは減衰した幼児が多くなったこと

が流行拡大の要因になった可能性が考えられ

た。今後も感染症の発生動向について、関係す

る医療機関や保健所等の協力を得ながら情報の

収集・解析・発信に努めていきたい。  
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食品衛生対策事業

LC-MS/MS による食品中の不揮発性腐敗アミン類の一斉分析

○古井真理子 藤井愛実*1 松渕亜希子

1. はじめに

不揮発性腐敗アミン類の一種であるヒスタミ

ンは、腐敗や発酵の過程で、食品中のヒスチジン

にヒスタミン産生菌の酵素が作用して生成する

食中毒の原因物質である。ヒスタミンによる食中

毒は、過去 10 年間における国内の化学性食中毒
の中で最も発生件数が多く、主な原因食品は、サ

バ、マグロ、イワシなどの赤身魚やその加工品、

調理品である 1、2)。同じく不揮発性腐敗アミン類

のチラミンやカダベリン等は、ヒスタミンと一緒

に摂取することで、ヒスタミン解毒酵素の阻害や

ヒスタミンの腸管吸収を促進し、ヒスタミンの作

用を増強させるといわれている 3)。

食品中の不揮発性腐敗アミン類の分析法は、従

来から高速液体クロマトグラフ (HPLC) 法 4)が

利用されているが、この方法は前処理操作が煩雑

で、迅速性に欠ける。食中毒発生時には、迅速な

原因究明と被害拡大防止が求められるため、近

年、高感度かつ高選択性を有する液体クロマトグ

ラフタンデム質量分析計 (LC-MS/MS) を用い
た分析法が報告されている 5,6)。今回、当センター

でも LC-MS/MS による不揮発性腐敗アミン類の
一斉分析法を検討し、県内流通食品について調査

を行ったので、その概要を報告する。

2. 方法

2.1 標準品

ヒスタミン二塩酸塩、トリプタミン及びフェネ

チルアミン（2-フェニルエチルアミン）は富士フ
イルム和光純薬製、チラミン塩酸塩、カダベリン

二塩酸塩、プトレシン二塩酸塩及びスペルミジン

三塩酸塩はナカライテスク製、アグマチン硫酸塩

は東京化成工業製を使用した。各標準品を 0.1 M
塩酸に溶解し、標準原液（1 mg/mL）としたのち、
各標準原液を 1 mL ずつ混合し、0.1 M 塩酸で 10
mL に定容して混合標準溶液（100 µg/mL）を調
製した。

2.2 添加回収試験

添加回収試験の試料はマグロ刺身、焼き塩サ

バ、魚醤を粉砕・均一化して用いた。CODEX 委
員会のヒスタミン基準値 3)を参考に、混合標準溶

液を、マグロ刺身と焼き塩サバは 100 µg/g（品
質基準）、魚醤は 400 µg/g（魚醤の衛生基準）
となるよう添加し、添加回収試験（n＝3）を行っ
た。

2.3 県内流通食品試料

試料は、令和 3 年度に秋田県内で流通していた
マグロ刺身、カツオたたき、ブリ刺身、焼き塩サ

バ、しめサバ、サバ水煮缶詰、マグロ水煮缶詰、

カツオ油漬缶詰、焼きサンマ、サンマ味噌煮、魚

醤 5種（県内製造のしょっつる、A～E とする）
を粉砕・均一化して用いた。

2.4 前処理法及び測定条件

試料の前処理法を図 1 に、LC-MS/MS の測定条
件を表 1 に、イオン化条件を表 2に示す。なお、
一部のアミン類はガラスに吸着する 5)ため、ガラ

ス製の器具やバイアルは直接使用しないように

した。

図 1 前処理法

試料1.0 g
20 %トリクロロ酢酸 5 mL

振とう 1 min

定容 50 mL 超純水

分取 250 µL（魚醤は62.5 µL）

試験溶液 100,000 倍（魚醤は400,000 倍）希釈

ろ過 5Aろ紙

ろ液 残渣とろ紙を超純水で反復洗浄

定容 50 mL 超純水

分取 100 µL
アセトニトリル 900 µL

遠心分離 10,000 rpm 5 min 10℃

上清

*1 生活環境部生活衛生課
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表 1 測定条件

表 2 ＭＲＭ条件

3. 結果及び考察

3.1 検量線及び定量下限

0.1 ng/mL～25 ng/mL の範囲（8 点）で、ピー
ク面積による絶対検量線を作成した。スペルミジ

ンを除き良好な直線性（相関係数 0.999 以上）で
あり、スペルミジンは相関係数 0.975 であった。
また、食品中に残留する農薬等に関する試験法

の妥当性評価ガイドライン 7)に示されている定

量下限の指標を参考に、ピークの S/N 比を求め
た。トリプタミン、チラミン、フェネチルアミン、

ヒスタミン、アグマチン、カダベリンの 6成分は
0.1 ng/mL～0.25 ng/mL から S/N 比≧10 を満たし
ていた。プトレシン及びスペルミジンは 2.5
ng/mL から S/N 比≧10 を満たし、S/N 比≧3を満
たすのはプトレシンは 0.5 ng/mL から、スペルミ
ジンは 1.0 ng/mL からであった。

3.2 添加回収試験

3.1の結果から、プトレシン及びスペルミジン
を除く6成分について、各試料の添加回収試験を
実施した。結果を表3に示す。各試料の回収率は6
成分すべてが75～119 %であり、良好であった。

QTRAP4500（AB SCIEX）
Atlantis HILIC Silica （2.1 mm i.d.×150 mm, 3 µm）
A液（超純水：ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ：ﾒﾀﾉｰﾙ＝95：4：1混液）
B液（0.2 %ぎ酸, 60 mMぎ酸ｱﾝﾓﾆｳﾑ含有,超純水

：ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ：ﾒﾀﾉｰﾙ＝30：56：14混液）
B液：100 %（0 min）→100 %（2 min）→54 %

（3 min）→54 %（5 min）→0 %（6 min）
→0 %（10 min） →100 %（11 min）→
100 %（25 min）

0.3 mL/min
40 ℃
5 µL
ESI（+）
Scheduled MRM
500 ℃
5000 V

LC-MS/MS装置
カラム
移動相

グラジエント条件

流 速
カラム温度
注入量
イオン化法
測定モード
イオン源温度
イオン源電圧

成分名
定量イオン
（m/z）

定性イオン
（m/z）

トリプタミン
チラミン
フェネチルアミン
ヒスタミン
アグマチン
カダベリン
プトレシン
スペルミジン

161.0>144.1
138.0>121.0
122.0>105.0
112.0>  95.0
131.0>  72.0
103.0>  86.0

89.0>  72.0
146.1>  72.0

161.0>117.0
138.0>  77.0
122.0>  77.0
112.0>  68.0
131.0>114.0
103.0>  69.0

89.0>  54.9
146.1>112.0
（保持時間順）

表 3 添加回収試験結果（平均回収率（％）、n=3）

相対標準偏差は魚醤試料のアグマチン及びカダ

ベリンがやや高い結果となったが、概ね良好な結

果が得られた。なお、ブランク試料から微量検出

された場合は差し引いて回収率を算出した。

検討の際、回収率が変動することがあり、カラ

ムに試料中のナトリウムイオン等の夾雑物が残

存していることが懸念された。そのため、試料を

測定後、超純水20 µLを注入し、B液：0 %（0 min）
→0 %（54 min）→100 %（55 min）→100 %（70 min）
の条件でカラム内を洗浄し、その後平衡とピーク

強度の確認として、1.0 ng/mL標準液を2回（魚醤
は3回）繰り返し測定してから次の試料を測定す
ることで、測定結果が安定した。

3.3 県内流通食品試料

県内流通食品試料の結果を表 4に示す。ほとん
どが定量下限値未満で、検出された試料は魚醤 2
種のみであり、CODEX 委員会のヒスタミン基準
値である魚醤の衛生基準 40 mg/100 g と比較し
て十分に低い濃度であった。魚醤 A はヒスタミ
ン中毒を起こす魚類としてファクトシート 3)に

記載のあるイワシ及びサンマが原材料に含まれ、

魚醤 B は魚種を特定しない魚という原材料表記
であった。魚醤 C～E はファクトシート 3)に記載

のないハタハタ、真鱈、ワカサギをそれぞれ原材

料としていた。基準値と比較して問題のない濃度

であったものの、魚種の違いがヒスタミン濃度の

違いにつながったと示唆された。

（ ）内は相対標準偏差（%）

試 料
成 分

マグロ
刺身

焼き
塩サバ

魚醤

トリプタミン
92.6
（2.6）

91.6
（5.0）

74.5
（2.1）

チラミン
85.6
（2.5）

100.3
（7.2）

83.0
（2.9）

フェネチルアミン
96.1
（2.8）

109.9
（4.1）

91.0
（2.7）

ヒスタミン
107.1
（2.9）

108.7
（3.4）

86.0
（1.5）

アグマチン
109.4
（4.1）

112.9
（4.8）

91.9
（13.5）

カダベリン
113.1
（6.0）

119.4
（3.7）

106.1
（15.4）
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表 4 県内流通食品試料の結果（mg/100g）

試 料
成 分

マグロ
刺身

カツオ
たたき

ブリ
刺身

焼き
塩サバ

しめ
サバ

サバ
水煮

マグロ
水煮

カツオ
油漬

焼き
サンマ

サンマ
味噌煮

魚醤A 魚醤B 魚醤C 魚醤D 魚醤E

トリプタミン － － － － － － － － － － － － － － －

チラミン － － － － － － － － － － － － － － －

フェネチルアミン － － － － － － － － － － － － － － －

ヒスタミン － － － － － － － － － － 6.2 5.8 － － －

アグマチン － － － － － － － － － － － － － － －

カダベリン － － － － － － － － － － － － － － －

－は定量下限値未満

4. まとめ

ヒスタミン、チラミン等 6 成分について、
LC-MS/MS 法による一斉分析法を検討した。アグ
マチン及びカダベリンは、魚醤ではばらつきがみ

られるものの、概ね良好な結果が得られ、本分析

法は食中毒発生時の分析として十分に適用でき

ると考えられる。プトレシン及びスペルミジンの

2 成分は定性のみ可能で、高濃度であれば定量で
きる可能性が示唆された。

また、今回調査した県内流通食品はすべて、

CODEX委員会のヒスタミン基準値を超えるもの
はなかった。今後も食中毒の原因究明のための分

析体制の整備に努めていきたい。
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令和 3 年度公共用水域水質調査事業 

十和田湖の水質調査結果～令和 3 年 6 月の調査結果に関する一考～ 

 

鈴木大志  生魚利治 

 

 

1. はじめに 

 十和田湖は、青森・秋田両県にまたがる面積

61 km2、最大水深 327 m の二重カルデラ湖であ

る。貧栄養湖で生活環境項目に関する水質環境

基準の類型として湖沼 AA（COD 1.0 mg/L 以下）

が当てはめられている。両県では、毎年 4 月か

ら 11 月までの年 8 回、湖内 9 地点の各表層及び

水深 5 m における水質のモニタリング及び定点

における年 4 回の定点層別調査を分担して実施

している（図 1）。 

 

図 1 十和田湖の水質調査地点 

 

 近年、湖心の COD は全層平均 75%値で 1.5 mg/L

前後と依然として環境基準値を超過している。

一方で湖心の透明度は「十和田湖水質・生態系

改善行動指針（平成 13 年 8 月策定）」で定める

改善目標値（年平均値 12 m）を上回るなど、上

昇傾向である 1)。しかし、令和 3 年 6 月の調査

では、例年は青色味がかった湖面の色相が、緑

色味がかかった色相に変化するなど、例年の十

和田湖とは異なる水質状況が観測された。 

 そこで本報告では、COD、透明度、その他の

項目について直近 5 年間の経月変化をまとめ、

令和 3 年 6 月の水質調査結果について考察した

ので報告する。  

2. 方法 

青森・秋田両県が実施した、平成 28 年から令

和 3 年までの公共用水域水質測定結果を用いて

湖心の水質の経月変化の推移を比較した。また、

水深別の水質の状況を検証するため、令和 3 年

の定点層別調査結果を用いて湖内鉛直方向の水

質の経月変化を比較した。測定項目とその分析

方法は表 2 のとおりである。  
 

表 2 測定項目及び分析方法 

項目 分析方法  

COD JIS K0102 の 17 KMnO4 酸化法（100℃） 

透明度  海洋観測指針（透明度板）  

SS 環境省告示第 59 号 付表 9 

Chl-a 海洋観測指針（吸光法）  

NH4-N JIS K0102 の 42.6 流れ分析法  

NO3-N、NO2-N JIS K0102 の 43.2.6 流れ分析法  

PO4-P JIS K0102 の 46.1.4 流れ分析法  

水温  ﾒﾓﾘｰ水温深度計（JFE ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ社製）  

  
3. 結果と考察 

3.1 経月変化について 

3.1.1 COD 

 湖心の COD（全層平均）の経月変化を図 2 に

示す。令和 3 年は、4 月が 1.2 mg/L、5 月が 1.0 mg/L

と直近 5 年間の同月と同程度の値であった。一

方で、6 月が 2.4 mg/L と直近 5 年間の同月と比

較して著しく高い値を示した。COD は水中の有

機物量の指標となるため、6 月は水中の有機物

量が急増したと考えられる。7 月以降は、7 月が

2.0 mg/L、8 月が 1.6 mg/L と低下傾向が見られた

ものの、8 月以降は 1.6～1.8 mg/L の範囲で推移

しており、直近 5 年間の同月と比較すると 0.3～

0.5 mg/L 程度高い値となった。令和 3 年の湖心

の全層平均 75 %値は 1.8 mg/L となり、直近 5 年

間の平均 1.4 mg/L よりも高い値となった。これ

は、6 月に急上昇した水中の有機物が 7 月以降

にも影響したためと考えられた。  

定点  
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図 2 湖心の COD（全層平均）の経月変化 

 

図 3 湖心の透明度の経月変化  

 

図 4 湖心表層の Chl-a の経月変化 

※白抜きプロットは定量下限値未満であることを示す。  

 

3.1.2 透明度 

 湖心の透明度の経月変化を図 3 に示す。令和 3

年は、4 月が 12.4 m、5 月が 12.6 m と直近 5 年の

同月と比較して 2 m 程度高い値を示した。一方、

6 月が 5.0 m と直近 5 年間の同月と比較して著し

く低い値となった。透明度は、水中の粒子量が多

いことで低下するため、6 月は湖内の粒子量が増

加したものと考えられる。7 月は 11.5 m と例年

並みまで上昇し、8 月以降は 14 m 前後とやや高

い値で推移した。令和 3 年の平均値は 12.1 m と

改善目標値である 12 m 以上を達成し、通年で見

ると透明度は高い年であった。  

 

3.1.3 SS 

 湖心表層及び水深 5 m の SS（0.6 µm 以上）は、

平成 28 年から令和 3 年まで、全ての月で定量下

限値（1 mg/L）未満であった。このため、令和 3

年 6 月の COD 上昇及び透明度の低下について、

SS との相関は不明である。  

 

3.1.4 Chl-a 

 湖心表層の Chl-a の経月変化を図 4 に示す。植  

 

図 5 顕微鏡で観察されたウログレナ属 

 

物プランクトン量の指標である Chl-a は、令和 3

年 4 月及び 5 月はそれぞれ 1.6 µg/L、0.4 µg/L と、

各月の例年値と比較して低い値を示した。6 月は

4.6 µg/L と直近 5 年間の同月と比較して約 4 倍と

著しく高い値を示した。7 月以降は、例年並みの

値まで低下し、7 月～11 月は 0.3～0.9 µg/L の範

囲で推移した。年によって差はあるものの、例年、

4 月は他月と比較して相対的に高い傾向にあり、

直近 5 年間は 4 月から 6 月にかけて概ね減少する

傾向が見られた。このことから、令和 3 年 6 月の

Chl-a 濃度は特異的に高い値であり、植物プラン

クトンの突発的な増殖が考えられた。  

 令和 3 年 6 月の湖水（表層及び水深 5 m）を顕 
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 NH4-N  

 

 

 NO3-N  

 

 

 NO2-N  

 

 

 PO4-P  

 

 

図 6 湖心表層の Chl-a 及び栄養塩類の経月変化 

※白抜きプロットは各項目の定量下限値未満であることを示す。  

 
図 7 定点の層別 NO3-N 濃度の季節変化（R3） 

※白抜きプロットは定量下限値未満であることを示す。 

 
図 8 定点の層別水温の季節変化（R3） 

 

微鏡で観察したところ、黄色鞭毛藻綱のウログレ

ナ属（Uroglena sp.）が確認された（図 5）。ウロ

グレナ属は春から初夏に水温が 20 ℃程度にな

ると特に増えるとされており 2)、6 月の特異的な

COD 上昇及び透明度の低下は、ウログレナ属の

突発的な増殖に起因する可能性が高いと考えら

れた。  

 

3.2 ウログレナ属の増殖に関する考察 

3.2.1 栄養塩類と Chl-a の関係性について  

 湖心表層の栄養塩類（NH4-N、NO2-N、NO3-N、

PO4-P）の経月変化を図 6 に示す。植物プランク

トンの増殖に関与する各栄養塩の濃度は、

NH4-N、NO2-N 及び PO4-P はほとんどの月で報告

下限値未満であるため経月の変化については把

握できないものの、NO3-N は例年ほぼ同様の傾

向を示し、4 月が最も高く、5 月、6 月と減少し 7

月以降ほぼ報告下限値未満となる。この傾向は

Chl-a の経月変化と類似していた。  

定点の層別調査結果（図 7）を見ると、5 月は

表層から水深 85 m まで NO3-N 濃度は均一であ

る。一方で、6 月から 9 月にかけては表層から水

深 30 m までの NO3-N はほぼ検出されず、水深

50 m から 85 m までは 0.02～0.07 mg/L 程度と表

層付近の濃度と比べて高い濃度で検出され、月の

経過とともに濃度は上昇する。NO3-N は、降水

や周辺沢水から流入する他、有機物の分解により

生成する。表層付近は植物プランクトンにより消

費され濃度が低下する一方で、50 m 以深では光

が届かないため植物プランクトンにより消費さ

れないことから濃度が上昇するものと考えられ

る。また、十和田湖では図 8 のとおり例年 6 月頃

から水温躍層が形成され停滞期となるため、湖水

の鉛直方向の循環は停滞するが、秋の循環期を終

えると下層部から表層部へ NO3-N が供給され、4

月から 6 月の植物プランクトンの増殖に利用さ

れると考えられる。この機構は、PO4-P について

も同様であると考えられるが、濃度レベルが低い

ため把握には至っていない。  

例年 6 月の表層部は、栄養塩類が不足すること

で植物プランクトンの増殖も抑制されるものと

考えられることから、令和 3 年 6 月に発生したウ
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ログレナ類の増殖は、直前に何らかの形で表層部

に栄養塩類の流入があったと考えられる。  

 

3.2.2 調査日直近の気象状況及びその影響につ

いて 

表層部に栄養塩類の流入する要因を調べるた

め、調査日（令和 3 年 6 月 15 日）直近の気象状

況を調べたところ、5 月 17 日から 6 月 3 日まで

の間にまとまった降雨が複数回確認された（図

9）。平成 17 年に十和田湖で実施された降雨時流

入河川負荷量調査では、窒素及びリンの全流入量

に占める洪水期間の割合を、T-N が全流入量の

87%、NO3-N が 70%、T-P が 92%、PO4-P が 38%

としている 3)。令和 3 年も、複数回のまとまった

降雨により、湖内へ直接又は周辺沢水を経由して

栄養塩類が供給されたものと考えられる。また、

まとまった降雨のあった 6 月 3 日以降は、好天気

が続き日照量が多く（図 10）、気温も平年と比

べて高い日が続いたため（図 11）、水温が上昇

しウログレナ属の増殖に適した条件が揃ったも

のと考えられる。 

 

5. まとめ 

 令和 3 年の十和田湖の水質は、6 月を除き、お

おむね例年並みの結果であった。  

 6 月は COD の上昇及び透明度の低下が顕著で

あった。これは、ウログレナ属が増殖したことに

よるものと推察された。この増殖の要因は、まと

まった降雨による表層付近の栄養塩類の濃度上

昇及びその後の好天が続いたことと考えられた

が、各項目の実測値には反映されておらず検証は

できていない。降雨直後の湖水中の栄養塩類の濃

度把握は今後の課題である。  

なお、ウログレナ属の増殖は平成 3 年等、過去

にも観察された記録がある 4)ことから、十和田湖

では稀に起こる現象と考えられる。今後も一定の

条件が満たされることで、ウログレナ属が突発的

に増殖し、これに伴う COD の上昇及び透明度の

低下が起こる可能性が考えられる。  

今後も水質データを蓄積し、長期的な変化だけ

ではなく、突発的な変化についても検証を重ね、

十和田湖の水質改善につなげることが重要と考

える。  

 

 

 

図 9 日別の降水量（休屋） 

 

 

図 10 日別の日照時間（休屋） 

 

 

図 11 日別の平均気温（休屋）  
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令和 4 年度秋田県保健環境業務研究発表会抄録

秋田県で検出された SARS-CoV-2 のゲノム解析結果について

樫尾拓子 伊藤佑歩 鈴木純恵 柴田ちひろ 藤谷陽子 秋野和華子 斎藤博之

1. はじめに

新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）は 2019
年 12月に中国で初めて確認されて以降、世界中
に感染が拡大し、その過程で様々な変異が生じ

ている。当センターでは国からの通知に基づき 1, 2）、

変異株の発生状況の把握や早期探知を目的とし

て変異株スクリーニング検査を行うとともにゲ

ノム解析を実施してきた。

今回、得られたゲノム解析のデータからハプ

ロタイプ・ネットワーク図を作成し、疫学情報と

合わせて、秋田県における SARS-CoV-2 の分子
疫学解析結果をまとめたので報告する。

2. 対象と方法

2.1 対象

2020 年 11月から 2022年 8 月に、当センター
でリアルタイム PCR により SARS-CoV-2 遺伝

子が検出された 3,922検体のうち、Ct 値 30 以下
であった中から、クラスターや発生地域等を考

慮して抽出した 421 検体を対象とした。

2.2 方法

2.2.1 系統分類

2020 年 11月 24 日から 2021 年 8 月 19 日まで
の 184検体については国立感染症研究所に、2021
年 8 月 20 日から 2021 年 12 月 1 日までの 32 検
体についてはユーロフィンジェノミクス株式会

社に、ゲノム配列の確定（次世代シークエンス解

析）及び系統分類を依頼した。2021 年 12 月 2日
以降の 205 検体については（株）ビー･エム･エ
ルにゲノム配列の確定を依頼し、得られたデー

タを基に「ARTIC-N1法による SARS-CoV-2ゲノ
ム解析のための Web アプリケーション（感染研
病原体ゲノム解析研究センター第 3 室）」によ
り当センターで系統分類を行った。

2.2.2 ハプロタイプ・ネットワーク図

次世代シークエンスで得られた Fastaファイル
から上記Webアプリケーションで SNV.phyファイ
ルを作成し、PopART version 1.73）を用いてネッ

トワーク図を作成した。

表 1 系統分類

図 1 系統分類・月別検出数

Pango系統 B.1.1.214 B.1.1.284 R1 B.1.1.7 B.1.617.2 BA.1 BA.2 BA.4 BA.5 分類不能 解析不能 合計

検体数 8 4 54 56 86 101 70 8 25 1
WHOラベル － － － Alpha Delta Omicron

8 421
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3. 結果と考察

3.1 系統分類

解析を実施した 421 検体の結果を表 1 に、各
系統の月別検出数を図 1に示す。なお、各 Pango
系統は派生した亜系統も含めて表記した。県内

で検出された SARS-CoV-2 の系統が、時間の経
過とともに変化している様子が認められた。

3.2 ハプロタイプ・ネットワーク図

秋田県のハプロタイプ・ネットワーク図を図 2
に示す。

ハプロタイプ・ネットワーク解析に使用可能

な精度が得られた検体は 421 検体中 344 検体
（B.1.1.214 系統 8 検体、B.1.1.284 系統 3 検体、
R.1 系統 46 検体、アルファ株 49 検体、デルタ株
46 検体、オミクロン株 192 検体）であり、その
結果は各系統に大きく分けられた。以降、系統ご

とに詳細を示す。

3.2.1 B.1.1.214 系統、B.1.1.284 系統（図 3）

この 2 つの系統は欧州系統（B.1.1.114）から
派生し、全国的には第 2 波（B.1.1.284）、第 3 波
（B.1.1.214）の主流系統とされる 4）。県内では

2020 年 11月から 2021 年 1 月にかけて検出され
ていた。この間、約 2 週間の差でクラスターA
（県央部から県北部）、B（県南部）が発生した
が、両者は系統が異なっており、それぞれ別の流

入経路があったと考えられる。

3.2.2 R.1 系統（図 4）

E484K 変異を有し、主に東日本を中心に報告
された系統で、県内では 2021 年 1 月から 6 月に
かけて検出されていた。クラスターC、D、E、F
は県央部と県南部の 2 保健所管内でほぼ同時期
に起きていたが、その配列は異なっておりクラ

スター間の直接的な繋がりの可能性は低いもの

と思われた。

3.2.3 アルファ株：B.1.1.7 系統（図 5）

N501Y変異を有するアルファ株（B.1.1.7系統）
は 2021 年 3 月から 8 月にかけて検出された。こ
の中で、矢印①で示した集団には 6 月下旬に発
生した複数の保健所にまたがるイベントクラス

ターG と、同時期に県央部の飲食店街で発生し
たクラスターH から採取された検体が含まれ

た。このことから、2 つのクラスターは同一の感
染源、もしくはどちらかから派生したクラスタ

ーであった可能性が示唆された。また、グルー

プ 1 は 7 月中旬から下旬に、県南部の同一保健
所管内において発生した散発事例で採取された

検体の集団（6 検体）である。当時はそれぞれの
関連性は把握されていなかったが、今回の解析

により何らかの感染リンクがあったものと推察

された。

3.2.4 デルタ株：B.1.617.2 系統（図 6）

L452R を有するデルタ株（B.1.617.2 系統）は
2021 年 7 月から 12 月にかけて検出されていた。
クラスター I は県北部の事業所で発生したもの
であり、ほぼ同時期に県央部（矢印②、③）と

県南部（矢印④）の保健所管内で散発事例とし

て採取された検体とゲノム上近い関係に

あった。散発事例は疫学調査の結果から明らか

に県外で感染したものと判断され、8 月上旬は
ゲノム上近縁の株が様々なルートから流入して

いたものと考えられる。

3.2.5 オミクロン株：BA.1 系統、BA.2 系統、

BA.4 系統、BA.5 系統（図 7）

G339D を有するオミクロン株は 2022 年 1 月
から現在まで長期にわたって検出されてい

る。ネットワーク図では大きく 4 つに分けられ、
BA.2 系統、BA.4 系統、BA.5 系統はゲノム上近
い関係であることが分かる。県内で初めて検出

された矢印⑤、2 番目に検出された矢印⑥は、県
北部の別の保健所管内で採取され、その差はわ

ずか 2 日であったが、それぞれ BA.1 の別の亜系
統に属しており、異なった経路から流入してき

たことが示唆される。

BA.2系統は 1月に県南部で初めて確認された
が（グループ 2）、1 週間あまりで検出されなく
なった。1 月は、県全体で見てもこのグループ以
外に BA.2 系統は確認されておらず、BA.1 系統
のみが検出されていた。このことから、グループ

2 は他事例と全く異なる感染リンクがあったも
のと考えられる。次に BA.2 系統が確認されたの
は 3 月上旬で、その後 7 月まで検出が続いてい
た。BA.4 系統は 7月上旬から下旬の短期間のみ
検出された。BA.5系統は 6 月下旬から検出され
始め、7 月 23 日以降は全てこの系統であった。
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図 2 ハプロタイプ・ネットワーク図（全検体）

図 3 B.1.1.214 系統，B.1.1.284 系統 図 4 R.1 系統

図 5 アルファ株
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4. まとめ

今回、分子疫学解析を行うことで、検体採取

当時には感染リンクが不明だった事例同士の

つながりや関連性を見出すことができた。しか

しながら、ゲノム解析は時間を要し、検体につい

ても通常のリアルタイム PCRと比較して制約が
ある。従って、変異株の大まかな動向を捉える

ための迅速なリアルタイム PCRによるスクリー
ニング検査と、感染リンクの推定や変異株の

詳細な系統分類把握等を目的としたゲノム解析

を並行して実施することが重要と考える。今後

も解析を行いながら保健所等と情報を共有する

ことで、秋田県の感染症対策に貢献できるよう

努めたい。
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疫学調査について（要請）」（令和 2 年 11
月 11 日付け健感発 1111 第 1号）

2) 「新型コロナウイルス感染症の積極的疫学調
査におけるゲノム解析及び変異株 PCR検
査について（要請）」（令和 3 年 2 月 5日付
け健感発 205 第 4号）

3) Leigh J.W., Bryant D. PopART : Full-feature
software for haplotype network construction.Methods
Ecol. Evol., 6, 2015, 1110-1116.

4) 国立感染症研究所病原体ゲノム解析研究セ
ンター ,他：新型コロナウイルス SARS-CoV-2
ゲノム情報による分子疫学調査（2021 年 1月
14 日現在）, 病原微生物検出情報, 42,3, 2021,
61-64.

図 6 デルタ株

図 7 オミクロン株
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令和 4 年度秋田県保健環境業務研究発表会抄録 

 
平成 28 年度～令和 3 年度の食品収去検査における 

理化学検査結果について 
 

菅野さくら  小川千春  中村淳子   

 

 

1. はじめに 

 秋田県では、県内に流通する食品の安全性を

確保するため、食品衛生法に基づく食品衛生監

視指導計画を策定し、食品等の収去検査や食品

関連事業者への監視指導を実施している。当セ

ンターは県内全域（秋田市を除く。）から収去

された食品等に対する試験検査（以下「食品収

去検査」という。）を担当しており、その結果

は食品監視指導のための判断材料となってい

る。今回は、平成 28 年度から令和 3 年度に実施 

した食品収去検査について理化学検査（残留農  

薬検査を除く。）の結果をまとめたので報告する。 

 

2. 方法 

2.1 検査対象及び検査項目 

平成 28 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日の

期間に、秋田県内において流通している食品等

（食品、食品添加物及び器具・容器包装）に対

し、合計 32 項目の検査を実施した（表 1、2）。 

 

2.2 検査方法 

当センターの標準作業書に基づいて実施した。

3．検査実績 

3.1 検体数及び検査件数（検査項目数）の推移  

対象期間に実施した理化学検査は、合計 990

検体 2,708 件であった。検体数及び検査件数は減

少傾向にあるが、特に令和 2 年度及び令和 3 年 

度は新型コロナウイルス感染症の拡大により収

去検査が一時中止となったことの影響を受け、

当初の計画数よりも大きく減少した（表 3）。  

表 1．食品等の検査対象 

分類 種類 

魚介類及びその加工品 魚肉練り製品 

珍味 

つくだ煮 

飯ずし 

肉卵類及びその加工品 食肉製品 

マヨネーズ 

乳・乳製品・氷菓 牛乳 

乳製品 

氷菓 

農産物等及びその加工

品 

生めん 

きりたんぽ 

漬物 

野菜加工品 

生あん 

菓子類 生菓子 

飲料 清涼飲料水 

調味料・そうざい しょう油 

みそ 

真空そうざい 

食品添加物 ケイソウ土 

重曹 

器具・容器包装 はし 

合計 22 種類 

表 2．検査項目（成分規格及び食品添加物） 

成分規格  食品添加物 

乳固形分 

無脂乳固形分 

乳脂肪分 

比重 

酸度 

水分含量 

シアン化合物 
pH 

ヒ素 

鉛 

重金属 

パツリン 

液性 

強熱減量 

フッ化水素酸残留物 

水可溶物 

塩酸可溶物 

フェノール 

ホルムアルデヒド 

蒸発残留物 

乾燥減量 

水分活性 

 名称 用途 

 サッカリン Na 甘味料 

 ソルビン酸 

安息香酸 

パラオキシ安息香酸 

保存料 

 タール色素 

クチナシ色素 

銅葉緑素 

着色料 

 二酸化硫黄 漂白剤 

 プロピレングリコール 品質保持剤 

 亜硝酸根 発色剤 

 合計 10 項目 

 

 

合計 22 項目  

- 74 -



秋田県健康環境センター年報 第18号 2022 

   

 

3.2 違反及びその疑いがあった事例の概要 

食品の違反事例を、「基準違反事例」と表示違

反及びその疑いがあった事例（以下「表示に関

する事例」という。）の 2 通りに分類した。前者

は成分規格不適合及び食品添加物の使用基準超

過の場合とし、後者は検査結果と表示内容が異

なった場合とした。対象期間に見られた基準違

反事例は、2 検体 3 件であった。その内訳は、

成分規格を満たさなかった食品が 2 検体 2 件、

食品添加物の使用基準を超過した食品が 1 検体

1 件であった（表 4）。これらの食品は検査の結

果を踏まえ、管轄保健所の指導により適切に処

理された。一方、表示に関する事例は、21 検体

24 件であった。なお、表示がなく検出された食

品添加物で使用基準を超過していたものはなか

った。  

表 3．検体数及び検査件数の推移 

 H28 H29 H30 R1 R2 R3 合計 

計画検体数  207 206 185 168 154 137 1,057 

実績 201 198 180 167 131 113   990 

増減 ▲6 ▲8 ▲5 ▲1 ▲23 ▲24 ▲67 

        

 H28 H29 H30 R1 R2 R3 合計 

計画検査件数  558 552 485 453 422 394 2,864 

実績 542 531 476 449 381 329 2,708 

増減 ▲16 ▲21 ▲9 ▲4 ▲41 ▲65 ▲156 

表 5．表示に関する事例の内容 

         検査項目  

 

 

 

 

 

食品の種類  

食品添加物  成分規格  食  

品  

別  

 

事  

例  

発  

生  

件  

数  

c 
･･ 

d 
･･ 

c/d 
･･ 

サ  

ッ  

カ  

リ  

ン  

Na 

ソ  

ル  

ビ  

ン  

酸  

タ  

―  

ル  

色  

素  

そ  

の  

他  

無  

脂  

乳  

固  

形  

分  

乳  

脂  

肪  

分  

事  

例  

発  

生  

検  

体  

数  

検  

体  

数  

食  

品  

別  

事  

例  

発  

生  

率  

（%） 

漬物  7  4    11 11 173 6.4 

牛乳・乳製品      5 4 9 6 136 4.4 

生菓子   1     1 1 56 1.8 

つくだ煮   1     1 1 49 2.0 

その他     2   2 2 576 0.3 

a：検査項目別 事例発生件数  7 2 4 2 5 4 24 21 990 2.1 

b：検査件数  386 394 237 1,467 132 92 2,708 －  －  －  

a/b：検査項目別 事例発生率(%) 1.8 0.5 1.7 0.1 3.8 4.3 0.9 －  －  －  

表 4．基準違反の内容 

違反の 

種類  
違反検体  検査項目  用途  

違反の  

発生理由  

成  

分  

規  

格  

不  

適  

合  

アイスクリーム 乳脂肪分 －  
原材料の  

配合ミス  

生あん  

シアン化合物 

（青酸配糖体） 
－  

製造方法が 

不適切 

添  

加  

物  

使 

用 

基 

準 

超 

過 

二酸化硫黄 漂白剤 
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 次に、表示に関する事例の発生件数を検査項

目別に比較すると、食品添加物が半数以上を占

めた。サッカリン Na とタール色素はいずれも漬

物で、ソルビン酸は、生菓子とつくだ煮におい

て事例が発生した（表 5）。  

 各保健所の調査によると、これらの事例が発

生した理由としては、ラベルの印字ミスや使用

した添加物を表示することを認識していなかっ

たものが多かった。原材料の製造のために使用

されていた添加物を表示していなかった事例で

は、後日、事業者に対して適切に表示するよう

指導があり、改善された。そのほか、検査によ

って表示にない添加物が微量検出されたが、別

製品と同じ製造ラインで製造したことによるコ

ンタミネーション（汚染）が原因とされたもの

もあった。  

 

4．考察 

対象期間に発生した違反及びその疑い事例

は、全収去検体数の 2.3％（基準違反事例 0.2％、

表示に関する事例 2.1％）であり、前回の報告 1）

（平成 22 年度～27 年度）と比較したところ減少

（6.7％→2.3％）した。 

事例発生率が高い食品は、漬物であった。本

県では、令和 3 年 6 月以前においては、漬物製

造業は許可制ではなかった。そのため、個人で

も比較的起業しやすく、多くの事業者において

食品添加物の使用及び表示に関する認識が不足

していた可能性が高いと考えられる。漬物は種

類によって使用可能な添加物及び使用基準が異

なるため、製造にあたってはそれらを正しく認

識することが重要である。  

食品衛生法の改正により、令和 3 年 6 月から  

原則として全ての食品等事業者に対し て  

HACCP 2）に沿った衛生管理が求められるように

なった。HACCP は食品の製造工程における危害

要因を特定し、そのリスク低減のため、特に重

要な工程を管理する衛生管理手法である。事業

者がこの考え方を取り入れた作業マニュアルを

整備し、適切な方法で食品を製造することで、

今回のような基準違反事例の発生を防ぎ、安全

な食品を安定的に供給できると考えられる。ま

た、化学的危害要因の一つである食品添加物の

使用工程が管理されることにより、添加量の誤

りや使用予定のない添加物の混入を防ぐことも

期待される。  

 

参考文献 

1) 小川千春他: 平成 22 年度～27 年度の食品収

去検査における理化学検査結果について，秋田

県健康環境センター年報，12，2016，47-48． 

2) 厚生労働省:食品製造における HACCP 入門

のための手引書. URL.https://www.mhlw.go.jp/stf

/seisakunitsuite/bunya/0000098735.html [accessed

 December 27, 2022].
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1．学会発表 

1.1 筆頭発表 

 

秋田県内の環境水及び市販食品における

Escherichia albertii の検出状況 

 

今野貴之  髙橋志保  伊藤佑歩  

 

第 43 回日本食品微生物学会学術総会  

2022 年 9 月 東京都  

 

 秋田県内の環境及び食品における Escherichia 

albertii の汚染実態を把握するため、河川等の環

境水、食肉や野菜類といった市販食品からの E. 

albertii の検出を試みた。real-time PCR で陽性と

なったのは環境水 53 検体中 16 件で、その内 10

件から計 14 株が分離された。食肉ではトリ由来

106 検体中 3 件及びブタ由来 97 検体中 8 件、野

菜類では葉菜類 309 検体中 4 品目 8 件、果菜類

23 検体中 1 件で real-time PCR が陽性となり、こ

れらのうち 12 検体から菌株が分離された。いず

れの菌株も生物型 3 に該当し、病原遺伝子とし

て eae 及び cdt が検出されたが、stx は検出され

なかった。O：H 抗原遺伝子型は、環境水由来

11 株、食品由来 10 株で決定でき、環境水由来

株で 9 種類、食肉由来株で 3 種類、野菜由来株

で 5 種類に分類された。本研究により、E. albertii

が環境水中に広く生息していることが示され

た。さらに、E. albertii による食品の汚染実態が

明らかとなり、食肉においてはトリ以外にブタ

からも本菌が検出されることを確認した。また、

野菜類においても本菌の汚染があることを示し

た。環境水由来株及び食品由来株においても主

要な生化学的性状やヒト由来株にみられる病原

遺伝子は保持されており、菌株の O：H 抗原遺

伝子型は多様であったが、多くはヒト由来株で

も確認されている型であった。これらの結果は、

今後、ヒトへの感染源や感染経路を考慮する上

で重要と考えられる。  

 

 

2016～2021 年における秋田県内の結核患者

について 

 

伊藤佑歩  髙橋志保  鈴木純恵  今野貴之 

第 18 回秋田県公衆衛生学会学術大会  

2022 年 11 月 秋田市 

 

 全国の結核罹患率は、2021 年に戦後初めて結

核低まん延国の指標である 10 を下回った。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症の流行に

よる受診控え等の影響も指摘されており、今後

の結核の発生状況には注意が必要である。そこ

で、2016 年から 2021 年の結核登録者情報調査

及び結核菌株の分子疫学解析から明らかとなっ

た県内の結核患者の特徴についてとりまとめ

た。 

 結核の新登録患者は、2016 年の 86 人から年

々減少し、2021 年は 46 人となった。2016-2018

年と 2019-2021 年を比較すると、30 代以下の若

年層の割合が低下し、2019 年以降は若年層のほ

とんどが外国籍患者であった。治療成績につい

ては、外国籍患者の半数が治療完了前に様々な

理由で国外転出していた。結核菌の遺伝系統に

ついては、2019-2021 年には北京型のうち、新興

型の割合が低下していた（14.1%：2016-2018 年、 

11.9%：2019-2021 年）。 

 県内では、新型コロナウイルス感染症流行下

の 2019-2021 年において、結核の新登録患者数

の減少、特に若年層の割合の減少が確認された。

行動制限による感染機会の減少や、受診控えが

影響した可能性がある。また、2019-2021 年にお

ける若年層患者の大部分は外国籍患者であった

が、2019 年以降に入国した患者は 1 名のみであ

り、限定的ではあるが入国制限等の水際対策も

影響した可能性が考えられた。  

 新興型は感染力・病原性が強いとされている。

特に、新興型の割合が高い 20 代、30 代は行動

範囲が広く、結核対策上重要である。ポストコ

ロナとなる今後は、行動制限や水際対策が緩和

され、若年層患者が再び増加する可能性がある

ため、外国籍患者の治療継続支援など、若年層

の結核患者への支援が重要になると考えられ

た。 

 

 

新型コロナウイルスが秋田県内の結核流行

状況に与えた影響について 

 

伊藤佑歩  髙橋志保  鈴木純恵  今野貴之 
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第 35 回秋田応用生命科学研究会  

2022 年 12 月 秋田市 

 

全国の結核罹患率は、2021 年に戦後初めて結

核低まん延国の指標である 10 を下回った。しか

しながら、新型コロナウイルス感染症（新型コ

ロナ）の流行による受診控え等の影響も指摘さ

れており、今後の結核の発生状況には注意が必

要である。そこで今回は、新型コロナが秋田県

内の結核流行状況に与えた影響を解析した。  

 新型コロナが流行する前の 2016-2018 年まで

は、人口 10 万人対比の結核罹患率は下げ止まり

していたが（▲3.9%）、新型コロナ流行後の

2019-2021 年には顕著に減少していた（▲

13.1%）。また、新型コロナ流行前後を比較する

と、流行後は 30 代以下の若年層の割合が低下

し、2019 年以降は若年層のほとんどが外国籍患

者であった。結核菌の遺伝系統については、30

代以下の 47.1%が Modern 型であり、外国籍患者

に限れば 80%が Modern 型だった。Modern 型は

他系統よりも感染力・病原性が強いとされてお

り、行動範囲が広い若年層で割合が高かったこ

とは、結核対策上の懸念である。ただし、新型

コロナ流行後には若年層の割合が低下してお

り、2019 年以降入国した人に限れば、外国籍患

者は 1 名のみだったことから、新型コロナ対策

に伴う入国制限や国内における移動制限が、結

核流行対策としても功を奏したと考えられた。

しかし、これらの施策はあくまで新型コロナの

対策として一時的に施行されたものであるた

め、ポストコロナとなる今後は、行動制限や水

際対策が緩和され、若年層患者が再び増加する

可能性がある。そのため、今後の結核流行状況

については、継続して注意が必要である。  

 

 

ウイルス性食中毒～原因物質指定から四半

世紀、予防対策の死角とは～ 

 

斎藤博之  

 

食の安全と安心フォーラム第 23 回 

2022 年 7 月 東京都  

 

1997 年にウイルスが食中毒原因物質に指定

されてから今年で 26 年目となる。この間、食品

関連事業者は行政の指導の下で予防対策に取り

組んできた。一方、毎年の食中毒統計を見ると、

食中毒患者数の約半分がウイルスを原因とした

ものであり、四半世紀にわたり 1 位の座にある。

1948 年に食品衛生法が施行されて以来、もっぱ

ら細菌・化学物質・自然毒を対象とした予防対

策が取られてきた。原因物質としては新顔に当

たるウイルスはこれらとは異なる性質のもので

あり、延長線上の対策では多くの死角が生じる

ことなる。今回はウイルス性食中毒の実態に焦

点を当てて、予防対策における問題点を掘り下

げてみたい。  

 

 

パンソルビン・トラップ法により食品検体

からノロウイルスが検出された食中毒 2 事

例 

 

斎藤博之  秋野和華子  野田衛*1  上間匡*1 

 

第 43 回日本食品微生物学会学術総会  

2022 年 9 月 東京都  

 

【目的】パンソルビン・トラップ法は、食品検

体からノロウイルス（NoV）を検出するための

実践的な手法である。2021 年 4 月と 2022 年 2

月に発生した食中毒事例において、本法を適用

したところ食品検体から NoV が検出され、原因

究明に資することができたので報告する。  

【材料と方法】事例 1 は、2021 年 4 月 11 日に

仏事の参加者の間で胃腸炎の集団発生が起こり、

昼食で提供された弁当が疑われたケース（喫食

者 58 人中 43 人発症）で、患者便 6 検体、調理

従事者便 5 検体、及び食品残品 10 検体を検査し

た。事例 2 は、2022 年 2 月 14 日に介護施設の

ショートステイ利用者の間で胃腸炎の集団発生

が起こり、給食が疑われたケース（喫食者 83

人中 30 人発症）で、患者便 10 検体、調理従事

者便 9 検体、及び保管検食 23 検体を検査した。 

【結果と考察】事例 1 では、患者便 6 検体全て

と、調理従事者 2 名の便、及び食品残品のサー

モン塩焼きから NoV-GII.2 が検出され、それぞ

れの塩基配列が一致した。  

事例 2 では、患者便 10 検体全てと、調理従事
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者 1 名の便、及び保管検食の魚の胡麻味噌かけ

に添えられた大根おろしから NoV-GII.4 が検出

され、それぞれの塩基配列が一致した。汚染量

は食品 1g 当たり 20 コピーであった。  

本法は食中毒の原因究明の手法として有用であ

り、保管検食よりも食品残品の方が盛り付けプ

ロセスを反映していることから、ウイルスを検

出できる可能性がより高くなるものと考えられ

た。 

 

*1：国立医薬品食品衛生研究所  

 

 

Availability study of PANtrap method to 

detect contamination of norovirus in 

food samples 

 

斎藤博之  秋野和華子  野田衛*1  上間匡*1 

 

第 69 回日本ウイルス学会学術集会  

2022 年 11 月 長崎市 

 

【目的】我々は、食品検体からノロウイルス

(NoV)を検出するための実践的な手法として、

パンソルビン・トラップ法（パントラ法）を開

発した。今回、実際の食中毒において本法を用

いることで、食品から NoV を検出することがで

きたケースを 3 事例経験したので報告する。  

【方法】事例 1 は 2020 年 1 月 25～27 日にかけ

て、介護老人保健施設の入所者・通所者・職員

の間で胃腸炎の集団発生が起こり、1 月 24 日の

昼食で提供された弁当が疑われたケース（喫食

者 84 人中 11 人発症）で、食品残品 12 品目を検

査した。事例 2 は 2021 年 4 月 11 日に仏事の参

加者の間で胃腸炎の集団発生が起こり、昼食で

提供された弁当が疑われたケース（喫食者 58

人中 43 人発症）で、食品残品 10 品目を検査し

た。事例 3 は、2022 年 2 月 14 日に介護施設の

ショートステイ利用者の間で胃腸炎の集団発生

が起こり、給食が疑われたケース（喫食者 83

人中 30 人発症）で、保管検食 23 品目を検査し

た。いずれのケースも患者と調理従事者の糞便

検査も合わせて実施し、検出されたウイルスの

遺伝子配列を比較した。  

【結果】事例 1 においては胡麻豆腐、鱈フライ、

チキンステーキガーリックトマトソースがけか

ら NoV-GII.2 が、事例 2 においてはサーモン塩

焼きから NoV-GII.2 が、事例 3 においては大根

おろしから NoV-GII.4 がそれぞれ検出された。

いずれのケースにおいても、患者と調理従事者

の糞便から検出された NoV と塩基配列が一致

した。  

【考察】事例 1 と事例 2 で NoV が検出された食

品は加熱調理されたものであったが、盛り付け

の過程においてウイルスが付着したものと推定

された。一方、事例 3 では調理直後に検食とし

て保管された検体が対象であったため、加熱調

理された食品からはウイルスは検出できず、非

加熱の大根おろしのみから検出された。パント

ラ法は、固体、液状、練り物、揚げ物といった

様々な形状の食品に対しても適用できることか

ら、食品を媒介とする健康被害の原因究明に幅

広く寄与できるものと考えられた。  

 

*1：国立医薬品食品衛生研究所  

 

 

新型コロナウイルスオミクロン株への対応

と県内での検出状況 

 

斎藤博之  秋野和華子  藤谷陽子   

樫尾拓子  柴田ちひろ  鈴木純恵  

 

秋田応用生命科学研究会第 35 回講演会  

2022 年 12 月 秋田市 

 

【目的】2020 年 2 月 14 日に本県で初めて新型

コロナウイルス (SARS-CoV-2)の検査が実施さ

れてから 2 年 9 カ月が経過し、これまで当セン

ターでは 24,091 検体を受け入れ、4,024 人から

SARS-CoV-2 が検出されている。とりわけ 2021

年 11 月 24 日に南アフリカから報告された変異

株であるオミクロン株は、BA.2 や BA.5 などの

亜系統に分かれながら第 6派と第 7派を形成し、

大流行をもたらした。今回の発表では、オミク

ロン株の県内での検出状況について総括してみ

たい。  

【方法】2022 年 1 月以降に新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）疑いで当センターに搬入さ

れた検体は咽頭拭い液、鼻腔拭い液、唾液など
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を合わせて 14,090 検体であり、この内 3,356 検

体から SARS-CoV-2 が検出されている。オミク

ロン株スクリーニング用として 2021 年 12 月 23

日に G339D 変異を検出する real-time PCR のプ

ロトコール（2 波長 TaqMan assay）が国立感染

症研究所から通知され、全国の地方衛生研究所

で使用されることになった。しかし、年末年始

のメーカー休業により試薬入手が困難な事態と

なったため、当面の対応としてもう一つのマー

カーである E484A 変異を検出するプロトコー

ル（allele specific primer assay）を当センターで

工夫した。以降、新しい亜系統が出現する都度、

S731LF（BA.2 用）、F486V（BA.4/5 用）、D3N

（BA.5 用）の変異検出系を構築し、オミクロン

株の動向を観察した。  

【結果と考察】供試した 3,356 検体の内、1 検

体がデルタ株、1,858 検体が BA.1、1,081 検体が

BA.2、13 検体が BA.4、377 検体が BA.5 に特徴

的なマーカー変異を有していた。27 検体はウイ

ルス量が少な過ぎたため判定できなかった。検

出状況を俯瞰すると、3～5 月にかけて BA.1 か

ら BA.2 への置き換わりが認められた。BA.5 は

6 月最終週に県内で初めて検出されたが、次の

週には全体の 8 割を占めるに至り、その後は完

全に置き換わった。現在、亜系統についてはさ

らに細かく枝分かれしているものの、あくまで

オミクロン株の中での分類であり、本来の意味

での変異株は 1 年以上出現していない。  

 

 

調理操作による農産物の残留農薬量の変化

について 

 

古井真理子  松渕亜希子   

珍田尚俊  藤井愛実*1 

 

第 59 回全国化学技術協議会年会  

2022 年 10 月 神奈川県川崎市  

 

【目的】農産物中の残留農薬濃度は、基本的に

洗浄や剥皮等の下処理をせずに試験した結果を

用いて評価される。しかし、一般家庭において

は多くの場合、農産物は洗浄や剥皮を経たもの

や加熱調理されたものが喫食される。そこで、

農産物中の残留農薬に関して、市販の農産物 3

種を対象に、部位別の農薬の分布状況及び調理

が及ぼす農薬の除去効果について調査した。  

【方法】秋田県内の小売店で購入した「いちご」、

「ミニトマト」、「ほうれんそう」を対象とし、

部位別又は調理別に区分し、粉砕・均一化して

試料とした。対象農薬は GC-MS/MS 294 成分、

LC-MS/MS 160 成分とした。得られたデータの

統計学的有意差検定は、調理前と各調理後の 2

群間について、Welch の t-検定を用いて評価を

行い、有意水準は危険率 5％未満（p＜0.05）と

した。  

【結果及び考察】部位別では、いちごから検出

された 6 農薬及びミニトマトから検出された 5

農薬において、へたの分布比が 89.1％以上と顕

著な偏在がみられた。ほうれんそうから検出さ

れた 3 農薬は、上部の方がやや高い傾向にあっ

たが、大きな差はなかった。  

調理別では、いちご、ミニトマトはへたを除

いた可食部、ほうれんそうは上部、下部を含め

た全体の残存率（調理前濃度に対する調理後濃

度の比率）を算出した。3 作物の 5 秒間及び 30

秒間の流水洗浄では、一部の農薬において有意

な減少が認められたが、洗浄時間と除去率の間

に規則性を見出すことはできなかった。洗浄以

外の調理における残存率は、いちごのジャム調

理で 45.7-54.9％、天日乾燥で 73.2-88.9％、オー

ブン乾燥で 40.2-89.1％であり、ジャム調理によ

り 6 農薬、オーブン乾燥により 5 農薬、天日乾

燥では 1 農薬で有意な減少が認められた。ミニ

トマトの湯むきによる残存率は 0-80.0％で、4

農薬で有意な減少が認められた。オーブン乾燥

では 2 農薬が、煮るでは 1 農薬が調理前と比較

し、有意に減少した。ほうれんそうの残存率は

ゆでるで 22.8-88.0％、炒めるで 64.0-68.5％で、

炒めるにより 3 農薬、ゆでるにより 2 農薬で有

意な減少が認められた。  

特に農薬の除去効果が高かったのは、いちご

のジャム調理とミニトマトの湯むき調理で、ジ

ャム調理では検出された 6 農薬すべてが約 50

％、湯むき調理では 5 農薬中 3 農薬が約 90％減

少した。  

 

*1：秋田県生活環境部生活衛生課  
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1.2 共同発表 

 

岡智一郎，髙木弘隆，斎藤博之 : 非感染性症例

の咽頭拭い液からの下痢症ウイルス検出. 第 63

回日本臨床ウイルス学会学術集会, 2022 年 6 月, 

東京都  

 

 

岡智一郎，李天成，米満研三，網康至，須崎百

合子，中村優子，片岡紀代，団海燕，三田哲朗，

小林孝行，斎藤博之，八尋俊輔，佐藤重紀，柴

田伸一郎，塚田竜介，高木弘隆 : Efforts to 

establish a comprehensive genotypes resource for 

accelerate human sapovirus research. 第 69 回日本

ウイルス学会学術集会，2022 年 11 月，長崎市
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2．他紙掲載論文等 

2.1 筆頭著者論文 

 

過去の事例から学ぶ健康危機管理事例～保

育施設を起点とした腸管出血性大腸菌感染

症の集団発生～  

 

今野貴之 

 

公衆衛生情報, 52, 8, 2022, 17-19. 

 

腸管出血性大腸菌は人に下痢症を引き起こす

大腸菌の一つで、ベロ毒素という強力な毒素を

産生し、強い感染力を有する。特徴として、出

血性大腸炎や溶血性尿毒症症候群などの重篤な

合併症を引き起こす場合がある。国内では、腸

管出血性大腸菌感染症の集団発生の早期探知や

その原因究明を目的として、厚生労働省通知に

基づき菌株の分子疫学解析が進められている。

秋田県における腸管出血性大腸菌感染症の報告

数は例年 40 件前後であり、規模の大きな集団発

生はまれである。しかしながら、2020 年 10 月

に保育園児を含む家族内感染の探知をきっかけ

に、保育施設での腸管出血性大腸菌の集団感染

が発覚した。発症者数 56 名で、被検者 294 名の

内、O26:H11 が家族内二次感染を含め 49 名で確

認された。腸管出血性大腸菌感染症は、原因と

なる菌株によって軟便程度の軽症者や無症状病

原体保有者が多い場合があるが、感染力は強い

ためそれらの患者から接触感染等によって感染

が拡大する可能性があり、注意が必要である。

菌陽性者の内、2 名の感染者は保育施設との関

連はなかったが、分子疫学解析により集団発生

事例由来の菌株と遺伝子型が一致した。その後、

集団発生事例の患者の家族と接点があったこと

が管轄保健所の疫学調査で判明しており、集団

発生に含める患者範囲の特定に分子疫学解析の

結果が役立った。集団発生の早期探知のため、

今後も関係機関と協力して、必要な検査や菌株

の収集を進めていくことが必要である。  

 

 

SARS-CoV-2オミクロン株BA.2系統に特徴的

なS371F変異を検出するための工夫 

 

斎藤博之  秋野和華子  藤谷陽子  

樫尾拓子  柴田ちひろ  佐藤由衣子  

鈴木純恵  齊藤志保子  

 

Infectious Agents Surveillance Report.  

43, 7, 2022, 18-19. 

 

 目 下 の と こ ろ 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

（SARS-CoV-2）オミクロン株を検出する方法と

して、BA.1系統とBA.2系統の両方に見られる

G339D変異と、BA.1系統のみに見られるT547K

変異を検出する2波長TaqMan assayを基本原理

としたPCR検査プロトコールが報告されている。

一方、3月以降にゲノム解析によりBA.1系統より

も感染力が高いとされるBA.2系統の検出例が増

えてきたことから、効率的なスクリーニング手

法があればモニタリングに寄与するものと考え

られた。我々は先にN501Y変異検出PCRプロト

コールに最小限度の改変を加えることでR.1系

統に見られるE484K変異の検出能を付加する工

夫を行った。今回、その手法を応用してG339D

変異検出PCRプロトコールにBA.2系統特異的な

変異の検出能を付加することができた。  

BA.2系統のリスク評価は未だ定まっておらず

自治体からの報告対象ではないものの、流行拡

大要因の1つになり得るため、状況を注視してゆ

く必要があるものと思われる。一方で、ゲノム

解析に適さないCt値が30以上の検体も多数ある

ことから、置き換わり状況を効率よく安価に把

握する手法として本法が有用であった。また、

本法で用いた意図的なミスマッチを挿入した

allele specific primerを用いた識別法は、他の一塩

基変異の検出にも応用できるものと考えられた。 

 

 

ウイルス性食中毒の対策における注意点  

 

斎藤博之  

 

養鶏の友 ,  8 ,  2022, 50-54. 

 

 鶏肉や鶏卵の取り扱いに際しては、サル

モネラやカンピロバクターといった食中毒

原因菌を想定した衛生管理が徹底されてい

る。一方、食中毒の原因となるのは細菌だ
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けとは限らない。 2021年の食中毒統計によ

ると、全国で 1年間に 717例の食中毒事例が

発生し、およそ 1割に相当する 72例がノロウ

イルス（NoV）によって引き起こされている。

患者数に至っては、全食中毒被害者 11,080

名の半数近い 4,733名がNoVの感染によるも

のである。感染経路は大きく 3通りに分けら

れる。第一は、トイレから排泄された NoV

が下水処理場をすり抜けて海に達し、海産

物を汚染するルートである。第二は、調理

従事者の手指に付着した NoVが食品を汚染

するケースで、食中毒としてはこれが最も

多い。第三は、食中毒の範疇には含まれな

いが、ヒトからヒト、あるいは器物を介し

た間接接触による感染拡大である。原因と

なる病原体も感染経路もわかっているにも

関わらず、こうした健康被害が後を絶たな

いのは様々な予防対策の中に多くの見落と

しがあるからで、ウイルス性食中毒特有の

注意点を押さえておく必要がる。本稿では、

一般的に行われている食中毒対策の中で見

逃しがちなポイントに焦点を当ててみたい。 

 

 

ウイルス性食中毒～原因物質指定から四半

世紀、予防対策の死角とは～ 

 

斎藤博之  

 

食の安全と安心通信 ,  46 ,  2022, p2. 

 

1997年にウイルスが食中毒原因物質に指定さ

れてから今年で26年目となる。この間、食品関

連事業者は行政の指導の下で予防対策に取り組

んできた。一方、毎年の食中毒統計を見ると、

食中毒患者数の約半分がウイルスを原因とした

ものであり、四半世紀にわたり1位の座にある。

1948年に食品衛生法が施行されて以来、もっぱ

ら細菌・化学物質・自然毒を対象とした予防対

策が取られてきた。原因物質としては新顔に当

たるウイルスはこれらとは異なる性質のもので

あり、延長線上の対策では多くの死角が生じる

ことになる。  

ウイルス性食中毒が規定される前までは、食

品の取り扱いに不備があって細菌が増殖し、そ

れを摂食した者が食中毒を発症するという認識

が一般的であった。食中毒予防の三原則（つけ

ない、増やさない、やっつける）は、いわばそ

うした先人が千思万考の末に得た知恵の集大成

である。一方、細菌性食中毒を想定して考え出

された三原則が遵守されていたとしても、ウイ

ルスに対しては当てはまらない部分が存在する

ため、そこが落とし穴となってしまうことが多

い。確実に予防するには、“つけない”しかな

いのが現実である。本稿では死角となりやすい

点をまとめたので、HACCPにおける衛生管理計

画書を作成する際に参考にされたい。  
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